


　私たち民医連は、無差別・平等の医療と福祉の実現をめざす組織です。

　戦後の荒廃のなか、無産者診療所の歴史を受けつぎ、医療従事者と労働者・農民・
地域の人びとが、各地で「民主診療所」をつくりました。そして1953年、「働くひと
びとの医療機関」として全日本民主医療機関連合会を結成しました。

　私たちは、いのちの平等を掲げ、地域住民の切実な要求に応える医療を実践し、介
護と福祉の事業へ活動を広げてきました。患者の立場に立った親切でよい医療をすす
め、生活と労働から疾病をとらえ、いのちや健康にかかわるその時代の社会問題にと
りくんできました。また、共同組織と共に生活向上と社会保障の拡充、平和と民主主
義の実現のために運動してきました。
　私たちは、営利を目的とせず、事業所の集団所有を確立し、民主的運営をめざして
活動しています。

　日本国憲法は、国民主権と平和的生存権を謳い、基本的人権を人類の多年にわたる
自由獲得の成果であり永久に侵すことのできない普遍的権利と定めています。
　私たちは、この憲法の理念を高く掲げ、これまでの歩みをさらに発展させ、すべて
の人が等しく尊重される社会をめざします。

一、 人権を尊重し、共同のいとなみとしての医療と介護・福祉をすすめ、人びとのい
のちと健康を守ります

一、 地域・職域の人びとと共に、医療機関、福祉施設などとの連携を強め、安心して
住み続けられるまちづくりをすすめます

一、 学問の自由を尊重し、学術・文化の発展に努め、地域と共に歩む人間性豊かな専
門職を育成します

一、 科学的で民主的な管理と運営を貫き、事業所を守り、医療、介護・福祉従事者の
生活の向上と権利の確立をめざします

一、 国と企業の責任を明確にし、権利としての社会保障の実現のためにたたかいます
一、 人類の生命と健康を破壊する一切の戦争政策に反対し、核兵器をなくし、平和と

環境を守ります

　私たちは、この目標を実現するために、多くの個人・団体と手を結び、国際交流を
はかり、共同組織と力をあわせて活動します。

 2010年２月27日
 全日本民主医療機関連合会　第39回定期総会
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改定版（第四版、2024年版）の発刊にあたって

　全日本民医連では 2004 年４月に「健康で働きつづけるために」を
発刊し、その後全国交流集会と各地での実践を踏まえて 2009 年６月
に「健康で働きつづけられる職場づくり」パンフレットを改めて作成
しました。その後、職場でのメンタルヘルス不調への対策やノーリフ
ティング・ポリシーの普及と実践が前進し、職員の健康管理に対する
取り組みの前進が見られました。一方で、県連（法人）ごとの偏りも
あり、更なる取り組みの推進が求められ、“ガン・透析など治療を受
けながら働く労働者への配慮 ”と “ 大災害時に職員の健康を守る ”と
いう課題について新たに加筆し、2014 年４月に改訂第三版を作成し
ました。2016 年に発生した熊本地震では現地職員や支援者のヘルス
ケア活動を迅速かつ徹底して取り組み、その後、この活動は災害対策
本部にヘルスケア支援部門を位置づけることにつながりました。
　2020 年２月に熊本で開催された第 44 回定期総会の直後から、
COVID-19 のパンデミックのもと、経験したことのない困難な状況の
中で職員は奮闘してきました。長丁場に渡る対応の中で、「職員のい
のちと健康を守ることが第一義的課題」として、「新型コロナウイル
ス感染症に関する職員のヘルスケア指針」「職員のみなさんのセルフ
ケアのための 10 のヒント」を５月 25 日に作成し、その後の新しい
知見や経験が積み重ねられ、12 月 18 日に Ver ２（増補改訂版）を
作成しました。平行して動画配信、資料共有などを行い、そして２回
の全国集会を開催し、全国の知恵と経験を積み重ねることで、この難
局を乗り越える努力を行ってきました。この間の取り組みは民医連に
とっても大きな教訓となったと思います。
　コロナ禍前より医療・介護現場は心身ともにストレスが多く、特に
メンタルヘルスの悪化が多くみられていました。そのストレスの増加
に合わせた対策は不十分で、逆に合理化や効率化を理由に病床削減や
医師・看護師不足を放置し、ギリギリの体制でないと成り立たない構
造まで日本の医療体制は追い込まれているところに、今回のようなパ
ンデミックになると容易に破綻してしまい、そのしわ寄せが働いてい
る職員にくる構造となっています。第５波以降ではかつてない「災害
状態」と言われる状況となり、各地で入院もできずに十分な医療が受
けられないままに自宅や介護施設などで命を落とす人が増え、助けら
れる命が救えない状況で職員の倫理的ジレンマも強まり、さらにスト
レスが増えています。
　元々、新入職員はストレスを受けやすい人たちです。格差と貧困の
もとで学生時代を送ってきた現在の新入職員は、奨学金とアルバイト
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で生活費と学費を賄っている現状があります。そのような現状でコロ
ナ禍となり、アルバイトができなくなり、生活困窮となり、退学に追
い込まれる学生がいました。また 2021 年卒以降の新入職員は十分な
実習を経験せずに現場に入らざるをえない状況で、従来の新入職員よ
りリアリティショックが大きいという声も聞きます。入職後にいきな
りクラスターに遭遇し、自信を失い離職された方もいると聞きます。
現在の新入職員は、そのような情勢のもとで学生時代を送り社会人に
なっていることを先輩職員も理解して見守ることが求められます。
　今回の改訂にあたり、これまでの議論や情勢も踏まえた上で、①労
働安全衛生の基本（そもそも論）を改めて整理したこと、②コロナ禍
で問題が露呈した小規模事業所および介護事業所、在宅分野での安全
衛生活動、管理職の健康管理について言及したこと、③「ノーリフト」
から「ノーリフティングケア」に、福祉機器や福祉用具を活用しなが
ら介護の安全性を高めケアの質を上げることと総合的な腰痛予防を両
輪として進めることを提起したこと、④ 2024 年４月から始まる医師
の働き方改革について言及したこと、⑤引き続き重要な課題である職
員のメンタルヘルス対策について分かりやすく整理したこと、そして
2015 年 12 月に始まったストレスチェック制度の現状と活用について
考察したこと、⑥職員育成指針 2021 年版でも強調している心理的安
全性の高い職場作りが、職員のメンタルヘルス維持に重要なこと、⑦
近年、問題となっている暴言・暴力・ハラスメントへの対応について
独立した章でまとめたこと、⑧第三版では分散して書かれていた多様
性などに配慮したヘルスケアについて独立した章としてまとめたこ
と、そのなかでも新たに、障害（特性）のある人、新入職員、ＬＧＢ
ＴＱについての項目を加え、近年、職員の年齢構成が若い人から高齢
に変化していることを踏まえ、高齢労働者についても言及したこと、
⑨コロナ禍など長期の災害時のヘルスケアの取り組みについて独立し
た章としてまとめたこと、などが特徴です。
　第 45 回全日本民医連定期総会方針では、「人権を守り公正でいの
ちとケアが大切にされる社会の実現をめざし、すべての活動場面にお
いて、個人の尊厳とジェンダー平等を基本に据え」、と述べられてい
ますが、これは職員の健康管理にも求められる視点です。本パンフレッ
トを各県連・法人・事業所で、普及と活用を進めていただき、あらゆ
る職場で “健康で働き続けられる職場づくり ”が進むことを期待しま
す。
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民医連における「健康で働き 
つづけられる職場づくり」へ 
の取り組み

　全日本民主医療機関連合会は「働くひとびとの医
療機関」として結成され、2023年に70周年を迎えま
した。民医連綱領を羅針盤とした各地の取り組みは、
２年に１回開催される総会で到達と課題などが整理
され、全国の職員が協働して、総会方針を決定して
います。「健康で働き続けられる職場づくり」に対し
ての到達点を確認し、社会の変化から求められる課
題にどう取り組んでいくかについては総会方針に反
映されています。
　2002年に「職員の健康管理プロジェクト」を設置、
2003年には「民医連職員の健康を守る交流集会」が
初めて開催されました。2004年には、このパンフレ
ットのもととなる「健康で働きつづけるために（案）」
が発行されました。
　37回総会方針（2006年）において「健康職場の５
つの視点」、38回総会方針（2008年）において「健康
職場づくり７つの課題」を掲げ、職員の健康維持増
進、職場環境改善を進める方向性を確認しました。
私たち医療・介護職は患者の健康・安全に目を向け
るだけでなく、私たち自身の健康・安全にも目を向
ける必要があります。

　第３版を発刊後、職員の健康を守る交流集会を
2014年１月、2016年１月、2017年12月、2019年12月
（第９回）、2021年11月に開催しました。2021年11月
はコロナ禍のため、皆で実地に集まることが困難な
状況であったため、オンラインで開催しました。
　2015年６月にはストレスチェックセミナー、2021
年６月にはコロナ禍での職員のヘルスケア交流集会、
2022年６月には労働安全衛生そもそもセミナー、
2022年11月にはヘルスケアチーム実践交流セミナー
〜職員のメンタルヘルスをテーマに〜を開催しまし
た。
　2019年４月から2020年３月まで「民医連医療」誌
に“新・働き続けられる職場づくり”を、2021年５月
から2022年６月まで「民医連新聞」に“みんなで実
践　職員守るヘルスケア”を連載しました。2021年
10月の「民医連医療」誌ではコロナ禍での職員のヘ
ルスケアについて特集記事を掲載しました。
　2020年５月には「新型コロナウイルス感染症
（COVID-19）に関する職員のヘルスケア指針」を発
刊し、12月にはversion2（増補改訂版）を発刊しま
した。また、2020年５月以降、職員の健康を守る「学
習動画シリーズ」を作成し、2022年12月までに17本
をアップロード、インターネットで学習できる環境
を充実させました。
　コロナ禍で集まる事が困難な状況の中で、民医連
の全国の事業所から良好事例を学ぶ機会を設け、健

■健康職場の５つの視点
・個人にとって適度な質的量的負担となっているか？
・職員の安全・安心が保たれているかどうか？
・技術的に保障がされているか？
・使命が明確で評価されているか？
・ライン内・職場内・職種間で少数意見が保障されコミ
ュニケーションが向上しているか？

■健康職場づくり７つの課題
・保健師も含めた衛生管理者の専任化と管理部の連携
・保健師・医師面接や相談室の設置
・メンタルヘルス不調などの困難者を抱える職責者への
「職場復帰支援チーム」の設置
・職員の「特定健診・特定保健指導」の向上
・予防的作業管理（筋骨格系疾患予防の人間工学的対策
導入など）の重視

・職場環境改善のための予算化
・小規模事業所の衛生活動への援助

序章 はじめに
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康で働きつづけられる職場づくりに「どのように取
り組めばよいか分からない」という悩みを解消する
環境づくりが進みました。皆さんの職場において、
これらの教育資材が活用され健康で働き続けられる
職場づくりの取り組みが更に進むことを期待してい
ます。

法律を守ることだけでは 
健康を守ることができない 
時代にどう対応するか

　日本には、労働者の安全と健康に関係する法律と
して労働安全衛生法があります。1972年に制定され
ました。今から50年前、日本が経済成長していた時
代です。この50年、時代ごとに社会問題となったこ
と（2000年代でいうと長時間労働やストレスチェッ
クなど）を受けて改正され、その度に専門家が話し
合い漏れのないように加筆されていくため、重厚な
読み解きにくい辞書のような状態となっています。
　そのため、職場の安全衛生に取り組もうと考えて
も、“何をしていいのか分からない”ということが起
こっています。その状態を解決するのに役に立つの
が“そもそも”と考えることです。“そもそも”なぜ
衛生委員会を行うのか？なぜ健康診断を行うのか？
なぜ長時間労働を行った労働者に面談を行うのか？
と考えていくのです。そして、どの項目の優先順位

が高いかを考え、取り組む順番を決定します。事業
場ごとに課題やボトルネックは違うはずです。課題
やボトルネックを直視しなければ、本質的な改善は
見込めません。
　「法律に書いてあるから、やらなければならない」
という考えでは不十分です。法律に書いていること
を守っていたとしても、法律はコロナ禍のような新
しい衛生課題に対応していません。法律を守るだけ
では、健康を守ることができない時代になっている
と考えられます。“そもそも”を見つめ直し、自主
的・自律的に取り組んで行く必要があります。“健
康で働き続けられる”ための活動に取り組みましょ
う。この冊子を活用して、みなさんの職場がより安
全で働きやすい職場になることを目指しましょう。

労働災害を防止することは、 
職場における安全衛生活動の 
“そもそも”のひとつ

　働いている最中に怪我をすること・病気になるこ
とを労働災害（労災）といいます。正確な表現では、
労働者が業務遂行中に業務に起因して受けた業務上
の災害のことで、業務上の負傷、業務上の疾病及び
死亡のことを労働災害といいます。厚生労働省は、
2021年の日本における労災による死亡者は867人、死
傷者は149,818人と統計を発表しています。統計で発

　2009年６月にこの「健康で働きつづけられる職場づく
り」が発刊され、2014年にバーションアップを行いまし
た。第45回総会方針で熊本地震やコロナ禍での経験を受
け、改訂することが決定しました。９年ぶりの改訂とな
ります。労働者の健康に関わる直近の法改正等について
時系列に列挙し、前回の改訂以降の取り組みについて紹
介します。

■職員の健康に関わる法改正など
2014年６月　�過労死等防止対策推進法公布
2015年12月　�ストレスチェック制度施行
2016年２月　�「事業場における治療と職業生活の両立支援

のためのガイドライン」公表
2016年４月　�熊本地震
2017年６月　�産業医定期巡視の頻度見直し（条件を満た

すことで２か月に１回へ）

2018年４月　�第13次労働災害防止計画開始
2019年４月　�有給休暇年５日取得義務化
2019年７月　�病院における敷地内禁煙化（健康増進法改

正）
2020年３月　�COVID-19　パンデミック宣言
2020年４月　�飲食店・職場等における原則屋内禁煙化（健

康増進法改正）
2021年４月　�長時間労働者の面接指導基準の引き下げ

（月100時間から80時間へ）
2021年４月　�眼の水晶体に受ける等価線量の限度の引き

下げ（電離則改正）
2022年４月　�パワハラ防止法、中小企業において施行
2022年10月　�産後パパ育休施行（育児・介護休業法改正）
2023年４月　�第14次労働災害防止計画開始
2024年４月　�長時間労働医師に対しての面接指導開始

（医療法改正）
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表される死傷者数は休業４日以上の人数です。不休
災害や休業１－３日の労災は含みません。
　安全委員会および衛生委員会を開催する大きな目
的（そもそも）のひとつとして、労働災害の防止が
挙げられます。労災が発生した場合には、委員会で
「予防することはできなかったのか？」を考え、今
後このような労災を起こさないために対策を講じる
ことを話し合い決める必要があります。労災のなか
には予測不可能なものや簡単に対策を講じることが
できないものもあります。また、近年増加傾向の転
倒災害は、職場の環境要因のみならず、働く人の高
年齢化による身体能力および機能の低下も影響して
います。
　労災について、また労災の芽となることについて、
委員会や職場巡視を通じて、みんなの意見を出し合
い、改善を進めましょう。

いのちと健康を守るために、 
格差と貧困が拡大する社会を 
是正しなければならない

　世の中の99％以上の人から搾取することによって、
ごく一握りの階級が富を独占している状況を生み出
しています。この仕組みを維持する情勢が続く限り、
格差と貧困は拡大し、是正されることはありません。
今の日本は、食べることに困る子ども、経験すべき
体験を奪われた10代20代の若者、健康で働いている
にも関わらず最低限の生活が過ごせない労働者が存
在し、誰もが罹りえる病に侵された時、年老いた時
のセーフティネットであるはずの医療・介護・年金
制度は崩壊の危機にあります。いのちと健康を守る
ためには、「自助・互助」するだけでは達成不可能
で、権利としての社会保障の拡充をはじめ日本国憲
法に基づいた政治を実現する必要があります。
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　働く人びとにとって、「安全第一」と言えば労働者
自身の安全が最優先という意味ですが、医療・福祉
職場では、患者・利用者の安全が優先されています。
民医連綱領に謳われている「いのちの平等」は、患
者や地域の人びとだけではなく、職員のいのちも平
等であるという宣言です。「患者のために」という言
葉で、職員がすべてをなげうつような事態を美談に
してはいけません。
　あらゆる業務で、「誰が」「何を」するのかを決め
ないと、仕事は進みません。職員の健康と安全を守
る活動も、「誰が」と「何を」が問題ですが、まずは
「誰」を決めることから始まります。

１ �事業所管理者の責任
　日本では、労働安全衛生法によって、職場の健康
管理の責任が「事業者」（医療や福祉の法人では理事
長）にあると明確に位置づけ、「安全配慮義務」を課
しています。さらに『安全文化』『予防文化』を法
人・事業所に根付かせて「健康職場」を作っていく
上でもトップマネジメントの役割は重要であり、根
幹をなすものといえます。法人・事業所トップが「健
康で安全に働きつづけられる職場づくり」を行う宣
言をし、全職員に徹底しましょう。そして、すべて
の職員が、産業保健サービスを受けられるよう、す
べての職場で安全衛生の担当者を決めましょう。管
理者は、健康職場づくりを組織全体の課題とし、一
部の担当者任せにしないことも重要です。

　社会保障制度の改悪、診療報酬・介護報酬の改悪
や平均在院日数の短縮化、医療安全に対する社会的
関心の高さ、福祉分野の拡大など医療福祉活動は大
きく変化してきています。民医連はこの間、経営活
動の転換を行ってきましたが、一方で職員の負担は
心理的にも体力的にも増すばかりです。さらに、コ

ロナ禍で、職員は感染の高リスクであることなどに
よって、普段以上のストレスに苛まれています。し
かも、職員同士の交流やストレス解消法が制限され
る事態になっています。いつまで続くか分からない
コロナ禍で、これまでの延長線上ではない対策が必
要とされています。
　こうした中、職員の健康管理の抜本的強化を図り、
「働く人に優しい職場」づくりを行っていくことは、
職員の「生きがい」や「やりがい」を発揮させてい
く上でも重要となってきています。さらにこの課題
に職員、労働組合の積極的参画を図り、共同の取り
組みとして発展させていくことも大切です。人事・
労務部門のみならず医療・福祉活動全般にわたる根
幹的課題として位置づけ、法人・事業所トップマネ
ジメントの責任として行わなければなりません。
　さらに、医療・介護職場には、派遣労働者や委託
業者など、直接雇用関係にない労働者も一緒に働い
ています。これらの事業者との連携を強め、労働安
全衛生に関する定期的協議会を設けることも必要で
す。特に、コロナ禍になり、感染対策など医療安全
の視点からも同じ職場で働く労働者に対する総合的
対策を取ることは管理者の責任です。

２ �法律や指針などの活用
　働く人びとの健康管理の課題は、労働基準法、労
働安全衛生法などの法律や規則等によって最低基準
が明確に定められています。これらの法律・規則は、
労働者の長い闘いによって勝ち取ってきた成果でも
あり、順守すべきものです。また、指針・通達は、
職場づくりにおいて参考になることが多く、職場で
積極的に活用しましょう。
　最も重要なことは、労働安全衛生体制の確立と強
化です。常用労働者が50人以上の事業所では、衛生
委員会を設置することは当然ですが、50人未満の事
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業所でも、職場会議などで職員の健康と安全の課題
を議論しましょう。この常用労働者には正規職員だ
けでなく非正規職員も実人数としてカウントされま
すので注意してください。
　法律、規則、指針、通達などの情報は、インター
ネットで検索できます。厚労省、都道府県労働局、
産業保健総合支援センター、中央労働災害防止協会
（安全衛生情報センター）などの公的機関だけでは
なく、日本産業衛生学会、日本労働衛生コンサルタ
ント会などのホームページも役に立つ情報でいっぱ
いです。

「第14次労働災害防止計画」（2023年４月）
「事業場における労働者の健康保持増進のための指針」
（2021年２月８日）
「労働安全衛生マネジメントシステムに関する指針」
（2019年７月１日）
「第三次産業における労働災害防止対策の推進につい
て」（2011年７月14日）
事務所衛生基準規則（2021年12月１日改正）
「事業者が講ずべき快適な職場環境の形成のための措置
に関する指針」（1997年９月25日）
「情報機器（旧ＶＤＴ）作業における労働衛生管理のた
めのガイドライン」（2019年７月12日）
「職場における喫煙対策のためのガイドライン」（2015
年５月15日）
「職場における受動喫煙防止のためのガイドライン」
（2019年７月１日）
「健康診断結果に基づき事業者が講ずべき措置に関する
指針」（2017年４月14日）
「労働安全衛生法に基づく健康診断を実施しましょう〜
労働者の健康確保のために〜パンフ」
「働き方改革を推進するための関連法律の整備に関する
法律（働き方改革関連法、一括法）」（2018年７月６日）
「医師の働き方改革について」「医師の働き方改革をめ
ぐる最新の動向」（2021年）
「勤務環境改善マネジメントシステム」「都道府県医療
勤務環境改善支援センター」「いきいき働く医療機関サ
ポートＷｅｂ」

　これらの法律や指針は、最低基準を示しているも
のなので、これらを順守するだけでは不十分です。
さらに2023年４月より、化学物質の管理を事業者任
せにするなど、労働法規が急激に規制緩和され改悪
されていることにも注目する必要があります。そし
て、コロナ禍での職員の健康管理については、指針
などもありません。これまでにはなかった、新しい
取り組みが必要です。

　医療従事者、特に医師は、「宿直」や「自己研鑽」
の名の下、働いても労働時間にカウントしないとい
う労基法違反や、医療を守るためという理由で無限
に残業できることが、行政に許されてきました。医
師の働き方改革は、それらを許さないという医療法
改正です。しかし日本では、労基法を無視した医師・
医療従事者の働き方を前提として医療が成り立って
いるため、単純な労基法の適用は医療崩壊に直結し
ます。実際に、働き方改革によって救急部門など医
療を縮小した病院も少なくありません。2023年現在、
様々なところでこの矛盾が明らかになり、医師につ
いては、働き方改革から逆行する動きがあります。
具体的には、働いても労働時間にカウントしない「宿
直」の許可を、厳密にしてきた労基署が以前と同じ
ように許可するようになりました。しかし、この逆
行は、医師の過重労働を追認するだけであり、何の
解決になりません。
　そもそも、医師や看護師、介護職の増員、医療・
福祉労働者が労基法を守る働き方で経営が成り立つ
診療・介護報酬など、医療・福祉労働者の労働条件
を改善する政策抜きに、ただ単に現場に矛盾を押し
付けるのが今の働き方改革です。医師の働き方改革
は、対応することと同時に、医師増員の運動、ナー
スアクション、介護ウェーブや、診療・介護報酬を
上げさせる運動を展開しなければ、いずれは医療や
介護の崩壊を招くでしょう。

３ �医療の安全性と職員の健康管理

　患者・利用者の安全と、医療・介護労働者の労働
条件や健康問題は、深く関係していることは明白で
す。厚労省医療安全対策検討会議が2002年４月17日
に発表した「医療安全推進総合対策」においても「職
員の健康管理」の重要性に触れています。この中で
医療従事者の自己管理の必要性を述べた後、管理者
に対して「職員が健康を保持しつつ業務に当たるこ
とができるよう、職場環境の整備を行うことが必要
である。特に研修医等については、過重な勤務とな
らないよう適正に勤務時間を管理しなければならな
い。また重度の疲労を招きかねない勤務シフトの回
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避や、長時間勤務における休憩・休息時間の確保な
ど、必要な事故防止措置に配慮することが必要であ
る」と指摘しています。
　全日本民医連第三者機関プロジェクトは「診療行
為に関連した死亡の原因究明等の在り方に関する試
案」に対する意見（2007年11月２日）の中で「いま、
日本においては医療費抑制政策の下、医師・看護師
の数は絶対的に不足しています。労働強化が極限に
達し、医療の現場では安全性や質が保てない状況が
生まれています。その中で医療事故問題、とりわけ
警察の介入が拍車をかけ、医療従事者の士気の低下
が指摘されています。医療の安全性・質を高め、国
民の医療に対する信頼をとりもどしていくために、
そして医療従事者が誇りをもって働いていく」こと
の重要性を指摘しています。

　「医療従事者のための医療安全対策マニュアル」（日
本医師会）でも、「わが国の病院の病床数に対する医
師数は欧米諸国に比べて約３分の１に過ぎない。そ
の上、欧米とは異なり、日本の病院勤務医は、入院
患者だけでなく外来患者も診ており、欧米に比して
倍の患者を診ることを強いられている。入院患者の
安全が脅かされないよう、早急に日本の勤務医の労
働環境を改善する必要がある」と指摘しています。
　また「米国ナースの労働環境と患者安全委員会／
医学研究所」が発行した「患者の安全を守る（監訳
日本医学ジャーナリスト協会井部俊子／日本評論社
刊）」でも、作業手順や作業空間の適正化とともに、
看護師の交替勤務の影響を緩和することや、１日12
時間以上の労働時間の禁止が安全を守る上で重要で
あると指摘しています。
　職員の安全衛生管理は、医療・介護の安全性を高
める上で重要な課題です。すなわち『安全文化』の
構築が求められているのです。
　さらに、患者・利用者の安全と職員の健康の関係
で指摘しなければならないのが、医療事故の当事者
となった職員のメンタルヘルスです。事故直後の自
責の念だけではなく、長期にわたって感情麻痺や抑
うつなどの症状が続き、心的外傷後ストレス障害（Ｐ
ＴＳＤ）を発症することもあります。当事者となっ
た職員を「第二の被害者」と位置づけ、同僚による
サポートを行いましょう。

４
 �労働安全衛生５管理と労
働安全衛生のマネージメ
ントシステム

　ＳＤＨ（健康の社会的決定要因）の考え方で、病
気には上流と下流があると言われます。人びとは、
川の上流で病気の川に突き落とされ、下流に流され
（＝病気が悪化して）、最後には滝に落ちて死亡する
というイメージです。病気の予防はより上流の対策
であり、病気になった後の医療は下流の対策という
考え方です。予防の中でも、貧困や孤立などの社会
的要因の改善は、さらに上流の対策と言えます。民
医連は、人びとの健康のために、より上流の社会経
済格差の是正を目指していますが、職員の健康と安
全の問題でも、上流と下流があります。働く環境や
労働時間などの管理、つまり作業環境管理や作業管
理が上流にあたります。健康が害されていないか健
診することは、下流の対策と言えます。
　労働安全衛生には５つの管理があると言われます。
下記①〜⑤ですが、①がより上流の対策です。より
上流の対策を意識しましょう。

　①�労働安全衛生体制の確立（担当者を決める、�
議論する場を決める）

　②�作業環境管理
　③�作業管理
　④�健康管理（健康診断）
　⑤�労働者教育（学習会など）

　実際の対策は、それぞれ単一の管理ではなく、組
み合わされたものとなることも少なくありません。
全国の民医連事業所では、衛生管理者や産業医の選
任、衛生委員会設置など労働安全衛生体制の確立が
進んできました。体制が確立された事業所では、作
業環境管理や作業管理などに取り組みますが、その
際に役立つのがマネジメントシステムです。
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１）衛生管理者・衛生推進者　衛生活
動を前進させるためのキーパーソン

すべての県連・法人・事業所で衛生管理者・衛生推
進者を決めましょう
　常時50人以上の労働者がいる事業所は衛生管理者
を定め、労働基準監督署に届け出る（選任報告）義
務があります（常時とは日雇い・パートで週１日勤
務も含む）。50人未満も衛生推進者を決めましょう。
　衛生管理者は国家資格で、試験に合格する必要が
あります（医師、歯科医師、薬剤師、保健師は、試
験を受けなくても衛生管理者の資格がありますが、
名ばかり衛生管理者では、職員の健康を守れません）。
衛生管理者の試験勉強によって労働安全衛生活動の
基本的な学習が出来ますので、民医連でも管理者研
修の一環として事務長や人事部長は衛生管理者の資
格取得をめざしましょう。事業所規模別の衛生管理
者の必要数は表のとおりです。衛生推進者は、講習
会を受講するだけで得られる資格です。

衛生管理者の必要数
50〜0200人 １人以上
201〜0500人 ２人以上
501〜1000人 ３人以上
1001〜2000人 ４人以上

　衛生管理者は具体的な対策の現場監督です。事業
者はこれらの氏名を事業所に掲示し、労働者の危険、
健康障害の防止、労働者の安全、衛生のための教育、
健康診断の実施その他健康の保持増進、労働災害の
原因調査及び再発防止対策、労働災害防止のため必
要な業務をさせます。毎週１回の職場巡視も義務付
けられています。事業者はこれらの業務時間を具体
的に指定し、遂行状況の点検が必要です。衛生推進
者も、基本的には衛生管理者と同じ活動を行います。
　一定規模以上の事業所・法人では衛生管理者の専
任化を進めましょう（労働安全衛生法では労働者が
常時1,000人以上の事業所は衛生管理者のうち１名は
専任とすることとしています）。衛生委員会の事務局
機能、労働衛生統計の作成、健康診断後の事後指導、
メンタル不調者への面接や職場復帰支援など、安全
衛生活動を前進させるためのキーパーソンです。

２）（安全）衛生委員会
　常時50人以上の職員がいる事業所では衛生委員会
を設置することが法律で義務付けられています。医
療機関や福祉施設は、安全委員会の設置義務はあり
ませんが、職員の怪我などの課題がない訳ではあり
ませんので、衛生委員会と統合して安全衛生委員会
として活動することが推奨されます。安全衛生委員
会は、職場における安全衛生活動の中核となる組織
です。
　衛生委員会の構成は事業者を代表する管理者１名
が議長となり、他の委員は労使同数で選出しなけれ
ばなりません。産業医や衛生管理者は衛生委員会の
委員となり、専門的な立場で議論に参加します。人
間工学に詳しい理学・作業療法士、公認心理師・臨
床心理士、放射線技師を委員にして、活動の幅を広
げましょう。
　衛生委員会は毎月開催し、記録を３年間保存し、
労働者に周知させることが義務付けられています。
衛生委員会のニュースの発行や職場巡視結果の掲示
など全ての職員に「見える」衛生委員会活動を行う
ことが重要です。
　衛生委員会で調査審議する事項は表（P13参照）に
示すとおりですが、職場の安全衛生に関する活動を
前進させ、実態に即した具体的な対策が取れるよう
に時間をかけて議論を行うことが重要です。とりわ
けメンタルヘルスに関する審議を毎回の衛生委員会
で行うことが重要です。また、感染対策委員会やリ
スクマネジメント委員会など関連する委員会との連
携も重視する必要があります。
　衛生委員会の機能を強化していく上で事務局の役
割は重要です。事務局は衛生管理者、衛生推進者な
どの資格取得に努めましょう。
　小規模事業所ごとの安全衛生体制確立が困難な法
人では、法人全体をカバーする体制を確立させ、小
規模事業所の職員が安全衛生活動からもれないよう
にすることが重要です。小規模事業所のみの法人で、
体制の確立が困難であれば、県連で体制を確立させ
ましょう。

　2021年に全日本民医連職員健康管理委員会が実施
した調査では、50人以上の事業所全体で、衛生委員
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会が設置されている事業所は99.2％、毎月開催され
ている事業所は98.4％まで増えました。日本産業衛
生学会・医療従事者のための産業保健研究会（医療
研）の調査（2020年）によると、関東地方の医療機
関では97.9％が何らかの形で衛生委員会が開催され
ていると報告されており、この点では民医連の活動
は遜色ないものと言えます。
　しかし、民医連の調査に回答したのは352事業所
で、衛生委員会について回答したのは125事業所のみ
でした。特に小規模事業所での回答が少なく、衛生
委員会が設置されていない可能性があります。法人、
県連レベルでの協力体制をとり、小規模事業所での
体制づくりをすすめる必要があります。

　衛生委員会の調査審議事項は左下の通りですが、
民医連の職場では、メンタルヘルス対策、長時間労
働対策、腰痛や頸肩腕障害などの筋骨格系疾患対策、
健康診断の実施と事後措置などが重要な課題と思わ
れます。

３）産業医
　労働安全衛生法では、常時50人以上の職員がいる
事業所では、産業医を選任し所轄労働基準監督署長
に届け出ることが義務づけられています。法人の理
事長や病院長は、産業医の資格があっても、当該病
院の産業医はできません。また、職員が常時1,000人
以上の事業所では、専属産業医を雇用しなければな
りません。
　民医連における産業医の選任率は、2021年調査で
は93.8％で、職員数が50－99人の職場では89.4％でし
た。前述の医療研調査では、全病院で産業医が選任
されており、民医連では中規模事業所での体制整備
が遅れていると言えます。
　小規模事業所では、いくつかの小規模事業所が集
まって産業医の共同選任を行うなどの工夫をする必
要があります。法人・県連規模での取り組みとする
ことが重要です。
　産業医の業務は、労安法・労安規則に定められて
います。
　①作業環境管理、作業管理
　②健診、面談・面接、事後措置
　③健康相談、健康教育、労働衛生教育
　④労働者の健康障害の原因調査、再発防止措置

（１）産業医活動の重点
　では具体的な重点的な活動は何でしょうか。
産業医活動の原点である
　①職場巡視
　②健康診断の結果に基づく事後処措置
　③メンタルヘルス対策と職場復帰
　④過重労働対策
を挙げることができます。
　産業医は、事業者に対し労働者の健康管理等につ
いて勧告権が認められています。

衛生委員会の調査審議事項

１　�衛生に関する規程の作成に関すること。
２　�危険性又は有害性等の調査及びその結果
に基づき講ずる措置のうち、衛生に係る
ものに関すること。

３　�安全衛生に関する計画（衛生に係る部分
に限る）の作成、実施、評価及び改善に
関すること。

４　�衛生教育の実施計画の作成に関すること。
５　�有害性の調査並びにその結果に対する対
策の樹立に関すること。

６　�化学物質の個人ばく露測定や作業環境測
定、放射線被ばく量の結果及びその結果
の評価に基づく対策の樹立に関すること。

７　�定期に行われる健康診断、臨時の健康診
断結果並びにその結果に対する対策の樹
立に関すること。

８　�労働者の健康の保持増進を図るため必要
な措置の実施計画の作成に関すること。

９　�長時間にわたる労働による労働者の健康
障害の防止を図るための対策の樹立に関
すること。

10　�労働者の精神的健康の保持増進を図るた
めの対策の樹立に関すること。

11　�厚生労働大臣、都道府県労働局長、労働
基準監督署長、労働基準監督官又は労働
衛生専門官から文書により命令、指示、
勧告又は指導を受けた事項のうち、労働
者の健康障害の防止に関すること。

民
医
連
職
員
の
健
康
管
理
を 

進
め
る
う
え
で
の
課
題
と
視
点

１
章



14

（２）産業医活動の留意点
　第１に法人・事業所として「産業医の位置づけを
明確にする」ことです。産業医に必要な権限を与え
て職場の改善や快適職場づくりに積極的に関与させ
る必要があります。各事業所には労働衛生・公衆衛
生に造詣の深い医師もいます。多くの職場がある大
規模病院等ではベテラン・中堅と若手医師など複数
の産業医の選任は、働くものの医療機関である民医
連にとって、医師の教育上も後継者対策の上からも
有効と思われます。若手医師を中心に産業医講習を
積極的に受講させ有資格者を増やしましょう。

　第２には事業所として産業医活動や教育を受ける
時間を保障することです。2006年４月の全日本民医
連「職員の健康を守る産業医・衛生管理担当者交流
集会」における「産業医分科会」でも、産業医活動
が日常医療活動と異なり「プラス・アルファ」の活
動として位置づけられている現状が報告されていま
す。「外来診療」や「検査」と同様、産業医活動や研
修を「単位保障」することが重要です。

　第３に産業医自ら学習し、レベルアップを図る必
要があります。産業医には日常診療とは異なる知識
や技術が必要になるため研鑽は大切です。前述の通
り、安全衛生管理は作業管理、作業環境管理、健康
管理の「３管理」を柱に、安全衛生教育、安全衛生
体制を合わせた「５管理」が基本です。しかし医師
の関心はともすれば、下流の対策である「健康管理」
に重点が置かれてしまいます。医療・介護職場の安
全衛生管理に関する参考書籍も出版されています。
　「医療機関における産業保健活動ハンドブック；産
業医学振興財団」「医療機関における産業保健活動を
推進するための体制作り７つのポイント；産業衛生
学会・医療従事者のための産業保健研究会」「医療機
関での産業保健の手引き；篠原出版新社」「オウン・
メンタルヘルス；中山書店」「ストップ！病医院の暴
力・暴言対策ハンドブック―医療機関における安全
で安心な医療環境づくりのために；メディカルビュ
ー社」などは必読書といえます。

　第４は、衛生管理者、衛生推進者、産業保健師な
どの産業保健スタッフ、理学療法士・作業療法士、

公認心理師・臨床心理士、放射線技師などの専門家
との連携を密にする必要があります。また各専門分
野の医師の協力も得ながら問題の把握と改善を図っ
ていく必要があります。

　第５として、派遣・委託労働者や出入り業者への
健康配慮も重視しなければなりません。例えば医療
廃棄物や患者からの感染予防対策を清掃業者や葬儀
社等と共に行うことなど実践的課題を検討すること
も重要です。

　第６に、こうした産業医活動を活性化しサポート
していくシステム作りが全日本・地協レベルで必要
と思われます。産業医活動の交流とレベルアップを
図る企画を定期的に開催することや、相互に相談・
連携し合える産業医メーリングリスト等の開設も検
討課題となるでしょう。

４）職場巡視
　衛生管理者は週１回、産業医は月１回、職場巡視
を行うことが法律で義務づけられています。労災事
故が発生した現場、危険・有害作業職場、作業環境
として危険な箇所を中心に一定の期間内にすべての
職場を巡視しましょう。少人数職場であっても何年
も巡視されない職場がないようにしましょう。
　民医連調査2021年では、定期的に衛生管理者の巡
視を実施している事業所は56.9％（うち毎週実施は
18.1％）、定期的な産業医の巡視は42.1％（うち毎月
実施は34.6％）でした。過去の調査と比較すると、定
期的に実施している事業所は増えており、職場を安
全衛生的視点で観察し、評価を行う産業医活動が定
着しつつあると言えます。多くの職場がある事業所
では巡視する職場を計画的に設定し、すべての職場
が網羅できるよう工夫も必要です。とりわけ産業医
の職場巡視は単独ではなく、安全衛生委員会のメン
バーや職場管理者、施設課（用度）と一緒に巡視す
ることが大切です。複数の「眼」で職場を観察する
ことにより、問題点や改善点の把握がより正確とな
ります。前述の医療研調査によると、定期的に産業
医が職場巡視をしている医療機関は67.1％で、民医
連の産業医活動は進んでいるとは言えません。
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■職場巡視「ＰＤＣＡサイクルのかなめ」
①準備
　職場巡視の準備として当該職場の職員数や構成、
最近の労災・メンタル不調者の発生や職場復帰の状
況と対策、時間外労働の状況、危険箇所・危険作業、
ストレスチェックの結果（特に職場環境の点数）な
ど、職場の安全衛生に関する情報を収集することが
重要です。ホルムアルデヒドなどの化学物質を取り
扱う職場の巡視前には、当該化学物質の使用量や職
場の見取り図、作業環境測定結果や排気装置の点検
簿などを準備しましょう。

②道具
　職場巡視に携帯する道具も大切です。チェックリ
スト、デジタルカメラ・ビデオカメラ（作業姿勢や
危険箇所のチェックに必要）、メジャー、照度計、騒
音計、腕章などです。温湿度、気流、照度を１台で
測定できる多機能環境測定器もありますし、換気の
指標として二酸化炭素を測定する機器もあります。
ホルムアルデヒドなど化学物質のばく露量測定とし
て、検知管を用いた簡易測定が可能です。

③視点
　実際の職場巡視では、中腰姿勢や無理な体のねじ
りがないか、作業面の高さは適切かなどの人間工学
的視点、照度、騒音などの物理的視点、臭いや換気
など化学的視点などで職場診断を行うことが大切で
す。毎日何気なく働いている職場も「外からの視点」
で改めて見直してみると、危険箇所や危険動作が多
い事に気付かされます。
　また、地震の時に倒れそうな棚、特に避難経路を
塞ぐような倒れ方をする棚の固定など、災害を想定
した職場環境の改善も重要です。

④評価
　職場巡視が終わったら、職場責任者を交えて講評
を行いましょう。最も大切なことは、働きやすくし
ている良い点を「ほめる＝評価する」ことです。問
題点や悪い点ばかり見えがちですが、安全・快適な
職場づくりをしている積極面を探し出すことは、他
の職場にも役立ちますし、職場改善活動を推進する
力になります。

⑤報告
　安全衛生委員会でも職場巡視の報告を行い多面的
な検討を行いましょう。例えば、患者への点滴等の
処置時や、移乗、入浴介助時などで、不良姿勢が多
く認められます。この際、巡視で撮影した動画や写
真を基に検討を行うと理解がしやすく改善点も見え
てきます。測定してきた作業面の高さなどと併せて、
腰痛や上肢障害など労働起因性筋骨格系障害の予防
対策を検討しましょう。改善が必要な箇所や作業は
出来るだけ写真付きの文書で、管理者へ報告します。
また前回の職場巡視で指摘した点が適切に改善され
ているかの確認も行いましょう。「Ｐ（Plan）⇒Ｄ
（Do）⇒Ｃ（Check）⇒Ａ（Act）」サイクルを継続
する事によって職場改善を進めていきましょう。

５）健康診断
　年１回の定期健康診断は100％実施が当然です。
特定化学物質や電離放射線従事者、給食調理員など
の特殊健康診断や、深夜業勤務者への年２回の特定
業務従事者健康診断など、法規に基づき適切に実施
することが求められています。短時間労働者に対し
ても本人の健康管理とともに患者利用者の安全のた
めにも定期健康診断を実施しましょう。派遣労働者
や業務請負労働者の健康診断実施状況を把握するこ
とも、健康管理上大切です。夜勤・交替勤によって、
女性は乳がん、男性は前立腺がんが増えることが明
らかにされています（国際がん研究機関（ＩＡＲＣ）
のグループ２Ａ）。特に乳がんは、働き盛りの世代に
多発するため、がん検診にも積極的に取り組み、職
員のがん死亡者の低下を図りましょう。健診結果は
必ず本人に返すとともに、産業医や衛生管理者など
の担当者や健康相談・精密検査に携わる職員以外に
もれないようプライバシー保護が必要です。

６）健康診断後の事後措置
　健康診断の結果から就業区分（業務制限）や作業
環境管理、作業管理に関する医師の意見聴取と保健
指導を行うことが事業主の責務とされています。
　事業主は健康診断で異常のある労働者について
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　①労働場所の変更
　②労働時間短縮
　③時間外労働制限
　④夜勤回数減少
　⑤昼間勤務への変更
　⑥出張の制限
などの就労制限や、職場環境・作業方法の改善等に
ついて医師の意見を聴く必要があります。また必要
に応じて安全衛生委員会に健康診断の結果にかかわ
る医師の意見を報告することが適当です。健康被害
の原因が職場にあると考えられる場合、個人ばく露
測定・作業環境測定の実施、施設または設備の設置
や整備、作業方法の改善等、衛生委員会に改善の審
議を依頼しなければなりません。事業者は健康診断
で保健指導が必要であると判断された職員に対し、
医師、保健師、衛生管理者である看護師による保健
指導を受けさせるよう努めなければなりません。
　上記を行うにあたって、事業者や職場管理者には
個別の結果ではなく、医療の必要性、就業上の制限
や配慮の必要性のみを知らせ、個別の結果をはじめ、
本人の了承なしにその原因となった健康情報を具体
的に知らせることは必要最小限に留めましょう。特
定保健指導では、メタボの原因を職員個人の責任に
帰すだけの指導ではなく、民医連らしい労働と生活
の視点をもった総合的な保健指導活動を展開するこ
とが重要です。

７）安全衛生に関する教育
　労働者を新たに雇った時や配置転換をした時に、
事業者は①機械や使用する化学物質などの危険性・
有害性や取り扱い方法、②安全装置や保護具、③作
業手順や作業開始時の点検に関すること、④当該業
務に関して発生するおそれのある疾病の原因及び予
防に関すること、⑤事故時等における応急措置や退
避に関することなど、当該業務に関する安全と衛生
のために必要な教育を行わなければなりません。新
卒か中途採用かにかかわらず、前職にかかわらず、
雇用した労働者全員への安全衛生教育が必須です。
　医療・介護職場では、①結核、肝炎、風疹、新型
コロナウイルスなどの感染症、②針刺し事故、③メ
ンタルヘルス④、ハラスメント、暴力・暴言対策、

⑤長時間労働に関する教育を行う必要もあります。
職員が訪問先で重大なハラスメントを受けた時に訪
問先から退避する権利（ＩＬＯ条約第155号第13条）
など、労働者の権利に関する教育も重要です。
　また、夜勤交替勤労働者に対しては「夜勤労働と
健康」に関して、ホルムアルデヒド（ホルマリン）
やエチレンオキサイドガス、抗がん剤等の化学物質
を取り扱う検査技師や中材部門、薬剤師に対しては、
取り扱う化学物質による健康障害防止のための教育
を、診療に放射線を用いる医師や放射線技師、臨床
工学技士には電離放射線障害と防護に関する教育を
行う必要があります。
　これらの教育は、１回受けたら終了ではなく、そ
の時々の課題に応じて、適宜行う必要があります。
近年では、狭い意味での安全衛生に限らず、「心理的
安全性」など、働きやすい職場づくりに関する教育
も重要になっています。
　また、管理者教育も重要です。職場の安全衛生管
理の責任者である管理者は、労働時間管理やメンタ
ルヘルス対策でのラインケアなど、安全衛生に関す
る基礎的知識を身につけることが必須です。初任者
教育や定期的な管理者教育プログラムに安全衛生に
関する教育をしっかりと位置付けましょう。とりわ
け現在多くの職場で課題となっているメンタルヘル
ス対策は、毎年１回全ての管理者が受講し、座学だ
けでなくリベレイティングストラクチャー＊などの
技術も取り入れて実践に活かせるようにしましょう。

＊職位や立場から解放されて「フラットな関係で話し合
うための仕掛け」。参考文献「ファシリテーターの道具
箱」森時彦編ダイヤモンド社

８）職場調査
　職場の健康課題を明らかにし、対策を取った結果
どのように改善につながったかを明らかにするため
には調査活動は重要です。メンタルヘルス調査、ス
トレスチェック、疲労度調査、腰痛・頸肩腕障害な
どの筋骨格系の調査など、職場改善に結びつけた調
査活動の定着を図っていきましょう。
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５ �人間工学の活用

　労働者が働きやすい職場、患者・利用者が過ごし
やすい環境を実現するための学問が人間工学です。
物理的・空間的な問題だけでなく、時間的な問題（忙
しくて○○できないなど）も含めた総合的な職場改
善に役立つ学問です。
　例えば、ベッドの高さを調整することで看護・介
護労働者の身体負担を軽くできることは、多くの職
場で経験済みです。針を抜くと針が筒の中に隠れる
翼状針、見通しの悪い曲がり角のミラー、スライデ
ィングシートやスライディングボードなどの道具も、
人間工学的アプローチによって生み出されました。
　人間工学は職員の健康増進に役立つとともに、欠
勤等の労働コストも引き下げ経営的効果もあること
は、多くの調査によって明らかです。現場の労働実
態に即した人間工学的アプローチを積極的に取り入
れる必要があります。

６ �小規模事業所での安全衛生活動

　小規模事業所は、コミュニケーションが職場全体
に影響しやすい特徴を持っています。患者からのハ
ラスメント、職場内職員同士のハラスメントの報告
もあります。
　小規模事業所では特に、話し合いにより、理解し
合い、ストレスをためないことが重要です。話し合
える場、情報交換・情報を得る場所の工夫、多様性
の配慮、合理的配慮に気を配ることが求められます。
　また、健診の２次精査や健康づくり活動、労働災
害予防は個人任せとなりがちです。健診の２次精査
や健康づくり活動、そして、作業姿勢の影響で発生
する腰痛や針刺し事故その他のリスクアセスメント
と、予防対策を定期的に実施評価することが望まれ
ます。
　事故や労災の発生を予防し、欠員者を出さず、健
康的に働けるための取り組みを、きっちりと行うこ
とを提案したいと思います。

　具体的には、以下があげられます。
・10人以上〜50人未満は衛生推進者を、10人未満は
衛生担当者を、明確に位置づける
・衛生推進者と担当者の研修（地域の産業保健セン
ターの衛生管理者研修会を活用）
・法人の衛生委員会からの情報を得て、活動を展開
・産業医との相談機能を活用
・年１回は、全職員の衛生教育を位置づける
・労災発生時の流れの手順書を確認（法人作成）
・休業者発生時の流れの確認（法人作成）
・定期的なリスクアセスメントで労働災害予防
・長時間労働対策＝法人作成の対策マニュアルに準
じての実施

　職員が安全に、働き甲斐をもってチームワークよ
く働ける職場は、一人ひとり自らがよりよい職場を
つくる一員であることを自覚できることが重要です。
そのような職場作りを推進する管理者のマネジメン
トが要となります。

１）介護事業所の安全衛生活動、ノー
リフト

　2021年４月の介護報酬改定において、感染症や災
害が発生した場合であっても、利用者に必要なサー
ビスが安定的・継続的に提供される体制を構築する
ことが求められました。これにより、日頃からの備
えと業務継続に向けた推進として「ＢＣＰ（事業継
続計画）の作成と訓練（シミュレーション）の実施」
が必要となります。
　また、介護保険施設における事故発生の防止と発
生時の適切な対応（リスクマネジメント）を推進す
る観点から、事故報告様式を作成・周知すること、
施設系サービスにおいて安全対策担当者を定めるこ
とが義務付けられました。一般的な建設現場等での
「安全」の対象者は労働者自身となりますが、医療・
介護・福祉現場の「安全」は、患者、利用者がその
対象者となり、転倒予防や、服薬間違いをどのよう
にして防止するのかを検討していることと思います。
しかしながら、介護・福祉の現場では、すべての介
護職員が有資格者ではなく、介護未経験の方や、60
歳を大きく超える高齢者、短時間勤務のパート職員
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や、業務限定（リネン交換等）の方など、多種多様
な働き方をしているのが現状です。
　そのような介護・福祉の現場においては、職員自
身の安全を検討し、長く働き続けられる体制、条件
整備が不可欠と言えます。例えば、腰痛予防のため
に、仕事の前の準備体操、重い物を持ち上げる場合
は無理せず２人の職員で声を掛け合って行う等、簡
単な取り決めやコミュニケーションを図ることが重
要となります。また、事業所単位で考えようとする
とかなり小さな事業所もあり、「人がいないこと」「管
理体制が不十分」といった理由で取り組まれないケ
ースが発生しますが、そういった場合は、拠点（建
物単位または地域単位等）ごとの対策を検討するこ
ととなります。場合によっては、法人単位となる場
合も想定され、事務職員等も取り組みの対象として
考えなければなりません。

（１）安全対策体制の整備
　全国老人保健施設協会、全国社会福祉法人経営者
協議会、全国老人福祉協議会、全国個室ユニット型
施設推進協議会等が行う「リスクマネジャー」資格
取得などの研修会を受けた担当者が配置され、施設
内に安全対策部門を設置し、組織的に安全対策を実
施する体制が整備されていることが義務化されまし
た。2021年４月の介護報酬改定から６ヵ月の経過措
置期間を設けることとしていましたが、未実施の場
合は「安全管理体制未実施減算」となり、加算算定
に支障をきたすこととなります。労働安全衛生委員
会の衛生管理者と介護事業所のリスクマネジャーが
連携し、具体的な取り組みを行うことが重要となり
ます。

（２）事業継続計画（ＢＣＰ）の必要性
　大地震などの自然災害、感染症のまん延、テロ等
の事件、大事故、サプライチェーン（供給網）の途
絶、突発的な経営環境の変化などの事態が発生して
も、重要な事業を中断させない、または中断しても
可能な限り短い期間で復旧させるための方針、体制、
手順等を示した計画のことを事業継続計画（ＢＣＰ）
と呼びます。ＢＣＰ作成の目的は、「職員の安全と利
用者の安全を守る」「事業中断を防ぐ」「事業中断に
よる影響を最小化する」「事業中断の早期回復を可能

とする」「介護サービスの供給責任を果たす」「職員
の雇用を守る」とされています。感染症や災害など
で職員がけがをしたり、交通網が寸断され職員が出
勤できない等の問題が発生した時、残された職員で
利用者の対応をしなければならない等、日頃のシミ
ュレーションや訓練が重要となります。法令で義務
付けられた火災訓練だけでなく、避難経路訓練、連
絡網訓練等、利用者と働く職員の命を守る観点から
実施していきましょう。

　厚生労働省は、2014年に「介護人材確保のための
『魅力ある職場づくり』にむけて」と題し、介護・
福祉現場の課題と具体的取り組み実践を提起しまし
た。この中で、①介護業界として雇用管理改善の成
果を見せていくことが、入職拡大・定着促進につな
がり、介護イメージも引き上げていきます。②正規
職員の離職率は、職員数100人未満の法人の方が、
100人以上より相対的に高くなっており、20～49人規
模の法人において、若干離職率が高い傾向がみられ
ると言っています。全国各地で、介護従事者不足が
言われる中、必ずしも有資格者や、若い人材を確保
することができない中で、いかにして職員を確保し、
育成する仕組みが出来ているかが問われる時代とな
りました。

①チームケア実践力向上に向けて
　介護職や医師、看護師、理学療法士など、多様な
人材がチームを組んでケアにあたることを「チーム
ケア」と呼んでいます。チームケアの質を高めるた
めには、介護職で組織されるチームの人材がそれぞ
れの専門性をより発揮できるような仕組みや業務分
担を作ること、また、介護職チームの状態を適切に
把握し、改善していくことが求められます。「介護は
チームワーク」と言われ、利用者の生活を支えるた
めには、24時間365日、複数の職員が途切れなくバト
ンを受け継ぎながら、ケアを提供していく必要があ
るからです。

②ハラスメント防止に向けて
　2022年４月から中小企業においても「ハラスメン
ト防止措置」が義務化されました。当然、介護事業
所においても同様となり、職場におけるパワーハラ
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スメント防止対策が事業主に義務付けられました。
併せて、男女雇用機会均等法及び育児・介護休業法
においても、セクシャルハラスメントや妊娠・出産・
育児休業等に関するハラスメントに係る規定が一部
改正され、職場でのハラスメント防止策の措置に加
えて、相談したこと等を理由とする不利益取扱の禁
止や国、事業主及び労働者の責務が明確化される等、
防止対策の強化が図られ施行されています。東京民
医連や神奈川民医連等でも「ハラスメント対応マニ
ュアル」を作成し、介護現場で活用されています。

（３）介護の専門職としての意識・態度
　近年、施設や在宅においては、暮らしのイメージ
を大切にするためにユニホームではなく、私服でケ
ア業務に当たるところも増えています。介護現場の
プロとして、自分の体を守るという意識で自己管理
を行うことが求められます。業務上での服の選び方
についても職員間で確認していくことも重要です。

〈職員自身が注意すべきこと〉
①�食生活に気をつけましょう。肥満は腰痛の原因に
なります。逆に、栄養が不足して体力が落ちると
身体的負担を被りやすくなります。
②�しっかりと睡眠・休養を取りましょう。
③�重心を落としたり、体重を移動させたりして身体
をうまく使うためには、柔軟性を高めること、筋
力をつけることも重要です。
④�仕事の開始時にはストレッチを行うなどして、身
体への急激な負担を減らすようにしましょう。

〈法人・事業所として注意すべきこと〉
①�法人又は事業所として、事故対応マニュアルを作
成する
②�職員の注意不足を防ぐために、十分な人員配置を
行う
③�事故発生時の対応の訓練、救命器具の設置
④�器具備品等の定期点検
⑤�危険予知訓練により、事故発生を予知し、事前に
対策をとる
⑥�事故発生後、発生要因を分析し、再発防止策を講
ずる

　以上のように、対策を徹底しても事故をゼロにす
ることは困難と言えますが、事故を防止するために、
100％の努力をすることが求められます。

（４）介護職場におけるコミュニケーション
　生活に対する考え方では、医療と介護では違いが
あることを理解しなければなりません。「『医療側は、
治療やリハビリを行って、できる限り身体機能を回
復させれば、ふつうの生活が取り戻せる』と考えま
すが、『介護側は、排泄などの生活行為を引き出し
て、ふつうの生活ができるようになれば、身体機能
が回復する』と考えます」（新しい介護　三好春樹監
修　講談社より）というような違いがあります。
　施設における介護力と在宅における介護力につい
ても適切にアセスメントする必要があります。介護
力のあるなしは、利用者（または入居者）に直接的
影響をもたらす要因であるからです。施設は、24時
間介護職員等が配置され、必要なケアを提供するこ
とができます。しかしながら、在宅サービスを受け
ている利用者（訪問サービス等）の場合は、定めら
れた時間でのケア提供であり、それ以外の時間は、
家族等の介護力に頼りながら生活しています。サー
ビスを提供している職員についても、施設での困難
課題については、他の職員とコミュニケーションを
図り、相談し、適切な対応を瞬時に提供することが
できます。また、訪問系サービスの場合は、基本的
には利用者と１対１の関係になるため、事業所とし
ての判断を瞬時に下すことができない場合も発生し
てしまいます。そこで必要なことは、常日頃の職場
でのコミュニケーションであり、カンファレンスの
重要性であると言えます。

①チームワークの目的設定
　介護におけるチームワークでは、チームのメンバ
ーが１つの目標に向かって協力して仕事を進めるこ
とにあります。良いチームワークのためには、チー
ムの全員が目指す目標をしっかり共有することが重
要です。介護現場では、「短期目標」と「長期目標」
を定め、いつまでに、誰が、何をするのか等を明確
にして取り組まなければなりません。
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②チームリーダーの役割
　チームリーダーは、チームの全員が気持ちよく仕
事ができるよう、課題を整理し、取り組むべき内容
を具体的に指導し、実践し、評価等を行うことが重
要です。いわゆるＰＤＣＡサイクルを取り入れなが
ら、利用者にとって最良のケアを実践することが求
められます。

③業務改善に向けて
　2020年、厚生労働省は、「より良い職場・サービス
のために今日からできる事（業務改善の手引き）」を
発行しています。この中で重要となることを以下の
ようにまとめています。
（１）職場環境の整備（２）業務の明確化と役割分
担（３）手順書の作成（４）記録・報告様式の工夫
（５）情報共有の工夫（６）ＯＪＴ仕組みづくり（７）
理念・行動指針の徹底

④高齢者虐待防止の取り組み
　2024年４月から、介護職員として介護現場で働く
場合に、介護職員としての何らかの基礎資格（介護
福祉士、初任者研修、ヘルパー２級等）を有してい
ない場合は、「認知症基礎研修」の修了が義務付けら
れることとなりました。また、以前からすべての介
護事業所において、「認知症」「高齢者虐待防止」「身
体拘束」の学習を、１年間に一度以上毎年実施する
こととしています。
　このことは、今後65歳以上の５人に１人が何らか
の認知症症状を有すると言われる中で、認知症高齢
者に対応するとき、認知症を正しく学び、質の高い
ケアを行うことで、認知症のいわゆるＢＰＳＤの改
善を図ることが目的となります。

２）ノーリフトケアの実践
　ノーリフトの意味は、「ノーリフティング＝持ち上
げないこと」です。リフトを”使う””使わない”を問
題とするのではなく、この「持ち上げない腰痛予防
対策」の根底にある理念（腰痛を職業病としてあき
らめるのではなく、ケアのプロとして医療や介護の
リスクをコントロールし、労働安全衛生マネジメン
トを定着させること、そして、プロとして、ケアの

質を再検討する「あきらめない、考えるプロとして
の働き方」を伝える事が重要なのです。
　安全で安心して働ける職場をつくるためにノーリ
フトケアを普及し、腰痛予防対策の体制づくりをす
ることを目的に以下の内容を提起します。

（１）ノーリフトケアの必要性と目的の理解
　ノーリフトケアは、重症者に限定されたものでは
ありません。この取り組みは、持ち上げ・抱え上げ・
引きずり等のケアを廃止することです。職員の誰も
が安心して安全に働ける職場づくりとともに、対象
者も安全で安心してケアを受けられる職場をつくる
ことが目的です。

（２）専門職としての意識・態度
　ノーリフトケアの実践は組織で取り組まなければ
なりません。そのためにも職員一人ひとりの「働き
方を変える」という意識が大切です。一人ひとりが
自己管理できるようにしましょう。

（３）身体の使い方
　身体の使い方で腰痛リスクを減らすことはできて
も、そのことだけで腰痛を予防することはできませ
ん。不良姿勢とはどういう姿勢かを理解し、日頃か
らできるだけ不良姿勢をとらないことが重要です。

（４）リスクマネジメント
　職場にある様々な危険（リスク）の芽を洗い出し、
それにより起こる腰痛やけが、事故のリスクの大き
さを見積（アセスメント）、影響の大きさや緊急性の
高いものから優先的に対策を実施し、職場の安全性
を高めていく手法が、リスクマネジメントです。ア
セスメントに基づくリスク低減策を実施することが
大切です。

（５）福祉用具ケア
　ノーリフトには様々な方法があることを理解し、
適切な対応を行うことが求められます。スライディ
ングシートでの横移動、スライディングシートでの
上下移動、スライディングシートでの寝返り、スラ
イディングシートの敷き込み、スライディングシー
トの抜き取り、スライディンググローブでの横移動、
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スライディングボードを使った移乗、リフト移乗（車
椅子からのつり上げ、ベッドからのつり上げ、車椅
子への着座、ベッドへ降りる、スタンディングリフ
ト等）を学習し、ケアに取り入れていきましょう。

　安全で安心できる技術を身につけたあなたが、健
康で長く働き続けることは、対象者の安全で安心で
きる生活にもつながります。最後に、介護・福祉現
場では職員確保が最大の課題となっています。介護・
福祉現場で働く意欲のある方たちに、長く働いてい
ただけるための職員教育・育成と働く環境整備につ
いて、多くの職員と意見を交換し検討し、対策を講
ずることが課題であると言えます。

７ �労働組合運動と命を守る運動との協力・共同

　労働組合は、衛生委員会の委員の半数を選出する、
職員の健康管理を進める上で重要なパートナーです。
労働組合としても働く人びとの健康と権利を守る立
場から、この分野の取り組みを重視しています。こ
の課題は、民医連の事業所と労働組合とは基本的に
一致して取り組むことが出来ます。平和や社会保障
の充実を求める運動とともに、労働者の健康と安全
の分野でも協力・共同を多いに前進させましょう。

８ �民医連の共済活動について
　共済活動との連携は重要です。各法人共済や県連
共済は、役職員の休業補償や医療費助成などの共済
事業を行っています。禁煙やラン・ウォークなどの
健康増進運動や家族を巻き込んだ健康づくりキャン
ペーンに取り組んでいるところもあります。また、
職員のメンタルヘルスによる休職が増えていますの
で、全日本民医連厚生事業協同組合では法人のメン
タルヘルス対策支援として法人担当者の問題解決の
ための相談窓口を設けています。文化・スポーツ活
動も、バレーボールやピースリレー、モルックなど
の全国大会や、各県連共済やブロックごとの各種ス
ポーツ大会、レクリエーション、旅行、観劇やスポ

ーツ観戦なども行っています。こうした各地での共
済活動は、余暇を積極的に楽しみ、リフレッシュす
ることで、ストレス対策としても、また職員同士の
連帯と共同による生き生きした職場環境づくりに役
立っています。今後も共済活動の果たす役割は大き
く、職員、職場、各法人共済や県連共済、全国との
連帯した取り組みが必要です。

９　管理職の健康管理
　民医連はすべての働く人びとの健康を目指す組織
ですから、事業者や管理職とされている仲間の健康
も重要です。特に、コロナ禍で管理職が普段以上の
長時間労働を（自発的に）している事態が想定され
ます。管理職といえども同じ人間ですから、働き過
ぎによって心身の健康が害される可能性はあります。
管理職が健康で働きつづけられないような職場では、
事業運営だけではなく部下の健康を守るラインケア
に支障をきたしますし、これから管理職を目指そう
とする職員は現れないでしょう。様々な意味で、管
理職の健康は非常に重要です。
　今の日本では、管理職の健康管理は、本人任せに
させられています。しかしそれでは、管理職の責務
が増すだけです。民医連では、他の職員と同じく、
安全衛生の担当者がある程度の管理を行いましょう。
まずは、管理職が過労・過重労働にならないよう、
管理職も労働時間を適切に把握し、一定時間を超え
そうなら本人に指摘したり産業医面談を受けさせた
りして、労働時間管理をしてください。管理職でな
ければできない業務を厳選するなど、労務管理と一
体で考える必要もあります。また、管理職のメンタ
ルヘルスも本人任せにしてはいけません。管理職か
ら見て部下にあたる事務系の安全衛生担当者は、パ
ワーバランスからすると、管理職のメンタルヘルス
管理は困難なことがあるので、産業医や産業保健師・
看護師が力を発揮するところでしょう。
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１◇安全衛生体制
①〜④は必須です
①衛生管理者の選任、専任化、安全管理者の選任
②衛生推進者の選任
③産業医の選任
④安全衛生委員会の設置と毎月開催
⑤産業保健師、産業看護師、衛生工学衛生管理者
⑥理学療法士、作業療法士、心理職を安全衛生委
員にする

⑦派遣、委託業者の健康管理
⑧労働安全衛生マネジメントシステム、ＰＤＣＡ
サイクル

２◇作業管理
①労働時間管理・長時間労働者の把握
②１連続作業時間の管理
③交替勤務
④作業手順
⑤作業姿勢
⑥重量物
⑦補助具の活用、スライディングシート、リフト
⑧人間工学の活用
⑨保護具、腰痛ベルト等
⑩休養施設、休憩施設
⑪職場巡視を活用して作業改善を実施しよう

３◇作業環境管理
①快適職場づくり
　働く環境が、空気の汚れ、暑さ・寒さや不十分
な照度等により不適切な状態にあると、労働者の
疲労やストレスを高めます。空気環境について浮
遊粉塵や臭気等の労働者が不快に感じる因子が適
切に管理されたものとするとともに、温湿度、照
度等が作業に従事する労働者に適した状態に維持
管理されるようにしましょう。
空気環境……�空気の汚れ、臭気、浮遊粉塵、タバ

コの煙、二酸化炭素濃度
温熱条件……�温度、湿度、気流、輻射熱、冷暖房

条件（外気温との差、仕事にあった

温度、室内の温度差、気流の状態）
視環境…………�明るさ、明暗差、採光方法、照明方

法（直接照明、間接照明、全体照明、
局所照明）、グレア（まぶしさ）、ち
らつき、色彩

音環境…………�騒音、音色の不快な音
作業空間等……�部屋・通路の広さ、動き回る空間（通

路等）、動線、レイアウト、整理・整
頓、床の滑りやすさ

②医療機関における有害化学物質
エチレンオキサイドガス、グルタルアルデヒド、
麻酔ガス、ホルムアルデヒド、キシレン、抗がん
剤、ラテックス、次亜塩素酸ナトリウム、イソプ
ロピルアルコール
③電離放射線
④病原体
結核菌、Ｂ型肝炎ウイルス、Ｃ型肝炎ウイルス、
HlVウイルス、SARS、SARS-CoV2、インフルエ
ンザ、麻疹、風疹、水痘、流行性耳下腺炎、疥癬、
その他
⑤作業環境測定と評価及び対策
⑥事務所環境基準規則の順守

４◇健康管理
①雇い入れ時健康診断
②定期健康診断
③深夜業に従事する労働者の特定業務従事者健診
④特殊健康診断
⑤健康診断後の事後措置
⑥高齢労働者の体力に関する検査と事後措置
⑦予防接種
⑧健診データの生かし方
⑨健康アンケート調査と職場での生かし方
⑩職場復帰、業務制限

５◇安全衛生教育
①雇い入れ時教育
②配置前教育など

■労働安全衛生５管理は次のような事項から成り立っています。

民
医
連
職
員
の
健
康
管
理
を 

進
め
る
う
え
で
の
課
題
と
視
点

１
章



23

１　総論

１）医療介護福祉分野の労働者のメン
タルヘルス状況

　一般の働く人たちと同様に、医療介護福祉労働者
のメンタルヘルスの状況もますます厳しさを増して
います。医療介護福祉現場は元々ストレスが高い職
場です。それはミスが許されない緊張が続く職務内
容だけでなく、対人関係を通じてサービスを行う「感
情労働」の側面もあるからです。近年は高齢で複雑
な問題を抱えている患者が増加し、解決できない問
題までも医療介護福祉の専門家に求める傾向が強く
なっています。また現場は効率化が求められる中で
最小限の人員で業務を回さないといけないという量
的な負担が増加しています。このような状況の中、
今回のようなパンデミックになると容易に破綻して
しまい、そのしわ寄せが働いている職員にくる状況
となりました。各種の意識調査の結果や医師の過労
自殺の増加、医療福祉系労働者の精神疾患の労災申
請の増加に示されていますが、民医連の職場でもメ
ンタルヘルス不調が深刻です。
　民医連では、医療福祉の事業体であるとともに平
和を守り社会保障制度を改善していく運動体であり、
人を宝とする理念をもっています。理念は心のエネ
ルギーを高める力を持つと共に、自身の気持ちや考

えと乖離する時、逆に大きなストレスとなって心の
エネルギーを削ぐもとともなりえます。そのため民
医連においては、ストレス対策でも独自の視点が必
要です。
　メンタルヘルス対応は、職員を大切にする職場や
組織風土作りにおける眼目の一つであると捉え取り
組んでいきましょう。そのための方策として、近年、
「心理的安全性」の高い職場作りが注目されていま
す。「心理的安全性」とは、「率直に発言したり懸念
や疑問やアイデアを話したりすることによる対人関
係のリスクを人々が安心して取れる環境のこと」（エ
イミーＣ．エドモンドソン）です。「心理的安全性」
の高い職場では、職員のコミュニケーションが活発
になり、職員の燃え尽きや離職の減少のみならず、
業務が効率化したり、新しい工夫が生まれたり、医
療事故のリスクも減少するという効果がみられます。

２）職業性のストレスの考え方
　ストレスとは何か。ストレスとは、心や体に負担
を起こす刺激（正確にはストレッサー）やその結果
おきた反応（ストレス反応）のことを言います。よ
く言われるように、生きる上でストレスを避けるこ
とは出来ません。そしてストレスには、人を成長さ
せる良い面と病気にさせる悪い面があります（スト
レスの二面性）。

メンタルヘルス対策２

１、職場におけるストレス要因
１）�事故や災害の体験（事故により怪我や病気など）
２）�仕事上の失敗・過重な責任の発生
３）�仕事の質・量の変化（長時間労働、ＩＴ化など）
４）�役割・地位の変化（昇進、降格、配置転換など）
５）�対人関係の問題（上司や部下との対立、セクハラ

など）

２、職場以外でのストレス要因
１）�自分の出来事（夫婦不和、離婚、恋愛問題、病気など）
２）�自分以外の家族、親族の出来事（病気、非行など）
３）�金銭問題（多額の借金・損失、ローン、収入減など）
４）�事件・事故・災害の体験（天災、事故、法律違反など）
５）�個人的な人間関係の問題など

表１　ストレス要因となる生活上の出来事
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表２

心理的・情動的側面 生理的・身体的側面 行動的側面

急性反応 不安、緊張、怒り、興奮、混乱、
落胆

動悸、発汗、顔面紅潮、胃痛、
下痢、震顫、緊張感

回避、逃走、エラー、事故、
口論、喧嘩

慢性反応 不安、短気、抑うつ、無気力、
不満、退職願望

疲労、不眠、循環器系症状、
消化器系症状、神経筋肉系
（頭痛、こり、痛み）

遅刻、欠勤、作業能率低下、
大酒、喫煙、やけ食い、ギャ
ンブル

３）健康職場づくりの基本的視点
　「健康職場づくり」では、Ａ．ストレス対策、Ｂ．
活き活き職場づくりの二つの面が大切です。ストレ
ス対策は、健康状態を悪化させる要因としてのスト
レス（悪いストレス）をいかに減らすか、そのリス
クを最小限にするかということです。ストレスチェ
ック制度の施行（2015年）、働き方改革関連法の改正
（2019年）など、職場のメンタルヘルス対策に関連
する様々な施策が施行され、法制化が進んでいます。
職場のメンタルヘルス対策は、法令順守の観点から
も重要な課題と言えます。活き活き職場づくりは、
やりがいを高め、職場でのより良い人間関係や環境
整備を土台にストレスを成長に活かせるように（良
いストレス）していける職場づくりの観点です。
　近年、「健康経営」という考え方も広く知られるよ
うになりました。職員への健康投資は、職員の活力
向上や生産性向上など組織の活性化につながるとい
う観点から、職員の健康管理を経営的な視点で考え、
戦略的に実践する視点が注目されています。現代で
は、「治療・予防モデル」に加え「成長モデル」が
「健康職場づくり」に欠かせないと言えます。労働
衛生の観点に加え、職員教育、人事労務管理部門、
労組や共済などとの連携協力が必要です。全日本民
医連の「職員育成指針」も参考にしましょう。

基本的な取り組みと留意点
　①�組織のトップによるメンタルヘルス対策推進の
宣言

　②�担当者や対策部署の設置
　③�心の健康づくり計画の策定
　④�個人及び職場のストレス評価の実施と分析
　⑤�個人ヘのアプローチと職場環境へのアプローチ

の両面での対策（４つのケア）
　⑥�環境改善のための取り組み
　⑦�再評価と新たな対策へ（ＰＤＣＡサイクル）

　まず組織のトップがメンタルヘルス対策の必要性
を認識し、その対策を進めていくことを方針として
掲げる必要があります。なかなか担当者がいない、
という声も聞かれますが、改正労働安全衛生法では、
事業場の規模に応じて、産業医や衛生管理者の選任、
衛生委員会の設置が義務づけられており、「労働者の
心の健康の保持増進のための指針」（2015年11月改
正）では、事業者は産業医等の助言、指導を得なが
ら実務を担当する「事業場内メンタルヘルス推進者」
を選任することとされています。担当者の選任とと
もに、衛生委員会や産業医を中心とした産業保健体
制を整備します（P25図１、事業場内産業保健スタ
ッフ等の役割）。
　メンタルヘルス対策では、組織的に枠組みに沿っ
て対応することが大切です。複数の部署や担当者の
連携が必要となるケースも少なくありません。組織
図や各担当者の役割を整理し、規定や指針、マニュ
アル等に明文化（見える化）しておくことで、対応
が必要な事案が発生した際に、連携がスムーズにな
ります。そして可能なかぎり複数年にわたる心の健
康づくり計画を作成します。これは、例えば、１年
目は調査評価、管理者・職責者教育、職場巡視開始、
２年目は相談室設置、一般職員に個人アプローチ、
復帰支援システム開始、３年目は職場環境改善など
年度毎の重点を定めるものです。メンタルヘルス対
策は、一朝一夕に成果が上がらないことが多く、中
長期的な視点に立って、継続的、かつ、計画的に行
われるようにすることが重要です。
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　四つのケアとは、①セルフケア、②ラインによる
ケア、③事業場内産業保健スタッフ等によるケア、
④事業場外資源によるケアをいいます（図２　心の
健康づくり計画の策定）。管理者、人事担当者、職場

責任者、産業保健スタッフのそれぞれの役割の明確
化をはかるとともに、研修計画、連携の仕方などを
検討します。職員全体に対しては、職場に多いとさ
れるうつ病・躁うつ病、アルコール・薬物依存症、

産業医等
労働者の健康管理を担う専門的立場から対策の実施状況の把握、助言・指導などを
行う。また、ストレスチェック制度及び長時間労働者に対する面接指導の実施やメ
ンタルヘルスに関する個人の健康情報の保護についても、中心的役割を果たす。

衛生管理者等 教育研修の企画・実施、相談体制づくりなどを行う。

保健師等 労働者及び管理監督者からの相談対応などを行う。

心の健康づくり専門スタッフ 教育研修の企画・実施、相談対応などを行う。

人事労務管理スタッフ 労働時間等の労働条件の改善、労働者の適正な配置に配慮する。

事業場内メンタルヘルス
推進担当者

産業医等の助言、指導等を得ながら事業場のメンタルヘルスケアの推進の実務を担
当する事業場内メンタルヘルス推進担当者は、衛生管理者等や常勤の保健師等から
選任することが望ましい。ただし、労働者のメンタルヘルスに関する個人情報を取
り扱うことから、労働者について人事権を有する者を選任することは適当ではない。
なお、ストレスチェック制度においては、ストレスチェックを受ける労働者につい
て人事権を有する者はストレスチェック実施の事務に従事してはならない。

図１　事業場内産業保健スタッフ等の役割

心の健康づくり計画の策定

４つのケア
セルフケア

　事業者は労働者に対して、次に示すセルフケアが行えるように教育研修、情報提供を行う等の支援をすることが
重要です。
　また、管理監督者にとってもセルフケアは重要であり、事業者はセルフケアの対象として管理監督者も含めまし
ょう。

• ストレスやメンタルヘルスに対する正しい理解
•ストレスチェックなどを活用したストレスへの気付き
•ストレスへの対処

ラインによるケア
•職場環境等の把握と改善
•労働者からの相談対応
•職場復帰における支援、など

事業場外資源によるケア
•情報提供や助言を受けるなど、サービスの活用
•ネットワークの形成
•職場復帰における支援、など

事業場内産業保健スタッフ等によるケア
　事業場内産業保健スタッフ等は、セルフケア及びラインによるケアが効果的に実施されるよう、労働者及び管理
監督者に対する支援を行うとともに、次に示す心の健康づくり計画に実施に当たり、中心的な役割を担うことにな
ります。

• 具体的なメンタルヘルスケアの実施に関する企画立案
•個人の健康情報の取り扱い
•事業場外資源とのネットワークの形成やその窓口
•職場復帰における支援、など

図２

出典：「職場における心の健康づくり〜労働者の心の健康の保持増進のための指針〜」厚生労働省
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適応障害などの基礎的な疾患学習を含むセルフケア
研修、ラインケアを担当する人たちには、メンタル
ヘルス不調の早期発見・早期介入のための研修が大
切です。管理者では法令とリスクマネジメントの学
習も必要です。

　個人アプローチとして、ストレス対策の観点から
は、まずストレスの気付きを促すことが大切です。
2015年にストレスチェック制度が施行され、事業場
ごとに年１回の実施が義務づけられました。ストレ
スが高い状態にある職員については、医師による面
接指導など個別のフォローが必要です。安心して相
談しやすい環境を整備するなど、ストレスが高い状
態にある職員が必要なケアやサポートにつながれる
よう丁寧な働きかけが大切です。その上でストレス
耐性の強化とストレス反応の低減のために、認知行
動療法、リラクゼーション、自律訓練法などの研修
が有効でしょう。活き活き職場づくりの観点からは、
「やればできる」という自己効力感を高めるために、
育成・人事部門と協力し、コミュニケーションスキ
ル向上や成功体験ができるように任務の細分化など
を工夫しましょう。さらに生活習慣の改善やワーク・
ライフバランスの推進などを計画しましょう。

　メンタルヘルス相談室の設置は、セルフケアと職
場責任者や管理者のラインのケアの双方にとって有
益です（後述）。相談室内だけで職場の問題を解決で
きることは多くありませんが、解決の糸口が示唆さ
れることもあり、また個人のメンタルヘルスの問題
は、ＮＩＯＳＨのストレスモデルの仕事外のストレ
ス要因や緩衝要因に含まれる私生活上の悩みも係わ
っていることが少なくないので、産業保健スタッフ
や相談室担当者が職員と信頼関係を作り、なんでも
相談できることが大切です。

　職場環境へのアプローチとは、ストレス対策から
は、職場のストレッサーを、未然にあるいは早期に
発見し軽減することが目的です。ストレッサーはス
トレス反応を引き起こす要因であることから、これ
らを特定しアプローチすることは、職場のメンタル
ヘルス対策において、重要かつ不可欠な視点と言え
ます。働く人のメンタルヘルスの向上のために、国

際労働機関ＩＬＯは、個人アプローチよりも職場環
境改善の方が効果的であったと報告しています。産
業ストレス研究において、仕事の量的負担や質的負
担を減らし、裁量の自由度を上げることが効果的で
あることが実証されています。ストレスチェック制
度の集団分析（ストレス判定図）などを参考に、職
場ごとに、負担を感じている仕事の内容や、負担が
生じている背景を整理し、工夫点や改善点について、
どういう取り組みが良いのかを考えます。仕事の負
担を軽減することは容易ではないこともありますが、
負担となっている仕事の要素を具体的に整理するこ
とで、工夫や改善策のヒントが見つかることがあり
ます。
　また、気づきの向上、偏見の除去を目的としたス
トレスやメンタルヘルス不調、職場復帰支援等をテ
ーマとした集団的な学習を通して職場全体で正しい
知識を共有し、理解を深める取り組みも大切です。
また活き活き職場づくりの観点からは、職場で肯定
的で褒め合える体験を増やし、上司によるポジティ
ブなフィードバックがなされ、支持的なかかわりが
増えるような集団作りや管理の在り方を検討しまし
ょう。“ストレス対策”“活き活き職場づくり”いずれ
においても、職員一人ひとりが環境改善に主体的に
取り組める参加型の研修がより効果的とされていま
す。

　医療福祉系労働者は、専門職であり、そのキャリ
アの向上が心のエネルギーにもつながります。また
民医連においては、地域住民の保健や福祉に貢献し、
社会保障改善の取り組みをすることも心のエネルギ
ーにつながります。「健康職場の５つの視点」にも示
されているように、こうした技量向上や使命感達成
も視野にいれた個人と職場環境へのアプローチの両
方が大切と言えます。
　これらの事業場のメンタルヘルス対策を有効に進
めるためには、一定度規模以上の事業所や法人にお
いては、産業保健スタッフ特に保健師の半専任・専
任化の検討も必要です。また信頼できる精神科医療
機関をはじめ事業場外の相談できる機関と連携でき
るようにネットワークを作ることも大切です。
　こういった取り組みの後に、メンタルヘルス状況
を再調査し、その結果をもとにあらたな計画を作成
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してＰＤＣＡサイクルを回し続けましょう（図３　メ
ンタルヘルスケアの計画および進め方）。
　職場のメンタルヘルス対策は、組織的かつ継続的
な取り組みを通して、経験やノウハウを蓄積しなが
ら、体系化された仕組み（枠組み）を構築していく
ことが重要です。ＰＤＣＡサイクルを中心に据えた
計画づくりは、こうした取り組みにつながりやすく
なります。事業場が組織的かつ体系的に職場の安全
衛生活動を運用管理するための仕組みとして「労働
安全衛生マネジメントシステム（ＯＳＨＭＳ）に関
する指針（2019年改正）」というガイドラインが示さ
れています。心の健康づくりも含めて、こうしたメ
ンタルヘルス対策をどう進めていけばよいか分から
ない場合は、ガイドラインを参考にしたり、事業場
外資源を積極的に活用しましょう。
　メンタルヘルス対策の相談機関：全日本民医連職
員健康管理委員会のほか、地域産業保健センター、
都道府県産業保健総合支援センター、中央労働災害
防止協会、労災病院勤労者メンタルヘルスセンター、
産業医学振興財団、民間ＥＡＰ＊機関など。

＊ＥＡＰ：従業員支援プログラムの略。調査、教育、相
談など契約内容に応じて主にメンタルヘルス分野につい
て、企業の従業員の健康管理を支援する。

４）メンタルヘルス対策における個人
情報の取扱いと保護

　健康情報がプライバシー保護の上で、もっとも重
要な情報の一つであることは言うまでもありません。
　プライバシー保護にあたって、「労働者の心身の状
態に関する情報の適正な取扱いのために事業者が講

ずべき措置に関する指針」では、事業者は、健康情
報等＊１の適正な取扱いのために、労使の協議によっ
て、各種情報を取り扱う目的、方法、権限等につい
て取扱規程に定め、労働者に周知する必要があると
しています。これに対し、厚生労働省は、「事業場に
おける労働者の健康情報等の取扱規程を策定するた
めの手引き（以下、手引き）」を示しています。取扱
規程に定めるべき事項としては以下の通りです。

⑴健康情報等を取り扱う目的及び取扱方法
⑵健康情報等を取り扱う者及びその権限並びに
取り扱う健康情報等の範囲
⑶健康情報等を取り扱う目的等の通知方法及び
本人の同意取得
⑷健康情報等の適正管理の方法
⑸健康情報等の開示、訂正等の方法
⑹健康情報等の第三者提供の方法
⑺事業承継、組織変更に伴う健康情報等の引継
ぎに関する事項
⑻健康情報等の取扱いに関する苦情処理
⑼取扱規程の労働者への周知の方法

　手引きでは、健康情報等を取り扱う者等に対する
教育・啓発、取扱規程の運用状況の把握・見直し等
といった取り組みを通じて、取扱規程が適切に運用
されるよう努めることにも言及しています。
　プライバシー保護は、法律的な問題としても重要
ですが、人の心に対応する上で必要な気遣いである、
と認識して取り組む必要があります。特にメンタル
ヘルスに関することは偏見の問題も絡み、さらに配
慮を要します。例えば、メンタルヘルス不調者の状

実　施

見直し

評　価

組織づくりと計画
心の健康づくりの方針

組織づくりと中長期目標の設定

心の健康づくり計画の作成

図３　メンタルヘルスケアの計画および進め方

出典「職場における心の健康づくり〜労働者の心の健康の保持増進のための指針〜」厚生労働省
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態を第三者へ伝える際には、どう受け止められるか
について考慮の上、診断病名を原則として使わず、
「精神的不調」「疲れやすい」といった特徴を伝える
だけでも充分です。職場のどの範囲の人にどのよう
な内容を伝えるかについて、伝える目的やメンタル
ヘルス不調者本人の希望を確認しながら、慎重かつ
丁寧な対応が望まれます。また、メンタルヘルスに
関する相談においても、規程に沿った対応ができる
ことで、相談する側の安心感や聴く側の対応の質の
向上にもつながると考えられます。
　これらのことから、事業者や関係者が健康情報等
を適切かつ円滑に取り扱うことは、健康確保の取組
の推進に留まらず、安心して相談できる職場作りに
つながります。ひいては、それがメンタルヘルス対
策の一助となります。取扱規程を定めるだけではな
く運用できるよう組織的かつ計画的に取り組んでい
きましょう。

＊１　個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57
号）第２条第３項によると、本人の人種、信条、社会的
身分、病歴、犯罪の経歴、犯罪により害を被った事実そ
の他本人に対する不当な差別、偏見その他の不利益が生
じないように、その取扱いに特に配慮を要する個人情報
を要配慮個人情報として規程。指針内では、要配慮個人
情報に該当するものを健康情報と定義。

（参考）
労働者の心身の状態に関する情報の適正な取扱いのため
に事業者が講ずべき措置に関する指針（2018年９月）
　https://www.mhlw.go.jp/content/11303000/00034366�
7.pdf
事業場における労働者の健康情報等の取扱規程を策定す
るための手引き（2019年３月）厚生労働省
　https://www.mhlw.go.jp/content/000497426.pdf

５）民医連にとってのメンタルヘルス
対策

　民医連は、綱領において「学問の自由を尊重し、
学術・文化の発展に努め、地域と共に歩む人間性豊
かな専門職を育成します」と目標を掲げています。
そして『全日本民医連職員育成指針2021年版』では
綱領・理念の基盤となる高い倫理観をもち、その実
現の運動に主体的に取り組む変革の意識をもち、人
権尊重の多職種協働を実践できることを獲得すべき

３点の主な柱としています。民医連はこうした育成
を可能とする組織文化づくりに長年にわたって取り
組み、発展してきました。しかし集団が大きくなり、
個人も職種も多様化し民医連の理念を入職してから
理解する人たちが多くなっています。集団になじみ
にくい個性、少し距離をとる方を良しとする個人も
いるでしょう。あるいはそうした理想を抱きつつ、
実態は理想と乖離していくのではないかと憂えるこ
ともあるでしょう。価値観も様々ですが、それでも
個人の目的に応じて生き生きして働きたいというこ
とは共通しています。そうした多様性を包含できる
懐の深い集団、組織の使命達成のために団結できる
集団を目指しています。第３回職員の健康を守る交
流集会では「民医連職員のメンタルヘルス問題に取
り組む時の原則的視点」が提起されました。

　メンタルヘルス対策では、予防的観点をもった総
合的な健康職場づくりを基本におきながら、
（１）組織の特徴や雰囲気の形成上トップの考えや態

度が重要。管理者教育がメンタルヘルス対策に
とっても大切です。管理者自身も健康管理に努
めつつ、一般の職員にとって安全安心に働ける
とはどういうことか、ということを学べる研修
が大切です。こうした提起をふまえて、健康職
場づくりをねばり強く進めていきましょう。

（２）職員の多様性を認め、一人ひとりに共感できる
相互尊重の職場を目指すこと。そのためには個
人の心を簡単に「分かった」としてしまわない
丁寧かつ継続的な関わりが大切です。

（３）組織として出来ること出来ないことを明確にす
ること。メンタルヘルス対策で組織の「抱え込
み」は一般に注意を要する所ですが、それぞれ
の法人で「人を宝」とする民医連としてどう援
助できるかを考えること、豊富な人的資源を活
用し、相談機能を高め援助することが大切です。

（４）メンタルヘルス対策でも開かれた民医連を。自
分たちの仕事が利用者や地域に期待されている
と感じられる人は健康です。学習でも、社保活
動でも、保健医療福祉活動でも、共同の輪を広
げる活動でも、閉鎖的にならず取り組むことが
集団の健康を高めることになります。

（５）何事にも矛盾や葛藤があるのが当たり前。矛盾
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や葛藤を“問題”とは考えず、その解決のプロセ
スを大切にすることがメンタルヘルス対策には
大切です。前向きにそれらに直面できることが
個人にとっても集団にとっても健康であると言
えます。

（６）メンタルヘルス不調の発生は、完全には避けら
れないこと。理想的で完壁な職場があったとし
ても職場外のストレスも人生のストレスもなく
なりません。まただれでもなりうる問題であり、
恥ずかしいことでもありません。メンタルヘル
ス不調を警戒することは、職場運営のあら捜し
ではありません。プラスの機会として発生予防
的に対応することが基本です。

　この間の震災支援の教訓やコロナ禍の取り組みを
通じて、全日本民医連は「職員のいのちと健康を守
ることが第一義的課題」としています。メンタルヘ
ルス問題に取り組む時の原則的視点や、さまざまな
学びあい・支えあいの土台のもとに、職員のいのち
と健康を守るべく、健康職場づくりを眼目とする民
医連らしいメンタルヘルス対策を進めましょう。

２ �実際の進め方

１）学習・研修
　学習・研修の実施に当たっては、継続的、体系的
に学べるしくみを作ることが大切です。心の健康づ
くり計画に、中長期的な目標を定めた上で、体系的
に学べる計画を立てましょう。これらの取り組みは、
職員一人ひとりがストレスに気づき、ケアにつなが
る行動をとりやすくなることや、ストレスと上手に
つきあいマネジメントするスキルが向上することに
加え、管理者・職責者によるサポートが提供されや
すくなること、産業保健体制による組織のサポート
力の向上、偏見をなくし互いに支え合う職場づくり
につながることなどの効果が期待できます。

　内容や業務ラインの階層別に計画づくりを行うこ
とも効果的です。近年は、対面形式だけでなく、オ
ンライン形式、動画教材など様々な形式で学ぶこと
ができるようになりました（全日本民医連も、メン
タルヘルスを含む健康職場づくりに役立つテーマで
動画教材を提供しています）。産業ストレス研究で
は、一回きりの学習・研修では効果が持続しないこ
とがわかっており、継続的に学ぶことの重要性が指
摘されています。目的に応じて適した形式を選択し
ながら、継続的、体系的に学べる計画づくりをしま
しょう。事例検討やグループディスカッションを取
り入れた学習も効果的です。より現場に即した対応
を検討できたり、参加者間で経験を共有することで、
ピアサポート（同じような悩みや課題をもつ人が互
いに支え合うサポート）としての機能を果たすこと
もあります。
　セルフケアは、全ての職員が学び、知識やスキル
を身につけることが望まれます。ストレスへの気づ
きを促し、適切な対応を学ぶことで、ストレス耐性
の向上や早期ケアにつながりやすくなります。また、
管理者・職責者においてもセルフケアが重要です。
管理者・職責者には、ラインケア研修が推奨される
ことが多いですが、自身のセルフケアにも目を向け
ましょう。共倒れを防ぎ、安心安全なケアを提供す
るうえでも大切な視点となるため、セルフケアの知

　うつ病は、よく真面目・几帳面・責任感の強い
人がなりやすいといわれます。しかしうつ病の診
断の仕方が20年前ぐらいより変わってきたことも
あり、現代では様々なタイプがあります。単に「う
つ病」の診断だから、同じように理解や対応をす
ればよいとは言えません。性格なのか病気なのか
分からないとか「単なる怠け」と見られ易いタイ
プもあります。また、現代は躁うつ病も増えてい
ると言われています。発達障害に関係したうつ状
態もあります。これらの場合もそれぞれ対応が少
し違います。休ませる方がいいのか、励ます方が
いいのか、褒める方がいいのか、細かく指導を工
夫するほうがいいのかなどです。そして対応は理
解をもとに、理解は共感をもとに、ということは
どんな場合でも一緒です。

うつ病とはうつ病とは

メ
ン
タ
ル
ヘ
ル
ス
対
策

２
章



30

識やスキルを学んだ（もしくは復習する機会を設け
た）うえで、ラインケアを学べるよう計画づくりを
行うことも工夫の一つです。
　ハラスメントについては、法令遵守の観点からも
重要なテーマと考えられます。近年、法改正が頻繁
に行われている分野でもあるため、常にアンテナを
はり、知識のアップデートが求められます。組織の
トップの正しい理解や姿勢が重要であることから、
組織づくりに携わる階層や指示命令系統の高い階層
から学習を進め、組織全体で知識を共有していきま
しょう。組織全体で正しい知識を共有することは、
職員一人ひとりのハラスメントに対する意識を向上
し、予防につながります。学習・研修に合わせて、
職場のハラスメント相談窓口やサポート体制につい
てガイダンスを行っている職場もあります。組織の
ハラスメントに対する姿勢を伝える機会となること
で、職員の安心感につながります。
　このように、学習・研修はメンタルヘルス対策に
おいて重要な取り組みの一つであると言えます。教
育委員会等と連携し、制度教育の一環として実施す
るなど、キャリア成長の節目ごとに学ぶ機会を提供
している職場もあります。衛生委員会等を中心とし
て、組織や職場の特性に応じてしくみづくりを行い
ましょう。

２）調査活動
　個人や職場のストレス状況を把握するには、様々
な手段があります。専門家が個人的集団的な面接、
あるいは職場巡視などを通じて把握する方法は、直
接的ですが費用も時間もかかります。そのため多く
の場合、ストレス調査票が活用されます。アンケー
ト調査（自記式調査票）は費用が少なくてすみ、短
期間で実施できますが、以下の点について実施前に
担当者で話し合いや確認が必要です。
　（ａ）目的（職場のストレス要因、精神疾患の割
合、職員のストレス状態など）の設定とそれに応じ
てどういう調査票を使うか、その留意点、調査実施
計画の作成、職員に対して調査告知、実施方法（調
査票配布方法、記入場所、回収方法）、調査期間、集
計、フィードバックの時期と方法などを検討。（ｂ）
活用の仕方の検討（例えば職場の問題点を明確にし、

職場改善の話し合いに活かす、保健師・衛生管理者・
産業医面接の対象者選定など）。そして個人情報の
扱いに注意します。（ｃ）（仮に職場全体のストレス
状況把握が目的としても）取得した個人情報に対し
て必ず対応する必要があること（状態がわかってい
て何もしないとなれば、事故があったときに安全配
慮義務違反となりえます）。（ｄ）自記式調査票の限
界と判断に関して専門医との連携などを図ります。
　（ａ）について、自記式調査票の種類は様々です
が、信頼性・妥当性のある方法を選択することが大
切です。そして対象には二つの面があります。一つ
は職業性ストレス要因の調査票・集団レベルの評価
代表は職場ストレス判定図となる「職業性ストレス
簡易調査票」（57項目版）、「新職業性ストレス簡易調
査票」（80あるいは120項目版）等、もう一つはその
個人の状態把握のためのものです（例えば、職業性
ストレス簡易調査票内のストレス反応項目、一般健
康調査ＧＨＱ短縮版、うつ状態の評価となるZungの
ＳＤＳ自己評価式抑うつ尺度、ＣＥＳＤなど）。その
二つの面の調査票を組み合わせ、目的に応じて使い
分けます。なお調査票によって著作権のあるものも
あり注意が必要です。

＊�ストレスチェック制度を通じて、多くの事業所で厚労
省推奨の57項目版の職業性ストレス簡易調査票が用い
られていると思います。57項目版は個人のストレス反
応の質問項目が相対的に多い調査票です。現在80ある
いは120項目版を用いる事業所も増えてきているよう
です。80項目版では職場環境面の設問がほぼ倍加し、
仕事の心理的負担の内容、心理的安全性に関わる項
目、努力報酬不均衡モデルに基づく内容などが含まれ、
120項目版は80項目で追加された職場環境面の設問が
さらに増加し、上司の態度、適性や成長など感じられ
るかどうか等も含まれています。

３）相談活動
　メンタルヘルス不調に陥るほど困ったことがある
時に、相談自体が出来なくなったり、職場内では相
談しにくくなったりもします。ラインによるケアで
はサポートしきれないこともあるかもしれません。
　労働者の心の健康の保持増進のための指針では、
４つのケアのうち「事業場内産業保健スタッフ等に
よるケア」について、事業者は、事業場内産業保健
スタッフ等が労働者からの相談を受けることができ
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る制度及び体制を、それぞれの事業場内の実態に応
じて整えることとしています。
　そのために設けられるのが相談室です。相談室設
置は、一般企業や民医連内において取り入れられて
いる対策の一つとなっています。相談室設置までの
大まかな流れとしては、以下の通りです（図１）。

①
・衛生委員会等にて
　相談窓口設置について検討、方針決定

②
・必要に応じて、相談対応者への研修の実施

③
・職員等への周知

④
・相談対応

図１　相談室設置までの流れ

　相談室の設置と活用のポイントとしては、

（１）相談室の目的など枠組みの整理
　相談室の目的と機能の整理、管理上の位置づけや、
県連、法人、事業所のどこが主体となるか、また衛
生委員会との関係など、衛生委員会といったメンタ
ルヘルスを議論し検討する場を通して整理しておき
ます。

（２）充分に活用してもらうための運用の工夫
　相談室の場所、予約の仕方、相談室の開設時間、
メールや電話での相談方法の案内をしていきます。
また、相談室をどう職員へ周知していくか工夫点（メ
ールや広報、ポスターなどの掲示、相談室ニュース
の発行、まず上司が活用する、カウンセラーを紹介
し親しみを持ってもらう、職員研修の際に相談室の
見学や模擬カウンセリングを行うなど）も、衛生委
員会などを通して、話し合っていけることが望まし
いです。

＊�勤務時間内においても相談できるようにするためには、
業務時間内の相談を保障するなど、組織が体制を整え
ていくことや上司の理解が大切です。

（３）個人情報保護の徹底と職場情報などの活用の
仕方についてルール作成
　健康支援スタッフ、上司との連携が必要です。そ
のためにも相談の前に予め、相談内容は厳格に秘密
保持されること、希望があれば上司に必要な情報の
仲介になることを保証し、その場合は「伝える内容」
と「伝えない内容」をきちんと確認しておくように
します。また上司が相談員に連絡をとりたい場合も、
その個人の了解をとることが必要です。２章１の４）
「メンタルヘルス対策における個人情報の取扱いと
保護」も併せてご参照ください（P27）。

（４）相談員の所属と資格
　民医連内あるいは民医連外の精神科医、臨床心理
士・公認心理師、保健師、産業カウンセラー、ソー
シャルワーカーなどが相談員となります。外部相談
員との契約内容（例えば個別面接だけか、教育研修
も含むかなど）と費用の検討をします。内部相談員
の場合、職場の状況が分かりやすい、必要時の職場
や上司との連携がとりやすいなどの利点があります。
一方相談する職員の多くは、プライバシーの問題を
一番重視しており、外部の相談員だと安心して、職
場のこと、個人的な事柄を話しやすい傾向がありま
す。体制上可能であれば、内部と外部の両方の相談
員を配置することが有用です。
＊外部相談員の紹介を得る方法：各県の臨床心理士
会、各県の産業保健推進センター、外部ＥＡＰ（従
業員援助プログラム）企業に斡旋を相談する方法
があります。あるいは連携する精神科医療機関に
相談し、相談員を紹介してもらうことも良いでし
ょう。やはり相談員の力量や質が大切です。

　最後に、相談を受ける担当者も、相談を受けるス
キルを高めるとともに、自分自身のメンタルヘルス
に気を配っておくことが大切です。（参考：「相談を
受ける人のメンタルヘルス」、働くもののいのちと健
康を守る全国センター編『ハンドブック　働くもの
のメンタルヘルス』旬報社2014年所収）
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（５）連携あるいは紹介する専門機関を決めておく
こと

　相談室で継続的な面接がもたれることもあります
が、通常治療機能をもつことはなく、またそれは現
実的ではありません。「治療」としてのカウンセリン
グが必要であれば、専門の機関（精神科病院やクリ
ニックなど）を紹介します。そのために紹介できる
機関との連携、そのための情報を把握しておく必要
があります。連携先が決められない場合は、各県の
産業保健推進センターやこころの健康センター（精
神保健福祉センター）に相談できます。職場のメン
タルヘルスに関心の高い専門医が望ましいと考えら
れます。
　個人が自発的に予約をとり面談の時間を確保する
のは大変なことです。また相談室に行くことが知ら
れたらどう思われるだろうかなどと考えて抵抗が働
くこともあります。相談室を周知、啓蒙し相談しや
すさを高める意味でも、入職時や配置転換時など、
精神的な危機を予防する時に、全員を対象にするな
ど面接を積極的に位置づけることはしばしば意味が
あります。「自分だけ」が面接を勧められた、という
のは不安や猜疑心が働くことがありますが、全員を
面接の対象にすれば、面接への不安は弱まりやすい
でしょう。もちろんこの場合も、個人の拒否する権
利は保証されなくてはなりません。そして上司が必
要と考えながら、本人が拒否する場合は、上司がそ
の対応について相談室を活用するということも一つ
の方法です。上司がまず利用し、相談室について理
解しておくことも大切でしょう。

４）職場復帰支援
　近年、メンタルヘルス不調による休職は少なくあ
りません。特に、職場復帰に関しては、メンタルヘ
ルス不調の職員にとって、安心して働ける職場づく
りに関わり、他の職員にとって仲間を大切にする文
化づくりにもつながります。また、職場にとっても、
安全配慮義務があり、その観点で支援を行うことが
大事であり、重要な人材の確保、活動上・経営上の
効果、リスクの回避などに関わっていきます。
　休職者が増えると、同じ職場で働く他の職員や組
織に対して負担がかかることが予測されます。その

ためにも、職場復帰支援プログラムの策定や関連規
定の整備等により、休業から職場復帰までの流れを
明確にし、予防や職場復帰の取り組みを促進するこ
とが重要です。

　具体的な職場復帰の取り組み（支援）に関しては、
図の通りです。（図１）

＜第１ステップ＞
病気休業開始および休業中のケア

職　場　復　帰

１

＜第２ステップ＞
主治医による職場復帰可能の判断2

＜第３ステップ＞
職場復帰の可否の判断および職場復帰支援プランの作成3

＜第４ステップ＞
最終的な職場復帰の決定4

＜第５ステップ＞
職場復帰後のフォローアップ5

図１　職場復帰の流れ

　留意点は以下の通りです。

●第１ステップ　病気休業開始及び休業中のケア
　休業する職員に対しては、職場復帰支援の方法・
内容について、休職開始時に分かりやすく告知して
おく必要があります。しっかりとした休養がとれる
ように、管理監督者、あるいは事業場内産業保健ス
タッフ（人事労務管理スタッフ、産業医、保健師な
ど）が「休み中も不安や悩みの相談に乗ること」「面
談時に療養状況や状態を聞き、必要なアドバイスを
すること」など通じて、本人との信頼関係づくり、
さらに必要に応じ受診同行などで主治医との関係づ
くりをはかることも大切です。安全配慮義務の観点
から、本人とまったく連絡がとれてない状況は避け
ましょう。休業期間中に安心して療養できるよう、
傷病手当金など情報提供も大事です。本人、主治医
の了解の上ですが、診断書提出などの機会を利用し、
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管理監督者、あるいは事業場内産業保健スタッフが
状況確認のための面談を行いましょう。

●第２ステップ　主治医による職場復帰可能の判断
　主治医には治療者としての責任と守秘義務があり、
職場側からみればしばしば情報不足であったり、患
者である本人の希望に沿いすぎているように見えた
りすることが少なくありません。職場復帰には、職
場側の主体的な理解や評価判断も不可欠であり、そ
のためにも主治医との連携が必要です。本人、主治
医が了解すれば、事業場内産業保健スタッフや管理
監督者が本人の受診に同行することや、産業医を通
じて情報提供と職場復帰支援に向けての協力を要請
することが大切です。この際には、予め職場側で主
治医に負担にならない程度の一定の書式の情報提供
書を作成しておきます（様式例は「職場復帰支援の
手引き」参照）。治療が長引いて長期に休職が続き、
しかもまったく職場側との連絡に応じない主治医の
場合は、本人とよく話し合いセカンドオピニオンを
促すことも時には必要かもしれません。
　職場支援の最終責任は事業主にあります。主治医
の診断書を尊重する必要がありますが、実際の職場
の現状や業務を考慮して職場復帰を成功に導くには、
事業場内産業保健スタッフを含む支援チームで事業
所や職場で支援のために、出来ること・出来ないこ
との論議をすることや、本人との面談も通じながら
の総合的評価や判断が重要です。主治医による診断
が、必ずしも職場で求められる業務遂行能力まで回
復しているという判断とは限らないため、職場で必
要とされる業務遂行能力の内容等について、産業医
等が精査した上で対応を判断し、意見を述べること
が大事です。

●第３ステップ　職場復帰の可否の判断及び職場復
帰支援プランの作成
　休業中の職場復帰支援として、「試し」出勤制度
（決められた時間に出勤し、一定時間を職場で過ご
せるか否かで回復度合いを見定める）を設けている
法人があります。職場復帰後の軽減勤務制度（職場・
業務に慣らしていくため）「慣らし」出勤制度を設け
る法人も増えています。メンタルヘルス不調からの
回復では、身体疾患の場合以上に、現場で回復度合

いを評価しないといけないことが実際多く、また回
復しても変動もおきやすく予測が難しい場合もあり、
これらの出勤制度は非常に有用であるといえます。
信頼できる外部機関で心身の職場復帰準備を行うリ
ワークプログラム＊もしばしば意味があります。
　なお、休業中の試し出勤時の労災の問題（例えば、
この期間の通勤時や職場での事故に対して）、傷病手
当金受給中の「試し」内容や程度、職場復帰後の制
限勤務中さらには長期に就業制限が続く場合の給与
の問題、長期に休職が続く場合の当該職員に対する
経済的支援や身分保障の問題などについて、法人と
労働組合さらに共済組合の間でよく話し合い取り決
めておくことが大切です。法的には未整備のため、
それぞれの法人で独自に整備する必要があります。
　また、職場復帰は原則として本人の希望があって
初めて試みられます。業務調整や人間関係調整など
含む復帰の仕方や職場の情報提供の相談には本人の
理解や了解が不可欠です。病状の変化などは家で現
われる場合も多いので、家族の協力も大切となりま
す。必要に応じて家族に参加してもらうこと（話し
合いに同席してもらうなど）を検討しましょう。
　職場復帰後の経過で予想されること、早期の悪化
の兆候などを、管理監督者は本人や事業場内産業保
健スタッフとの相談で、予め把握に努めましょう。

＊�事業所外での復職支援機関－民間の医療機関でのデイ
ケアなど、障害者雇用支援機構のリワークプログラム、
民間ＥＡＰ企業の復職支援などがあります。

●第４ステップ　最終的な職場復帰の決定
　第３ステップを踏まえて、事業者による最終的な
職場復帰の決定を行います。一部の部署等だけの判
断にならないよう、職場のフロー・規定等に則って
組織的に対応していきましょう。

●第５ステップ　職場復帰後のフォローアップ
　まずは職場復帰３ヵ月後までが本人と職場側双方
にとって要注意です。うつ病であれば、最低半年か
ら１年は事業所内の産業保健スタッフなどがフォロ
ーすることが大切です（治療は通常半年以上は継続
されています）。
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●その他
　元の職場への復帰が原則ですが、配置転換や異動
など柔軟な検討も必要です。また、メンタルヘルス
に関する健康情報等は慎重な取扱いが必要です。例
えば、本人の了解のもと、職場へ必要な情報提供を
行う際に病名は通常必要ありません。現在の状態、
軽減される業務内容、職場復帰支援の流れと当面の
見通し、職場内の相談フローなどを伝えます。職場
に情報提供を行う際は、特に、プライバシーの保護
に注意しましょう。２章１の４）「メンタルヘルス対
策における個人情報の取扱いと保護」も併せてご参
照ください（P27）。情報提供する内容については、
予め本人と話し合う場を設定し、丁寧なすり合わせ
をしておくと安心です。
　なお、受け入れる管理者、職場側に対する支援も
大切です。本人の状態にもよりますが、時には腫れ
物にさわるように周りが気を遣うことがあります。
また職場復帰後も長期にわたって業務遂行力が充分
に回復しない場合、他の職員の負担が増え、管理監
督者や本人への不満に発展することがあります。そ
の予防や対応として、管理監督者や職場の仲間に対
してラインによるケア、事業場内外の産業保健スタ
ッフ等によるケアを検討しておくことも大切です。
　これらの点を参考にしながら、ルール化や周知を
することで、何かあった時に職員自身だけでなく、
一緒に働く他の職員の安心感にもつながります。衛
生委員会等を通して審議し、職場復帰に関する体制
を整備・ルール化し、職員へ周知しましょう。

（参考）
・�厚生労働省「心の健康問題により休業した労働者の職
場復帰支援の手引き」改訂、2020年７月
・�日本産業精神保健学会編「メンタルヘルスと職場復帰
支援ガイドブック」中山書店

５）産業医の役割
　産業医活動について１章に記されていますが、近
年メンタルヘルス活動における役割が一層重視され
ています。ストレス一般の理解やストレスチェック
制度の実施者のみならず、職場でみられやすい精神
疾患の知識、精神状態の把握、自殺その他のリスク
評価、そのための面接技法の習得、復職判定での役
割、精神科主治医と連携し合える能力、メンタルヘ

ルス問題をもつ部下の管理の支援、職場での偏見の
除去、精神的健康を保つための助言などです。精神
科や臨床心理士のいない県連も多数ありますが、事
業場外資源を活用しつつ、産業医のメンタルヘルス
活動に関する力量アップをはかることで、健康職場
づくりを進めることが可能です。
　なお、ストレスチェック制度や時間外労働時間規
制での面接指導の実施などにおいて産業医資格がな
くても医師面接が求められています。一般の医師に
おいても産業保健への関与が求められています。

６）職場環境改善の方法
　職場環境改善を具体的にどのように進めていくか、
総論にあるように職場環境や職場ストレスの評価を
行う必要があります。２章２の２）「実際の進め方の
調査活動」をご参照ください（P30）。また、衛生委
員会での論議や労災事例から課題を見つけるという
こともあるでしょう。さらに職場の伸ばすべき良い
点と改善すべき課題を現場の職責者や一般職員が自
分たちで見出し解決していくアプローチもあります。
課題の発見のために既存の資料がヒントとして参考
になるかもしれません。
　例えば2003年「職場環境改善のためのヒント集（ア
クションチェックリスト）」が作成され、そこではＡ．
作業計画への参加と情報の共有、Ｂ．勤務時間と作
業編成、Ｃ．円滑な作業手順、Ｄ．作業場環境、Ｅ．
職場内の相互支援、Ｆ．安心できる職場の仕組みの
６領域にわけ、全30項目でチェックすることになっ
ています（表３）。そのヒント集を用いた産業保健ス
タッフ向けの「職場環境改善ファシリテーターの手
引き」、さらに「職場環境改善のためのヒント集を用
いた職場環境等の改善マニュアル」も作成され、職
場で一緒に働く職員同士のグループ討議などが効果
的とされています。
　また、2015年12月より開始されたストレスチェッ
ク制度を活用して職場環境改善を図る取り組みもあ
ります。得られた職場分析の結果を資料として取り
組みます。ただしこの制度を利用する場合、記名式
調査であることや職場分析結果が職責者の職場管理
の成績表のように受け取られたりしないように、情
報の扱いに注意が必要です。
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　その上で、例えば以下のような職場環境改善への
アプローチがあります。一般的に行われているのは、
衛生委員会論議、管理監督者による職場環境改善と
全職員参加型の職場環境改善です。

（１）結果をまずは衛生委員会で検討し、特に健康
リスクの高い職場に対する緊急介入を考えましょう
（ハイリスクアプローチ）。その場合職場内や職責だ
けでは改善の難しいリスクがあることも少なくなく、
人事労務担当者も参加するなどして具体的な改善策
を検討しましょう。さらに課題によって法人衛生委
員会や県連や法人理事会とも課題を共有し、法人全
体、事業所全体の職場改善に取り組むことを考えま
しょう。

（２）管理監督者には、①集団での研修という形で、
職場の名前は伏せて、集団分析の結果や解釈を学び
合う機会をもち、職場づくりの一環としてストレス
判定図に用いない他のストレッサーの結果も併せて
提示し、管理監督者全体でグループワークしながら
環境改善のアイデアを話しあいましょう。②管理監
督者への個別面談という形での環境改善の機会を作
りましょう。面談は実施者である産業保健スタッフ
が担当することが適当と考えます。成績評価となら
ないよう報告には、職場の良い点、強みをまず記載
しましょう。そして自分の職場と事業場全体や名前
を伏せた他の職場のストレス判定図の結果と比較す
るなどして職場環境改善について、相談しあいまし
ょう。必要に応じ、上司や人事担当者にも入っても
らいましょう。

（３）全職員参加型では、人間ドックになぞらえた
「職場ドック」という取り組み方が知られています。
「心の健康づくりのためのアクションチェックリス
ト」（好事例が集められている）などのツールを使
い、職場の良い点と課題をカテゴリー化します。例
えば、「コミュニケーションの活性化」「全職員が参
画した職場環境作り」「情報共有」「整理整頓」「時間
をつくる」「ワークライフバランス」など、課題を確
認しあいましょう。職場巡視がされていれば、その
結果も参考にしましょう。時間は限られているので
話し合いたいテーマを絞って職場での検討会、ワー
クショップを実施しましょう。時間の負担は最小限
にして短期集中的で実現可能な取り組みを考えるこ
とが肝要です。そして民医連が得意としている経験
の交流会など企画し、参加しましょう。
　ストレスチェック制度は、もともと職場での自殺
予防の観点から発案され、うつ症状の早期発見とい
う二次予防が目的でした。しかし策定議論の中で労
働者の気づきを通じてのセルフケア促進と職場環境
改善の一次予防が目的となり制度化されました。現
在までの実施経験を経て様々な課題が指摘されてい
ます。費用も時間もかかりますが、義務化された以
上は制度を活用し職場環境改善に結び付けようとい
うのが民医連の立場です。しかし職場環境改善には
柔軟さと工夫が必要です。メンタルヘルスに留まら
ない本パンフレットの様々な内容が、職場環境改善
に取り組む手がかりとなるでしょう。
　ストレスチェック制度以前より、民医連では「健
康職場の５つの視点」があります。医療や介護の現
場では、安全安心の観点や教育研修の観点が大切で

表３　作業環境改善のためのヒント集（メンタルヘルスアクションチェックリストの６領域）

Ａ．作業計画への参加と情報の共有 少人数単位の裁量範囲、過大な作業量の調整、情報の共有
Ｂ．勤務時間と作業編成 ノー残業日などの目標、ピーク作業時の作業変更、交代制、休日
Ｃ．円滑な作業 物品の取り扱い、情報入手、反復作業の改善、作業ミス防止

Ｄ．作業場環境 温熱、音環境、有害物質対応、受動喫煙の防止、休養設備、緊急時
対応

Ｅ．職場内の相互支援 相談のしやすさ、チームワークづくり、仕事の評価、職場間の相互
支援

Ｆ．安心できる職場の仕組み 訴えへの対処、自己管理の研修、仕事の見通し、昇格機会の公平化、
緊急の心のケア
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す。さらに民医連では仕事の士気に影響する社保活
動などの視点をいれて、職場環境を考えることが大
切と考えられます。
　“いのちの平等”を目指すことを目標とし、各世代
や職種、職位の垣根を越えた協働の取り組みによっ
て、健康職場を目指しましょう。

７）危機介入
　近年は、仕事内容が高密度化し、職場全体の緊張
感が強まっています。さらに患者さんやそのご家族
も現代の生活状況を背景に健康不安や生活不安が高
まる中、職場における暴言暴力を含むハラスメント
などが、職員間・職員－患者家族間で発生すること
があります（３章「ハラスメントのない職場づくり」
参照）。患者利用者、職場の仲間の自殺や事故の発生
などもありえます。新型コロナウイルスによるクラ
スター発生での職場の危機状況を体験した事業所も
少なくないと思われます。
　こうした職場の危機状況に対応し、職員の安全安
心・職場のメンタルヘルスを保つシステムも検討し
ましょう。組織のリスク管理としても重要です。相
談室の役割としても検討が必要ですが、事業所内外
の専門家のアドバイスを受けた職責者や管理者が対
応する場合もあるでしょう。その際は早期の始動と
継続的な対応、個人対応と職場単位での介入を併用
することが有用でしょう。

８）ストレス対策の評価
　ストレス対策の評価には、（１）アウトカム評価：
休業件数や日数の減少、ストレス得点の減少などと、
（２）パフォーマンス評価：計画通り実施されたか
どうか（プロセス評価）があります（表４）。各県の
共済組合資料なども活用し、経年的に評価し次年度
の計画に生かしましょう。民医連の医療福祉の現場
では、これらのほかに教育研修に対する満足度、ヒ
ヤリハットの発生件数、社保活動への参加度、憲法
や民医連綱領への共感度なども評価に加えると、よ
り自分たちの活動を振り返る上で参考になるでしょ
う。
　なお民医連職員全体の健康状況の指標は、厚生事
業協の疾病見舞金や死亡見舞金以外にありません。
全国的な状況把握のための統一した指標は今後の課
題です。

表４　ストレス対策の評価方法

定量的評価 定性的評価

アウトカム評価

・休業件数・日数
・医療費
・ストレス得点、自覚症状
・相談件数等

・メンタルヘルスに対する偏見の軽減
・組織風土の変化
・コミュニケーションの改善
・職務満足度等

パフォーマンス�
評価

・�事業場における心の健康づくり実施状況�
チェックリストによる評価
・目標の達成度評価（ＭＢＯ）等

・職場改善状況
・相談体制の充実
・社内外のネットワークの円滑化
・ケース対応の円滑化など

＊�「事業場におけるメンタルヘルスサポート・ページ」東京大学大学院医学系研究科精神保健学・看護学分野における
ホームページ。（アドレス）http://www.jstrss.net
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９）ラインケア
　ラインケアとは、「労働者のこころの健康の保持増
進のための指針」で示される４つのケアの１つで、
「管理者や職責者によるケア」のことを指し、職場
における指揮・命令系統のラインを活用したケアに
当たります。職員の不調やストレスに気づき、必要
なサポートやケアにつなぐことや、メンタルヘルス
不調の職員の職場復帰をサポートすること、ストレ
スや不調の原因となっている職場環境を改善するこ
となどが主な役割です。

（１）ラインケアの流れ「みる→きく→つなぐ©洗
足ストレスコーピング・サポートオフィス」

　ラインケアには、「みる→きく→つなぐ　©洗足ス
トレスコーピング・サポートオフィス」の３つのポ
イントがあり、この流れでサポートできるとよいと
いわれています（図１）。「みる」とは「いつもと違
う様子に気づくこと」、「きく」とは「相談にのるこ
と」、「つなぐ」とは「必要なサポートにつなぐ、サ
ポートネットワークを作ること」を意味します。

みる：いつもと違う様子に気づく
　職員の変化に気づくためのポイントは、内面では
なく、「外からみてわかる変化に気づく」ことです。
こころのケアというと、感情などの内面を捉えよう
としがちですが、こころのサインは、体調や行動の
変化など外からみて分かることにみられることも多
いです。たとえば、勤怠の状況や仕事への取り組み
はどうか（遅刻・早退・欠勤の増加、ミスやトラブ

ルの増加）、食欲や睡眠はどうか（昼食を食べない、
間食が増えた、眠そうにしている）、身だしなみはど
うか（服装や髪形に気を使わなくなった、体臭・口
臭がきつくなった）、コミュニケーションはどうか
（口数が少なくなった、挨拶しなくなった）、などの
客観的な変化を見逃さず捉えることが大切です。

普段から目を配りコミュニケーションを
　調子が悪いときだけ目を配るのでは、「変化」に気
づくことはなかなか出来ません。普段から職員の様
子に目を配り、挨拶やちょっとした声掛けなど、小
さなコミュニケーションを重ねることが大切です。
そうすることで、普段の様子からのちょっとした変
化に気づきやすくなります。心配な様子がみられた
ら、その変化が持続しているのかをモニタリング（観
察）する視点が大切です。１、２回で普段の様子に
戻れば問題はありませんが、２週間程度、持続して
いるようであれば、対応が必要です。気になる様子
がみられたら、簡単にメモをしておくことも工夫の
１つです。メモすることで、心配な様子の頻度や経
過を客観的に捉えやすくなります。

きく：相談にのる
　心配な変化が続いている職員がいたら、安心して
話ができる場を設定し相談対応を行います。周りに
職員や患者さんがいる場では自分の不調について話
をしにくいものです。落ち着いて話ができる時間と
場所があればベストですが、難しい場合には周りに
人が少ないタイミングを見計らうなどの配慮が必要
です。管理者・職責者との面談に身構えてしまう職
員も少なくありません。「みる」で気づいた点を客観
的に伝えた上で、心配していることや職場としてサ
ポートしたいと考えていることなど、面談の目的を
明確に伝えることで安心して話しやすくなります。

積極的傾聴
　サポートのために話を聞く際には、「何を言うか」
ではなく「どうきくか」が大切です（図２）。職員本
人と適度に視線を合わせること、うなずきに気を配
ることも大切です。あいづちを打ち、職員本人の言
葉を繰り返しながら聴くと、話を聴き、受け止めて
いることが伝わりやすくなります。

みる

きくつなぐ

いつもと違う様子に
気づく

相談にのる

必要なサポートに
つなぐ

サポートネット
ワークを作る

©洗足ストレスコーピング・サポートオフィス
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　また、不調の時は、わかりやすく端的に話すこと
が難しく、しばしば言葉が出るまでに時間を要した
り迂遠になることもあります。サポートのために話
を聴く際は途中で遮ったりせずに一通り話を聴き、
一段落するまで聴くことが大切です。自分のペース
で話せることは安心感につながります。時間が心配
な場合は、話を聴き始める前に予め終わりの時間を
決めておくと、お互い見通しがもちやすくなります。
　話を聴いていると、しばしば「考えすぎじゃない
かな」「自分だったらそうは思わない」など、自分自
身の考え方や価値観が出てくることがあります。サ
ポートのために話を聴く際は、ご自身の価値観をい
ったん保留にして、職員本人の立場に立って受け止
めることが大切です。無理に同意する必要はありま
せんが、受容することを意識することで職員本人の
話をサポーティブな姿勢で受け止めやすくなります。

1 目と耳から伝わる態度で聴く

2 話を最後まで聴く

3 受容する

図２

つなぐ：必要なサポートにつなぐ、サポー
トネットワークを作る
　メンタルヘルス不調の職員の面談を行う際は、時
間を上手につなぎながらサポートを継続させること
が大切です。調子が不安定な場合や職場復帰直後な
どは、こまめに様子を確認する必要があるため、間
隔をあけすぎずに面談し、調子が安定して来たら、
段階的に間隔をあけていくのが一般的です。定期的
かつ継続的に話を聴いてもらえるという見通しがも
てることは、安心感につながります。面談は、長時
間だと負担になることがあるので、お互いに無理の
ない範囲で時間を設定しましょう。
　サポートのためのネットワークづくりでは、不調
の職員がサポートされるだけでなく、対応する管理

者・職責者もサポートされるネットワークを作るこ
とが大切です。メンタルヘルス不調の場合、状態に
応じて必要なサポートが異なる場合があるため、管
理者・職責者が対応について悩むことも少なくあり
ません。そのような場合に、専門家（主治医や産業
医）のアドバイスを仰げるネットワークづくりをし
ておけると安心です（図３）。専門機関につなぐ際の
留意点としては、あくまで職員本人の意向を尊重し
ながらつなぐこと、つながりやすいところからつな
ぐことが大切です。いきなり精神科等のメンタル系
医療機関を受診することに抵抗を感じる場合は、無
理強いはせずに、かかりつけの医療機関などつなが
りやすいところにつなぎ、納得して受診できるよう
にサポートします。
　また、メンタルヘルス不調でお休みし、職場復帰
やリハビリ出勤を始める職員がいる場合は、受け入
れ先の現場に対して何らかの説明が必要になります。
ここでのポイントは“職員本人に希望を確認するこ
と”です。職場に自分の状態についてどのように説
明してほしいかは、人によって異なります。「現場の
みんなに、自分の状態について知っておいてほしい」
という人もいれば、「現場への説明は最低限にした
い」という人もいます。
　現場への説明は、個人的な情報を開示することに
なるので、職員本人の同意が原則となります。管理
者・職責者が職員本人の意向を確認せずに職場にア
ナウンスしてしまい、トラブルになることもありま
す。事前に、職員本人の希望を確認し、どのように
説明するかについて話し合っておくと、職員本人に
とっても、受け入れる現場にとっても安心で、スム
ーズな職場復帰やリハビリ出勤につながります。

©洗足ストレスコーピング・サポートオフィス

主治医
など

職場
責任者相談者

先生に相談
してみても
らえる？

相談して
きます

図3
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継続的なフォローとサポートする側のセルフケア
　「みる→きく→つなぐ©洗足ストレスコーピング・
サポートオフィス」の流れで、つないだ後は、その
後の様子を「みて」、定期的に話を「きき」、必要に
応じてさらなるサポートに「つなぎ」ます。このよ
うに、ラインケアでは「みる→きく→つなぐ©洗足
ストレスコーピング・サポートオフィス」のサイク
ルを繰り返ししながら、継続的にフォローすること
が大切です。
　また、ラインケアを行う場合は、サポートする管
理者・職責者自身のケアも大切です。ラインケアで
サポートに臨む際は、管理者・職責者が自身の心身
の調子、疲れの程度をこまめにモニタリング（観察）
し、セルフケアを意識する必要があります。サポー
トを活用することも大切なセルフケアの１つです。
ラインケアを担う人をサポートする仕組みとして、
事業場内資源によるケアや、事業場外資源によるケ
アが位置づけられています。
　健康管理室や相談室を活用し、専門家のコンサル
テーションを受けることも有用です。また、職場で
のメンタルヘルス対応は、チームで対応することが
大切です。特定の管理者・職責者が一人で抱えるの
ではなく、複数の担当者でサポートし合いながら、
取り組める体制作りを行いましょう。１人ですべて
を担う、抱え込むのではなく、サポートし合って取
り組むことが大事です。

３ �アルコール関連問題を予防しよう

１）現状
　日本では、戦後の経済成長に伴い近年まで飲酒量
が増加し、それに伴う様々な飲酒問題が生じてきま
した。近年、男性は高齢化もあり、飲酒量は減って
きましたが、女性の飲酒者は増えています。週に３
回以上飲酒する習慣飲酒者は、男性では1989年の
51.5％に比べ、2019年には33.9％に大きく減少してい
ますが、女性では、1989年の6.3％から8.8％へと増加
しています。
　また、生活習慣病のリスクのある飲酒者（男性40g

／日以上、女性20g／日以上）の割合でも男性は2010
年の15.3％から2019年の14.9％と変化がないのに対
し、女性では2010年の8.0％から2019年の9.1％へと増
加しています。2013年の調査では生活習慣病のリス
クのある飲酒者（男性40g／日以上、女性20g／日以
上）が1,036万人、スクリーニングテストでアルコー
ル依存症が疑われるもの（ＡＵＤＩＴ20点以上　P86
参照）が112万人、ＩＣＤ10にともなう診断基準で有
病者が57万人となっていますが、問題飲酒者として
治療を受けている患者数は厚労省の患者調査による
と年間４万３千人から６万人程度であり、ほとんど
の患者さんが治療を受けていないという実情があり
ます（トリートメント・ギャップ）。

２）適正な飲酒量
　『健康日本21』では、「節度ある適度な飲酒」は１
日平均純アルコールで約20グラム以内（５％ビール
500ml）としています。そして生活習慣病のリスクを
高める飲酒量について男性は１日平均40グラム以上、
女性20グラム以上と定義され、これはＷＨＯガイド
ラインでアルコール関連問題リスク上昇の閾値とし
て定められている基準と同様です。女性は男性に比
べ臓器障害がおこりやすく、アルコール依存症に至
るまでの期間が短いため、許容量に男女差が設けら
れています。

３）様々な問題に関連
　過剰なアルコール摂取が、肝臓やすい臓はじめ様々
な臓器障害を引きおこすことはよく知られています
が、不安障害や気分障害と併存しやすいことにも注
意が必要です。アルコール依存症のうつ病生涯有病
率は15％〜50％、逆にうつ病におけるアルコール使
用障害の合併率は13％と報告されています。
　さらに日本では、自殺する中高年男性労働者の多
くが多量飲酒者であることが知られています。アル
コールは気分をより不安定にさせ、また衝動性を高
める危険があります。問題は疾患にとどまらず、事
故や無断欠勤やアルコールに関連した迷惑行為（ア
ルコールハラスメント）にもつながり、決して個人
の問題にとどまりません。
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４）予防と介入
　健康診断において飲酒量・習慣も調査されている
と思います。適正飲酒を勧め、問題のリスク上昇基
準の男性日本酒換算２合、女性１合を超える職員に
は、保健師による指導介入を検討しましょう。介入
のキーワードは「共感」「励まし」「誉める」の３つ
で、まずは減酒支援です（なおアルコール20グラム
は度数５％ビール500ml、15％日本酒約１合、12％ワ
イン210mlに相当します）。なお評価法としてはＷＨ
Ｏで開発したアルコール使用障害スクリーニング（Ａ
ＵＤＩＴ＊）での評価も有用でしょう。
　業務として運転する職員には運転前のアルコール
チェックが義務化されています。二日酔いのまま運
転することは許されません。運転手をはじめとして、
職員には随時、飲酒の影響についての教育や啓蒙活
動が勧められます。
　アルコール問題に関しては誤解や偏見も少なくな

いと言われます（表１）。飲酒量の低減のために、飲
酒に関する集団的な情報提供や教育を重視しましょ
う。また臨床の場ではアルコール問題が語られず見
過ごされてしまうことが少なくありません。産業保
健スタッフと精神科主治医との連携が、この問題に
おいても重要です。睡眠薬代わりに寝酒をする人が
いるかもしれませんが、これはお勧めできません。
睡眠導入効果は言われますが、睡眠後半が浅くなり、
結局睡眠の質が落ちやすく、慣れ（耐性）が生じア
ルコール依存症の危険が出てきます。
　また、飲み会での親睦も大切ですが、翌朝の抑う
つ気分には注意しましょう。
　2014年１月アルコール健康障害対策基本法が成立
しました。職場においても積極的に対策を進めてい
きましょう。

＊ AUDIT；http://www.kurihama-med.jp/alcohol�
/audit.html

表１　よくある産業医や産業保健スタッフの誤解や問題点

Ａ．アルコール問題は個人の問題で個人に責任があり、企業は関係ない。
Ｂ．アルコールの問題を把握していないし、把握する必要がない。アルコールの問題はほとんどないと思う。

Ｃ．酒は、勤労者のコミュニケーションやストレス解消に欠かせない。アルコール依存症者も会社の行事なら酒が出ても参加すべきである。
Ｄ．精神科医ならだれもがアルコール依存症を治療している。

Ｅ．アルコール依存症者に「酒をやめさせることができる」。アルコール依存症は治療により飲みたくなくなり、治癒する。
Ｆ．自助グループに行かなくても断酒できる。酒をやめていれば通院など必要ない。

（辻本士郎「アルコール医療の今日」産業精神保健19（２）、2011）
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１ �はじめに

　職場のハラスメント問題は、前回のパンフにも取
り上げられています。しかしこの間、問題が一層深
刻となり、行政の動きも広がってきています。職員
一人ひとりの心身の健康と尊厳を大切にしようとす
る民医連であればなおのこと、ハラスメントを起こ
さない実践が必要であると考え、今回の改訂では別
に章立てしてその重要性を示すこととしました。
　2019年ＩＬＯ総会で「仕事の世界における暴力と
ハラスメントの除去に関する条約」が日本を含め採
択されました。日本では条約の批准はなされていま
せんが（2023年時点）、2020年１月「パワーハラスメ
ント防止のための指針」が告示され、さらに労働施
策総合推進法が施行され（2020年６月）、パワハラ対
策は企業の義務となり、2022年４月からは中小企業
を含め全企業で義務化されています。
　この背景には、精神疾患の労災申請数・支給決定
数の増加、その理由の中での「ひどい嫌がらせ等」
が高水準であること、実際民事上の個別労働紛争の
相談内容でもこの10年「いじめ・嫌がらせ」がトッ
プを占めさらに増加傾向であることなど、労働者に
とって職場でのハラスメントが深刻になっている実
態が示唆されているからです。医療や介護現場でも
同様か、他の業種以上に深刻な実態があります。
　医療介護現場でのハラスメントは４つに分類され
ます。安全安心な職場づくりのためには、４つとも

対策が必要で
すが、ここで
は③④を取り
上げます。

２ �職員から職員へ

　職員間のハラスメントには、パワーハラスメント
（パワハラ）、セクシュアルハラスメント（セクハ
ラ）、マタニティハラスメント（マタハラ）、ケアハ
ラスメント（ケアハラ）・パタニティハラスメント
（パタハラ）、ＳＯＧＩハラスメント（ソギハラ）な
どがあります。
　ハラスメント防止の意義には、
①被害者が人格や尊厳を傷つけられ、心の病になっ
たり、休職や退職に追い込まれることを防ぐ
②ハラスメントは被害者だけでなく周囲の人々にも
影響し、その結果としてのメンタルヘルスの悪化
や仕事の士気の低下を防ぐ
③職場全体の生産性の低下、医療介護の現場では、
質の低下、安全性の低下を防ぐ
④行為者にとっても、防止対策を怠った事業所にと
っても社会的信用の低下、訴訟リスクを抱えるこ
とになり、それらを防ぐ、などがあります。
　上記のように職場のハラスメントは多様ですが、
ここでは主にパワハラ、セクハラを取り上げます。
（職場のパワハラ３つの要素、６つの行為類型）

　厚労省の指針では、下記①から③の要素をすべて
満たすものを職場のパワハラと規定しています。
①優越的な関係を背景とした言動であって、
②業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより、
③労働者の就業環境が害されること、�
以上のすべてを満たす。
　決して職位の上の人が行為者とは限りません。同
僚や部下からの行為も知識や経験で優越的な関係が
ある場合、パワハラはありうることに注意が必要で
す。必要かつ相当な範囲を超えた場合とは、当該の
言動が明らかに業務上必要性ない場合、その態様が
相当でない場合、当該行為の回数や行為者の数、そ

ハラスメントのない職場づくり３

医療介護現場のハラスメント

①患者利用者から患者利用者
②職員から患者利用者
③職員から職員
④患者利用者から職員
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の態度など総合的に考慮することになっています。
考慮する要素の中に、労働者の属性（経験年数や年
齢、障害の有無など）や心身の状況なども含まれま
す。また労働者に問題があった場合でも、人格を否
定するような言動が業務上必要かつ相当な範囲を超
えた場合はパワハラに該当する可能性があります。
　パワハラの状況は多様ですが、代表的な６つの行
為類型を（表１）に示します。例は限定的なもので
はなく、個別の事案の状況に応じて検討する必要が
あります。
　例えば「精神的な攻撃」と感じるかどうかには個
人差も存在するでしょう。パワハラの場合は個人の
感性だけで判断されるわけではないのですが、３つ
の要素で述べたように、労働者の属性も考慮されま
すので、やはりその人がどう受け止めるかの配慮を
すべきです。しばしば業務上指導の名のもとに行為
がなされても、「精神的な攻撃」と受け取られたまま
では、教育的効果は起きないと考えられます。さら
に健康職場づくりのためには境界域（グレーゾーン）

を含む微妙なものも含め、相談に応じ対策を講じる
ことが大切だと考えます。
　職場におけるセクシュアルハラスメントは、「職
場」において行われる、「労働者」の意に反する「性
的な言動」に対する労働者の対応によりその労働者
が労働条件について不利益を受けたり、「性的な言
動」により就業環境が害されることを言います。
　「性的な言動」とは、①性的な内容の発言：（例）
性的な事実関係を尋ねること、性的な情報（噂）を
流布すること、性的な冗談やからかい、食事やデー
トへの執拗な誘い、個人的な性的体験談を話すこと
など、②性的な行動：（例）性的な関係を強要するこ
と、必要なく身体へ接触すること、わいせつ図画を
配布・掲示すること、強制わいせつ行為などをいい
ます。男女とも行為者にも被害者にもなりえます。
異性に対するものだけでなく、同性に対するものも
該当します。また被害を受ける者の性的指向や性自
認にかかわらず、「性的な言動」であれば、セクシュ
アルハラスメントに該当します。

表１　パワハラの行為類型

類型 例
身体的な攻撃 上司が部下に対して、殴打、足蹴りをする
精神的な攻撃 上司が部下に対して、人格を否定するような発言をする
人間関係からの�
切り離し

自身の意に添わない社員に対して、仕事を外し、長期間にわたり、別室に隔離したり、
自宅研修させたりする

過大な要求 上司が部下に対して、長期間にわたる、肉体的苦痛を伴う過酷な環境下での勤務に直
接関係ない作業を命ずる

過小な要求 上司が管理職である部下を退職させるため、誰でも遂行可能な業務を行わせる

個の侵害 思想・信条を理由として、集団で同僚一人に対して、職場内外で継続的に監視したり、
他の社員に接触しないように働きかけたり、私物の写真撮影をしたりする

明らかなパワハラ
（懲罰例・裁判例）

境界域（グレーゾーン）

適正範囲（業務上必要かつ相当な範囲）

・�ハラスメントはハラスメントである～被害を受
けた本人の辛さを第一に考えよう
・�個人の感じ方は多様で幅があるものと広く考え、
職員の尊厳を守る相談対応に努めましょう。
・�ハラスメント定義に当てはまるかどうかでは予
防はできない。健康で働き続けられる職場のた
めにはどうすればいいかをポジティブに考えよ
う

ハラスメントの“定義”に対する視点
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　セクシュアルハラスメントの判断基準。「労働者の
意に反する性的な言動」及び「就業環境を害される」
の判断にあたっては、労働者の主観を重視しつつ、
一定の客観性も求められるとされています。被害を
受けた労働者が女性の場合は「平均的な女性労働者
の感じ方」を、被害を受けた労働者が男性の場合は
「平均的な男性労働者の感じ方」を基準とすること
が適当であるとされています（厚労省）。基準に該当
するかどうかは、措置の判断には必要ですが、安全
安心に働きつづけられる職場づくりのためには、個
人の感じ方は多様で幅があるものと広く考え、職員
の尊厳を守る相談対応に努めましょう。
　職場では妊娠・出産・育児休業等に関するハラス
メントもあります（マタハラ）。また介護と仕事の両
立に関する嫌がらせ等もあります（ケアハラ・パタ
ハラ）。これらに対する否定的な言動や制度等の利用
否定につながる言動が発生しないように、そうした
言動の起きやすい職場風土にならないよう、パワハ
ラやセクハラと同様に全労働者に理解を求め、事業
所は防止措置に取り組みましょう。性的指向や性自
認に関するハラスメントのＳＯＧＩハラについては
一層学習と理解を進め、予防策を検討しましょう。

３ �患者利用者その関係者から職員へ

　近年医療機関や在宅現場で、殺人を含め重大事件
が発生し、医療・介護の現場での暴言暴力・ハラス
メント問題、職員の安全を確保することは喫緊の課
題となっています。
　この問題の背景として、医療や介護に対する期待
の増大、権利意識の高まり、患者利用者の抱えるス
トレスの増大、ゆとりない業務などを背景とした患
者利用者とのコミュニケーション不足などが指摘さ
れています。このままでは今後さらに増えることが
あっても減ることはないだろうと予想されています。
　この出来事の発生を予防する意義として、まず職
員の安全と心身の健康を守ること、離職を防ぐこと、
医療介護の質を守ること、他の患者利用者へのケア
を保つなどがあります。そのため医療安全分野でも
積極的に取り上げられています。

　さらに近年は、施設内での暴力暴言やセクハラな
どのハラスメントのほか、在宅での深刻な実態が知
られるようになりました。介護労働者の労働組合の
調査では「従事者の７割以上がサービス利用者や家
族からセクハラやパワハラを受けた経験がある」こ
とが明らかとなり、各地の民医連の訪問看護ステー
ションを対象にした調査でも、同様に非常に高率に
在宅での暴力・ハラスメントを経験していることが
明らかとなっています。
　受けた行為の内容では、施設・在宅とも、精神的
暴力のほか、セクシュアルハラスメントの被害頻度
も高く、性的言動を行うものには、患者利用者や家
族もなりえます。医療介護従事者は女性が多く、ま
た多くのケアに身体的な接触が不可欠な要素であり、
患者利用者の方も依存的あるいは退行的になりやす
く、意図的か否かに関わらずセクハラ行為に及ぶ可
能性があります。こうした業務に伴うリスクの高い
背景があるとしても、ハラスメントを防ぎ職員を守
るために積極的に予防策を講じていかなければなり
ません。

４ �ハラスメント防止の対策

１）共通の対策―原則や基本点

（１）�管理者の宣言と労組と共同したルール作り
（２）�実態調査の実施
（３）�教育研修活動（人権学習、コミュニケーシ

ョンスキル向上、ストレス対処力向上な
ど）

（４）�心理的安全性の向上と職場づくり
（５）�相談窓口等相談しやすい環境づくり

（１）職場での暴言暴力などハラスメント防止のた
めには、トップが、この問題は重要であり、その行
為を見逃さず、許さず、人権にかかわる問題である
ことを明確に方針として打ち出すことが必須です。
組織の方針がはっきりすることで労働者が訴えやす
くなります。患者利用者のみなさんにも、「共同のい
となみ」の不可欠の要素として、私たちの事業所は
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お互いの尊厳を損なうハラスメントは認めないこと
をわかりやすく伝えましょう。

（２）実態を把握することは効果的に対策を進める
上で重要です。正確な実態の把握には匿名での調査
実施がより有効とされます。ストレスチェック制度
では記名調査ですので、留意が必要かもしれません。
調査を実施する際には、ハラスメント防止が重要で
あることを啓発し、また相談窓口の案内なども同時
に行えば一次予防的な取り組みともなります。

（３）教育研修は、管理監督者向けと一般職員向け、
あるいは新入職員、中途入職者など階層別研修と全
体研修など、対象とそれに応じた内容を工夫し、定
期的に繰り返し行うようにしましょう。ハラスメン
トをする側（行為者）、逆に被害を受ける労働者も、
それがハラスメントなのかどうか自覚や認識が乏し
い場合があります。対象を広くし研修することで目
撃する人も、認識を高め発言しやすくなります。

（４）職場文化によってハラスメントの発生に大き
な違いが生じます。職場目標の共有、役割の明確化、
チーム力の向上、評価の公平さなどがハラスメント
防止にも有効です。心理的安全性を高めることは、
こうした職場を作っていくための土台になります。

（５）相談窓口の設置も必須です。しかし多くの調
査で明らかなように、被害を受けても他者に相談す
るという方は少なく、そのまま我慢をしていること
が多く、仕事を辞めてしまうこともあります。気軽
に利用できる窓口の設置の仕方、案内が必要です。
またハラスメント相談の性質上、内部での相談窓口
だけでなく、外部の相談窓口の案内も行いましょう。
相談窓口が、単に受付窓口なのか、たとえば事実確
認まで行うのかなど、役割を明確にする必要もあり
ます。さらに相談することで逆に二次的なトラウマ
とならないように、相談者は、ハラスメントや人権
を学習し、相談を受けるスキルについて研修できる
ように体制を整備しましょう。

２）職員間の場合
　上記共通の対策を徹底することのほか、やはり鍵
はコミュニケーションです。上司と部下、同僚間の
コミュニケーションの向上、ちょっとした気遣いが
職場のハラスメントを防止します。厚労省の調査で
も、パワハラの発生しやすい職場の共通する特徴と
して、「上司と部下のコミュニケーションが少ない」
職場の割合が50％を超えています。
　ハラスメントの行為者は、しばしば自分の行為が
職場いじめに該当すると認識していません（認識し
て人の尊厳を傷つけているとすれば論外ですが）。
「この程度言わないと通じない」「言われる相手が悪
い」「冗談の程度」「言われる方が我慢すべき」「親し
さの一つ」「相手も許容範囲だろう」「嫌がっておら
ずかえって喜んでいる」など、勝手に一方的に思い
込み、ハラスメント行為に及んでいます。
　相手への共感や尊厳の傷つきに気が付きにくいの
は、行為者の価値観や経験、性格などの背景がある
場合もあります。物の見方や価値観に世代間ギャッ
プがありうることにも留意しましょう。
　しかしその行為者自身が職位の役割や責任のプレ
ッシャーのために、自分のことで精一杯の場合もあ
るかもしれません。事業所全体や管理の問題に帰す
ることもあるでしょう。上司をサポートする体制、
（新任）職責者研修などを通じて、ハラスメント問
題を学び、ラインケアやピアサポート、セルフケア
などのヘルスケアのための取り組みを学びましょう。
一般職員についても同様です。自分が行為者になら
ないように学習するとともに、被害者にもならずメ
ンタルヘルス不全にもならないように相談の仕方を
含め、自分を守るための研修内容も大切です。
　指導がパワハラと受け取られないか、どのように
指導すれば良いのかと戸惑う声もよく聞かれます。
厚労省のハラスメント対策サイト「あかるい職場応
援団」では、たとえば「自分も相手も尊重する“相
互尊重”コミュニケーションが紹介されています（P45
表参照）。
　言葉にせず「あ・うん」の呼吸で、相手に察して
もらうことでこちらの思いを伝えようと考えること
や「背中を見て育つ」ことにあまり期待はできませ
ん。「やってみせ、言って聞かせてさせてみて、ほめ
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てやらねば、人は動かじ」（山本五十六）は現代でも
通じるでしょう。指導する側は、自分の指導する時
の内容や態様が、こちらの思うように育ってくれな
い部下に対して怒りや不満をぶつけていないか、自
分のストレス緩和としても振り返ってみましょう。
　心理的安全性の高い職場を作ることは、文字通り
職員の心理的安全、安心を高めることに直結してい
ます。もともとは医療安全の分野や生産性向上など
組織理論の考え方ですが、健康で働き続けられる職
場づくりの概念としても、学習し取り組んでいきま
しょう。労使で共同し、就業規則や服務規則に懲罰
規定や防止規定を定め、労働者にわかりやすく伝え
ましょう。

３）患者利用者から職員の場合
　対策として、コミュニケーション向上の重要性の
ほか特にリスクマネジメントが大切となります。『共
通の対策』（P43）の（２）「実態調査の実施」につ
いては、特に在宅分野での発生がどうであるか、調
査を進めましょう。また『共通の対策』（３）「教育
研修活動」については、特に患者利用者からのハラ
スメントを防ぎ、リスクを減らすために、①良好な
コミュニケーションをするための研修が大切です。
積極的で笑顔の挨拶や声掛け、親切な接遇、患者利
用者・家族からの質問や意見（クレーム含め）への
対応の仕方など学ぶことが大切です。②また、ロー
ルプレイなど取り入れての事例研究や対応のトレー
ニングを定期的に行いましょう。『共通の対策』（５）
「相談窓口の設置」についても、調査結果からは職
員間のハラスメントに比べ、何もしないですませる
よりも管理者に報告する割合が高くなります。それ

はそれだけ内容が深刻である可能性があるでしょう。
また自分のケアの仕方の問題ではないかと考え自責
的になる場合や、在宅などは見えにくく気づきにく
い場合などがあります。理解を深め感受性を高めて
早めに気づくことが、防止する上で重要であり、さ
らに相談や報告を上げやすい仕組みづくりが大切で
す。
　この領域の防止のためには、さらに安全な施設環
境を整えることが非常に重要です。施設の明るさ、
音、スペースなどが患者利用者にも職員にも快適で
あること、事例発生時の避難経路の確保、監視カメ
ラや録音機の設置、警備員の配置なども検討します。
　また、こうした対策を進めるために、患者利用者・
家族にも理解と協力を得て、安全安心の環境整備、
体制作りをはかりましょう。質問意見箱のわかりや
すく投書しやすい設置や利用者アンケートなどを通
じて、積極的に改善のヒントを得てそれを実践に移
していく姿勢と体制が大切です。

〈在宅の場合〉
　まずは、発生時の対応や収拾の対応などのマニュ
アルを整備しておきましょう。患者利用者に寄り添
うことは、その暴言や暴力を容認したり職員が一方
的に我慢したりすることではありません。理不尽で
不当なことには毅然と対応することが最終的に双方
のためになります。
　患者利用者や家族の抱える状況を理解し、「共同の
いとなみ」の一環として一緒に対処していくために
は、在宅においても行政と連携し多職種チームで役
割分担をしながら協働で取り組みましょう。閉鎖的
になりがちゆえに、意識的に問題を閉じ込めず解決
していくことが大切です。

表　「自分も相手も尊重する“相互尊重”コミュニケーション」

１．�事実ベースで100％ほめて、一緒に喜ぶ―「頑張ったね」ではほめたことにならない

２．�事実で叱り、解決策は情報共有―具体的な事実の取り上げと失敗＋解決はチームで共有

３．�メンツを気にせず部下に謝る―取り繕わずに謝り、謝る手本を示す

４．�権限移譲する―途中で口出ししない、「まだ早い」「もう遅い」の思い込み捨てる

５．�逆「ホウレンソウ」する―上司のホウレンソウで部下も仕事しやすくなる

出典　厚生労働省　ハラスメント対策の総合情報サイト「あかるい職場応援団」より
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医療機関における暴力・ハラスメント対策マニュアル［12のポイント］

１．病院職員から積極的に患者等とコミュニケーションをとりましょう
２．暴力等を絶対に許さない病院の姿勢を示しましょう
３．患者の症状や状態を把握し、暴力等の発生の誘因を取り除きましょう
４．暴力等の履歴を把握し、事前にチームで対応方法を決めておきましょう
５．発生した事例に基づき、暴力等の対応マニュアルを改訂しましょう
６．暴力等の発生しやすい時間帯や場所を同定し、警備員等による巡回を行いましょう
７．緊急コード、通報手順、報告ルートを確認しておきましょう
８．暴力等の発生時には安全確保を優先し、応援要請を行いましょう
９．あらゆる暴力等を報告できる体制を整えましょう
10．被害者や目撃者への心理的ケアを行う体制を整えましょう
11．暴力等の被害に関する記録や証拠を残しましょう
12．定期的に暴力等の対応のための実地訓練を行いましょう

在宅現場での暴力・ハラスメント対策マニュアル［７つのポイント］

１�．暴力に対するゼロ・トレランス・ポリシーの周知
　�暴力に対して毅然と対応する意思表明をし、周知することで、暴力を発生させないように取り組みましょ
う。

２．スタッフの安全を守る方針と計画を保障�
　�管理者は、スタッフを守る方針と計画があることを保障しましょう。
３．あらゆる暴力を報告する体制
　�小さな暴力でも曖昧にせず、あらゆる暴力をインシデントとして報告するようにしましょう。
４．地域ケア会議等で対応策の検討
　�利用者・家族にかかわっている多職種や関係者とともに対応の具体策を話し合いましょう。地域ぐるみで
考えることが大切です。

５．高リスク時は二人訪問
　�暴力の既往があったり、夜間の訪問が危険な場合には、２人で訪問しましょう。セキュリティサービスの
利用を検討しましょう。

６．防犯ブザーを持つ
　�個人を守るためのなんらかの保護具を持ち運びましょう。手持ちの警報装置と事業所が連動しているシス
テムはより安全です。

７．定期的な研修
　�新人スタッフの雇用時と年に１回は暴力防止のためのトレーニングを実施します。

（引用：三木明子「医療・在宅現場における暴力・ハラスメント対策」民医連医療No.601、2022年）

（参考）
「改正　労働施策総合推進法（パワハラ防止法）」（2019年６月５日）
「医療現場における暴言・暴力等のハラスメント対策について」（2018年２月28日）
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　1980年代以降日本の全産業において、腰痛での休
業は労働衛生上の大きな問題であり、1994年に旧労
働省は『職場における腰痛予防対策指針』を定めま
した。以後、製造業、運輸交通業、建設業において
は順調に腰痛での休業者は減少しました。しかしな
がら、保健衛生業において腰痛での休業は増加の一
途をたどりました。少子高齢社会における介護労働
の現場での作業関連筋骨格系障害（頸肩腕障害・腰
痛）の発生は、1990年代後半より欧米でも日本にお
いても、労働衛生の課題として、また介護・看護現
場における人材確保と離職防止上の課題として認識
されるようになりました。
　厚生労働省は2013年６月には、『腰痛予防対策指
針』を19年ぶりに改訂し、腰痛予防を総合的に実施
するため、リスクアセスメントや労働衛生マネジメ
ントの考え方を導入しました。
　新指針の中では「福祉・医療などにおける介護・
看護作業」は腰痛の多発作業として位置づけられ、
腰痛予防のために発生原因を明らかにし、リスクの
評価と回避・軽減措置の検討と実施を、事業者と労
働者が一体となって取り組む体制づくりを求めてい
ます。
　リスクの回避の中で最も重要な点が、人力による
「抱え上げ」を原則として行わせないことを明記し
たことです。リフトなどの福祉機器を導入し、「ノー
リフティング・ポリシー」の導入を行うことを、事
業者の責務と定めています。介護・看護労働者個人
任せではなく、事業所として福祉機器等の導入が強
調されています。
　民医連においては、職員の健康を守る活動の最大
の重点は「予防」におくこと、筋骨格系障害を防止
する上で人間工学的手法を積極的に導入することを
一貫して追求してきました。さらに、一歩踏み込ん
で「ノーリフティング」の実践・普及を提唱し、2009
年、2012年の全日本民医連の職員の健康を守る交流
集会で大きく取り上げました。『腰痛予防対策新指

針』改定に先立って、民医連職場が全国で組織的に
腰痛予防に取り組んできたことを示しています。そ
の後、病院や施設の建て替え改築時にリフトを導入
したり、ＨＰＨ活動の一環として病院の中でも「ノ
ーリフティング」の活動が普及しました。
　しかし、全国的に見れば保健衛生業では新指針改
定後も労災での腰痛休業は増加し、2020年業務上疾
病発生状況調査では全職種腰痛件数の３割を保健衛
生業が占めています。
　一部の介護事業所では人力による介護が「優しい」
介護であるという認識から福祉用具や機器の使用を
否定する考えがいまだ見られています。機器を使わ
ずボデイメカニクスを駆使した技術での移乗介助こ
そが介護職の専門性だという誤った考え方も根強く
存在しています。また機器使用に慣れていないと時
間がかかることを理由に、福祉機器を使用したがら
ない現状もあります。
　2021年４月の介護報酬改定で、介護職員処遇改善
加算の対象として、「職場環境等要件」として実施を
必要とされる施策として、「腰痛を含む心身の健康管
理」が含まれ、実施項目として「介護職員の身体の
負担軽減のための介護技術の習得支援、介護ロボッ
トやリフトなどの介護機器導入及び研修等による腰
痛対策の実施」と明記されました。
　リフトなどの福祉機器や福祉用具を装備するだけ
で腰痛対策がすすむというものではありません。「ノ
ーリフト」から「ノーリフティングケア」に、福祉
機器や福祉用具を活用しながら、介護の安全性を高
めケアの質を上げることと総合的な腰痛予防を両輪
として進めましょう。『腰痛予防対策新指針』に立ち
返り、介護・看護作業におけるアクション・チェッ
クリスト等を使いながら、リスク評価、危険予知を
できる力を職場でつけること、対象者の残存機能を
活かしながら最も適した移乗介助を行うことができ
るよう作業標準を対象者ごとにつくるなど、総合的
な対策で「腰痛休業者ゼロ」職場を実現しましょう。

作業関連筋骨格系疾患 
（頸肩腕障害・腰痛症）の予防対策４
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１ �介護・看護作業による筋骨格系障害の発生要因

　対象者の移乗介助、排泄介助、入浴介助において、
「抱え上げ」により、労働者の腰部に過重な負担が
かかります。また「不自然な姿勢」による前屈や中
腰、ひねりが繰り返されることにより、頸、肩、腕、
背、腰に筋疲労を蓄積させていきます。
　また介護・看護作業は「人が人を対象として行う」
ことから精神的負担（暴言・暴力、ハラスメント等
を含む）が伴い、長時間不規則労働、夜勤交代制勤
務から引き起こされる疲労の蓄積は、健康状態の回
復を阻害し、筋疲労を増悪させます。

　介護・看護作業においては以下の要因が複雑に関
与しています。
①対象者の要因（自立歩行、立位保持、座位保持が
可能か）

②労働者の要因（性別、身長、体重、経験年数、腰
痛の有無など）

③福祉用具（機器や補助具）の状況（適切な道具が、
適切な量備えられているか）

④作業姿勢・動作の要因（抱え上げの有無、リフト
等、スライディングボード等、スタンディングマ
シーン等の使用で対象者に適した移乗介助ができ
ているか、ベッドの高さ調節をしているか、作業
空間を確保しているか、不自然な姿勢をとる時間
と頻度、対象者ごとの作業標準が策定され、適時
見直しされているか）

⑤作業環境の要因（温湿度、部屋の広さや通路、段
差、設備の配置、休憩室の有無）

⑥組織体制（適正な作業人数、負担の多い業務が特
定の労働者に集中していないか、腰痛を有する労
働者への協力体制、定期的な教育・訓練、指針や
マニュアルづくり）

⑦心理・社会的要因（仕事への満足感や働きがい、
職場・家庭での人間関係、腰痛を感じながら仕事
をするストレス等）

２ �リスクの評価とリスクの回避・低減措置の検討と実施

　厚生労働省の「介護作業者の腰痛予防対策チェッ
クリスト」等を参考にしながら、各職場の状況に応
じたチェックリストを作成し、リスクを評価し、職
場での予防対策をすすめます。
　対象者の残存能力の把握と活用に努め、福祉用具
や機器を利用し、抱え上げずに移乗介助を行うよう
にします。福祉用具の使用ができずどうしても人力
で抱え上げざるを得ない時は複数の人数での介助と
します。
　不自然な姿勢を回避するには、できるだけ対象者
に近づいて、正面から、持ち手つきベルト等の補助
具を活用して姿勢を安定させます。
　労働者が腰部保護ベルトを着用することにより、
腹圧を高め体幹保持力が高まるため腰痛予防に効果
的です。
　対象者にあった介助方法ができているか、福祉用
具や機器の使用方法が適正か、不自然な姿勢での作
業がないかは常に点検・評価をしておく必要があり
ます。定期的な職場巡視での点検と、定期的な教育・
訓練が必要です。

３ �リスクの再評価、対策の見直し

　職場で頸肩腕障害や腰痛の発生が確認された場合
は、担当部署や衛生委員会で対策を再検討すること
が必要です。治療、休業が必要である場合、労働災
害の申請に対応します（基礎疾患を抱えていた労働
者であっても、職場での労働で悪化したと認められ
る場合は、労働災害として対応します）。

４ �健康管理
（１）健康診断
　介護・看護作業に従事する労働者に対しては、配
置の際と６ヵ月に１回の医師による腰痛の健康診断
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を実施することとされています。
　健康診断の項目は、配置前は①腰痛の既往歴、②
自覚症状、③脊柱の検査（脊柱の可動性及び疼痛、
腰背筋の緊張及び圧痛等）、④神経学的検査、⑤脊柱
機能検査（腹筋力、背筋力等）、定期には前述①②。
問診が重要です。
　なお腰椎レントゲンや運動機能テスト等は医師が
必要と認める者については行うことができると変更
され、必須ではなくなりました。

（２）事後措置
　健康診断の結果、産業医の判断で職場管理者、本
人と相談し業務軽減、職場転換や休業の措置をすみ
やかに取ることが重要です。

（３）腰痛予防体操
　腰部を中心とした腹筋、背筋、臀筋等の筋肉の柔
軟性を確保するため、ストレッチ体操を主体とする
こととされています。就業前、休憩時間、就業後等、
適宜実施します。

（４）職場復帰支援
　腰痛は再発する可能性が高い疾病であるため、休
業者が復帰時には就労上必要な措置を講じ、十分に
不安の解消に努めます。段階的な職場復帰訓練が必
要となる場合が多く、本人、職場管理者、産業医、
主治医とで連携・連絡を取りながら職場復帰を行う
ことが大切です。

５ �労働衛生教育等

　作業関連筋骨格系障害に関する知識（原因、発生
要因、リスクの評価、低減措置、予防策、腰痛予防
体操）と日常生活の留意点（睡眠、禁煙、運動習慣、
バランスのとれた食事、休日の過ごし方）について、
入職時教育に位置づけて研修を実施します。以後定
期的な研修が行われることが望まれます。
　看護や介護職の養成課程において、「ノーリフティ
ング」の理念や実技の研修は十分とは言えない現状
の中、移乗介助について様々な「我流」での仕方が
みられます。
　職場として、福祉用具・器具を積極的に使うとい
う職員教育を入職時に行い、習熟のための技術研修
を繰り返し行うことが必要です。

（参考）�
「職場における腰痛予防対策指針」（2020年８月28日）
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リフト

スライディング・ボード

スタンディング・マシーン

スライディング・シート
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　2022年９月、国連障害者権利委員会は障害者の人
権をめぐり、世界標準と国内の大きなギャップが確
認され、その改善に向けた勧告を日本に対して出し
ました。障害を抱えながらも希望をもった生活や社
会参加ができる環境が求められています。
　全日本民医連は、第45回総会において「人権を守
り公正でいのちとケアが大切にされる社会の実現を
めざす」を運動方針としています。コロナ禍で更に
拡大した経済・健康格差に対して、ジェンダー平等、
ＬＧＢＴＱの人への理解を含め、障壁が取り除かれ
る公正な社会であることが求められています。また、
人権や倫理の課題について専門的に取り扱う「人権
と倫理センター」を2023年に設置しました。人権を
守り個人の尊厳と多様性を尊重する組織文化を豊か
に育み、無差別・平等の医療と福祉を実現していく
歩みを更にすすめることが呼びかけられました。
　今回、働きにくさを感じているＬＧＢＴＱの人た
ちへのケア、またコロナ禍でよりケアが必要となっ
た新入職員への対応を新たに加えました。
　ＬＧＢＴＱの人々は様々な健康格差に直面してい
ます。その一番の原因は社会の偏見と差別です。Ｓ
ＤＨの健康格差対策７原則のうち「配慮ある普遍的
対策」の「弱者集団アプローチとして、特に手厚く
対策を取るべき集団」と選定されています。
　新型コロナウイルス感染症の流行は民医連で働く
私たちの日常生活に大きな影響を与えました。影響
を受けたのは、新入職員も同様です。本来経験する
臨地実習が大きく制限され、臨床現場のイメージが
薄い状況で専門職として入職してきます。学生生活
の中で経験するさまざまなコミュニケーションの場
面も少なく他者との関係性構築力が不慣れである場
合もあります。また、入職後の職場においても、「密
にならない」「黙食」といった感染防止対策は職場内
における人間関係構築期間を引き延ばし、孤立を招
く要因になる可能性もあります。
　民医連の事業所で働く職員の約70％が女性であり、

高齢者雇用が年々増加しています。また発達的な特
性や心身の障害などを背景として、周囲と同じ方法
やペースで働くことが難しい職員、病気治療をしな
がら働く職員なども増えてきました。
　2021年に障害者差別解消法が改正され、事業者に
よる障害のある人への「合理的配慮」の提供が義務
化されました。合理的配慮とは、障害があることに
よって生じる困りごとの解消や軽減を図ることです
が、人権を守り公正な社会を目指す私たちは、障害
者にとどまらず、多様な背景をもつ人たちに対する
配慮を行うことも必要です。
　引き続き配慮が必要な背景をもつ職員への対応も
含め、だれもが健康で働き続けられ、活躍できるた
めのヘルスケアへの取り組みを進めましょう。

多様性などに配慮したヘルスケア５

＊�ＳＯＧＩＥ（ソジー）コミュニティの設立と、�
Ａｌｌｙ（アライ）の取り組みについて
　全日本民医連は、人権や倫理の課題につい
て専門的に扱う「人権と倫理センター」を2023
年に設置しました。日本ＨＰＨネットワーク
とも協力しながらＳＯＧＩＥ（ソジー）コミ
ュニティも設立されています。Ａｌｌｙ（ア
ライ）の取り組みを呼びかけています。
　Ａｌｌｙ（アライ）；Ａｌｌｙ＝同盟、味方
という意味で、ＬＧＢＴＱを積極的に支援す
る人のことを指し、差別や不平等の解消、権
利擁護のために共に動いてくれるような人の
事です。６色のレインボーバッジやフラッグ
などでその意思を表明します。
　全日本民医連職員育成部では、ダイバーシ
ティ学習動画（ジェンダー、ＬＧＢＴＱ、包
括的性教育、マイクロアグレッション、心理
的安全性等）や学習資料をホームページ職員
専用ページ・きらり看護職員専用ページに掲
載しています。◆全日本民医連（min-iren.
gr.jp）◆職員専用のページ―きらり看護―全
日本民医連（kirarikango.com）
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１　�女性労働と健康
１）女性ホルモンとライフステージ
　民医連職員の約70％が女性職員です。そして女性
でも医師・看護・介護などの職種では夜勤を含む交
替制勤務者が多いことが特徴です。女性には特有の
健康課題があります（厚労省の図）。ライフステージ
や女性ホルモンの影響によって罹りやすい病気や症
状があることを、男女共に理解しておくことが大切
です。女性が働きやすい職場は、誰でもが働きやす
い職場づくりにつながっていきます。
　1994年にカイロで行われた国際人口会議で「セク
シュアル・リプロダクティブ・ヘルス＆ライツ（Ｓ
ＲＨＲ）」（性と生殖に関する健康と人権）が提唱さ
れました。「女性と健康」についての国際的な運動の
高まりな中で生まれ、女性が生涯人間として健康管
理できること、女性の自己決定権など「女性の基本
的人権」として確認されています。日本では内閣府・
男女参画会議の基本方針として明記されています。
その実現のためにも女性特有の症状、特徴を男女が
共有していくことが重要です。

２）月経・生理
　個人差はありますが、初潮の平均年齢は12歳、閉
経は50歳です。一生で450〜500回生理（月経）があ
ることになります。それに伴い思春期から性成熟期
にかけて、月経痛、ＰＭＳ（月経前症候群）、子宮内
膜症、子宮筋腫など月経や女性ホルモンの増加によ
りおこる症状が増えています。子宮内膜症は適切な
治療をしないと不妊の原因になるといわれています。
　月経に伴う不調は、働く女性の一番の課題です。
月経前・中に「何らかの不調を感じている」人は、
20歳代で80％以上、30歳代で70％以上といわれてい
ます（内閣府男女共同参画局「男女の健康意識に関
する調査」2018年）。しかし、異常を感じていても
「何もしていない」人が多いのが現状です。
　不調を緩和できる薬の服用や子宮や卵巣の病気の
発見のために早めに婦人科を受診しましょう。鎮痛
剤だけでなく、低用量ホルモン剤（ピル）の服用や
漢方治療もあります。また、生理日に著しく就業が
困難な場合には、休暇を請求できることは労働基準
法で決まっている権利です。

小児期 思春期 性成熟期 更年期 老年期

初経
平均12.3歳

閉経
平均50.5歳

出
産

出
産

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

▶ 妊娠・出産

▶ 月経困難症 ▶ 更年期障害

▶ 月経前困難症・月経不順・無月経
▶ 月経前症候群（PMS）

▶ 子宮内膜症

▶ やせ

▶ 乳がん

▶ 子宮頸がん

▶ 甲状腺の病気

▶ うつ

▶ 子宮体がん
▶ 卵巣がん

摂食障害（拒食・過食）

女性ホルモン分泌量

皮膚の乾燥、粘膜の萎縮、泌尿器の病気

▶ 子宮筋腫

▶ 不妊

▶ 貧血

▶ 流産・死産

性感染症

骨粗しょう症
アルツハイマー・認知症

生活習慣病

� （厚生労働省「働く女性の応援サイト」より）
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３）更年期障害
　更年期は女性ホルモンの減少により、「更年期障
害」や日常生活に影響するような「障害」とまでは
いかないまでも、ホットフラッシュや「つかれやす
い」「肩こり・腰痛」「イライラする・怒りやすくな
る」「寝つきが悪い・または眠りが浅い」などの症状
が見られます。症状の種類も程度も個人差が大きい
のですが、仕事や生活の質に影響することも多くあ
ります。一般的には45〜55歳くらいが対象になりま
す。この年代は、仕事の上でも経験をつみ、責任あ
る役割となっていることも多く、働く人にとっても、
職場にとってもきちんと対処することは重要なテー
マとなっています。更年期の症状が疑われるときは
早めに受診することが大切です。治療により症状を
軽くすることができるし、他の疾患の早期発見につ
ながることもあります。
　職場全体でも更年期について基本的な情報を共有
していきましょう。そして男性を含め体調の悪いと
きには休みやすい制度の検討が必要です。

自覚のある更年期症状の内訳　　n＝850　※更年期世代（45～55歳）で自覚症状のある方

疲れやすい

肩こり、腰痛、手足の痛みがある

汗をかきやすい

怒りやすく、すぐイライラする

寝つきが悪い、または眠りが浅い

くよくよしたり、憂うつになることがある

腰や手足が冷えやすい

頭痛、めまい、吐き気がよくある

顔がほてる

息切れ、動悸がする

「働く女性の健康に関する調査結果レポート～更年期症状を中心に～」ドコモ・ヘルスケア調べ　2018年９月
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４）妊娠・出産・不妊治療（流産・死
産）

　妊娠・出産に伴って体に様々な変化が現れます。
妊娠全期間を通して「疲れやすい」「立ち眩み」など
があげられ、妊娠初期には「つわり」「頻尿」「流産
しやすい」などの症状が多くみられます。横になれ
る休憩場所の確保やチーム体制の整備をしておきま
しょう。また、妊娠中期では「腰痛予防」「貧血対
策」「流早産の予防」のために立ち作業や歩行の継続
は避けることが必要です。産休の開始時期、復帰時
期の相談を開始しましょう。
　妊娠後期は足元が見えにくかったり、バランスを
崩しやすくなります。夜間の睡眠が浅くなり睡眠不
良となることがあります。就業中に時折、休憩や運
動ができるような配慮をしましょう。
　産後はマタニティブルーや産後うつが出る時もあ
ります。また、乳房の痛み、夜間授乳による睡眠不
足、育児と家事の両立の負担が大きくなる時期です。
職場復帰時期の相談時には搾乳場所、母乳冷凍保存
のための冷蔵庫などの設備、体調の復調に合わせた
勤務への配慮を心がけましょう。
＊母性健康管理指導事項連絡カード（母健連絡カー
ド）2021年７月に改正

　「母健連絡カード」は、医師などの女性労働者への
指示事項を適切に事業主に伝えるためのツールです。
働く妊産婦が医師などから通勤緩和や休憩等の指導
を受けた場合、指導内容を事業主に伝えられるよう
に利用します。
　不妊治療は通院回数が多くスケジュール管理も厳
しいため、働きながら続けていくことが困難な状況

です。事業所によっては「不妊治療休職・休暇制度」
「治療費の補助」をしているところもあります。有
給休暇の時間単位での取得やフレックスタイムや時
差出勤などの制度が不妊治療で使用できる場合もあ
ります。厚生労働省「不妊治療連絡カード」も活用
できます。

不妊治療を受けながら働き続けられる職場づくりのためのマ
ニュアル（2021年厚労省）
https://www.mhlw.go.jp/bunya/koyoukintou/pamphl�
et/dl/30k.pdf

５）がん
　20歳代後半から50歳代前半までがんの罹患率は女
性が男性を上回っています。そして、がんの治療を
行いながら働く人も増えています。厚労省では、「治
療と仕事の両立支援のためのガイドライン」を発行
しています。生涯で乳がんに罹患する確率は９人に
１人と言われています。早期発見・治療が必要です。

「不妊治療と仕事の両立に係る諸問題についての総合的調査」厚生労働省 平成29年度
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６）貧血（かくれ貧血）
　20－40代の女性の65％が貧血または「かくれ貧血」
と言われています。日本の女性の鉄分摂取は、必要
量の６割くらいしかとれていません。貧血は様々な
体の不調を生み、妊娠中の女性の貧血は低体重児出
産や死産が増えるといわれています。鉄分補給を心
がけるとともに、タンパク質をとることが必要です。

生理休暇（労働基準法）

（１）母性健康管理（労働基準
法「母性保護規定」、男女雇用
機会均等法「母性健康管理の
措置」）労働基準法における母
性保護規定

①産前・産後休暇（法第65条第１項及び第２項）
②妊婦の簡易業務転換（法第65条第３項）
③妊産婦等の危険有害業務の就業制限（法第64条の
３）
④妊産婦に対する変形労働時間制の適用制限（法第
66条第１項）
⑤妊産婦の時間外労働、休日労
働、深夜業の制限（法第66条
第２項及び第３項）
⑥育児時間（法第67条）
⑦罰則

（２）男女機会均等法における母性健康管理措置
①保健指導又は健康診査をうけるための時間の確保
（法第12条）
②指導事項を守ることができるようにするための措
置（法第13条）
③妊娠・出産を理由とする不利益取扱いの禁止（法
第９条）
④職場におけるセクシャルハラスメント対策（法第
11条）

（３）育児・介護休業法
①育児休業制度
　2022年度４月から段階的に法
改正が実施されています。「産
後パパ育休」制度の創設が最も大きな変更点です。

２　�高齢労働者

　日本の高齢化は世界に類を見ない速度で進行して
おり、この影響は労働現場でも急速に表れています。
このような状況下で、労働者の定年延長や退職者の
再雇用の促進は、労働現場での高齢労働者の割合を
急速に高めることにつながっています。
　「高年齢者等の雇用の安定等に関する法律」では、
高年齢者の年齢を55歳以上と定めています。一方国
連では、高齢者は60歳以上と定義しています。厚労
省の資料によると、雇用者全体に占める60歳以上の
高齢者の占める割合は、18.2％となっています（2021
年）。全日本民医連職員も年齢構成からみて高年齢
層が増加傾向となっています。
　医療・介護の現場では、現役世代の人材不足の中、
高齢化率がピークを迎える地域ではより一層高齢労
働者の増加が予想されます。

　高齢労働者は、災害発生率が若年労働者に比べて
高くなっており、年齢階層別の年千人率をみると、
50歳代では30歳代の1.5倍となり、60歳以上ではさら
に高くなっています。この結果、労働災害による休
業４日以上の死傷者数に占める60歳以上の高齢者の
占める割合は、25.7％と高値となっています（P56　
図１）。また、高齢労働者は、若年労働者に比べて被
災した場合にその程度が重くなるという傾向があり
ます。特に転倒は、高年齢になるほど労働災害発生
率が上昇し、高齢女性の転倒災害発生率は特に高い
状況です（P56　図２）。

　高齢労働者は一般に、豊富な知識と経験を持って
いること、業務全体を把握した上での判断力と統率
力を備えていることなどの特徴があります。一方、
役職定年等により役割変化によるモチベーションの
低下や、医療・介護の経験がない高齢労働者の増加
による就業上の困難も表面化しています。また、加
齢に伴い運動機能の低下、視聴覚・認知機能の低下
が現れ、労働災害発生の要因の一つとなっています
（図３）。
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図２　高齢労働者の労働災害の特徴
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データ出所：労働者死傷病報告（令和３年）
　　　　　：労働力調査（基本集計・年次・2021年）
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※平成23年は東日本大震災の影響により被災3県を除く全国の結果となっている。

資料出所：労働者死傷病報告
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◆ 雇用者全体に占める60歳以上の高齢者の占める割合は18.2%（令和３年）
◆ 労働災害による休業4日以上の死傷者数に占める60歳以上の高齢者の占める割合は25.7%（同）

図１　高齢者の状況と被災状況

【出展：厚生労働基準局「令和３年高年齢労働者の労働災害発生状況」】
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　今後、ますます労働者の高齢化が進むものと予測
され、高齢労働者の労働災害を防止することは、最
も重要な課題の一つです。加齢に伴う心身機能の低
下、新しい機械・技術への対応、若年労働者とのコ
ミュニケーションのあり方等を考慮して、機械設備・
作業環境・作業方法の改善、健康の保持増進、快適
な職場環境の形成、安全衛生教育の実施などの対策
に取り組みましょう。
　事業所に求められる具体的な取り組みについて以
下に記載します。

①安全衛生管理体制の確立等
　経営トップ自らが安全衛生方針を表明し、担当す
る組織や担当者を指定するとともに、高齢労働者の
身体機能の低下等による労働災害についてリスクア
セスメントを実施しましょう。

②職場環境の改善
　照度の確保、段差の解消、補助機器の導入等、身
体機能の低下を補う設備・装置の導入などハード面
の対策とともに、勤務形態等の工夫、ゆとりある作
業スピード等、高齢労働者の特性を考慮した作業管
理などのソフト面の対策も実施しましょう。

③高齢労働者の心身の健康や体力の状況の把握
　健康診断や体力チェックや面談等により、事業者、
高齢労働者双方が当該高齢労働者の心身の健康や体
力の状況を把握しましょう。

④高齢労働者の心身の健康や体力に応じた対応
　健康診断や体力チェックや面談等により把握した
個々の高齢労働者の心身の健康や体力の状況に応じ
て、安全と健康の点で適合する業務をマッチングす
るとともに、集団及び個々の高齢労働者を対象に身
体機能の維持向上に取り組みましょう。

⑤安全衛生教育
　充分な時間をかけ、写真や図、映像等文字以外の
情報も活用した教育を実施するとともに、再雇用や
再就職等で医療・介護経験のない業種や業務に従事
する高年労働者には、特に丁寧な教育訓練を行いま
しょう。
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�転倒予防対策の一環として、下記３点を�
参考にしてください。

①転倒リスクチェック

②運動プログラムの導入等：労働者の身体機能低下
を抑制し、転倒災害を予防する。

＊転倒災害防止のた
めの身体機能向上
セミナー

＊毎日３分でできる転
びにくい体を作る職
場エクササイズ

③骨粗しょう症健診の受診勧奨
　特に高年齢女性に対して、職場や自治体の「骨粗
しょう症検診」の受診を勧奨

エイジフレンドリー補助金のご紹介

（高年齢労働者のための職場環境の改善に要した費
用の一部を補助）
　該当事業者：高年齢労働者（60歳以上）を常時１
名以上雇用している、かつ労働保険に加入している
　医療・福祉：労働者数100人以下
　資本金・出資総額：5,000万円以下
　補助金額：高年齢労働者のための職場環境改善に
要した経費　補助率1/2、上限額100万円

３
　�障害（特性）のある人�
発達的な特性や心身の障
害等を背景にもつ職員

　誰でも得意なことや苦手なことはありますが、な
かには、発達的な特性や心身の障害などを背景とし
て、周囲と同じ方法やペースで働くことが難しい職
員もいます。
　近年、「発達障害」という言葉が広く知られるよう
になりました。職場でも、診断や障害者手帳を有し
ている職員や、診断や手帳は有していないもののそ
の傾向のある職員が増えています。生まれつき能力
に凸凹があるために、「指示が伝わりにくい」「不注
意によるミスが多い」「協調性が乏しい」「臨機応変
な対応が難しい」など、仕事をするうえで様々な課
題や困りごとを抱えていたり、上司や同僚など、一
緒に仕事をする周囲の人にも、「業務内容の指示や業
務の進捗管理に手間がかかる」「トラブルの処理に時
間がとられる」などの影響が生じることもあります。
　発達障害は、外見から課題がみえにくく、特性の
強さや、症状の現れ方の個人差が大きいことから、
「怠けている」「反抗的だ」「努力が足りない」「性格
の問題だ」などの誤解を受けやすかったり、本人も
周囲も課題の背景に気づきにくいことがあります。
職場でのコミュニケーションや、業務の遂行がうま
くいっていないと感じたときに、これらの背景が隠
れている可能性を考慮する視点を持つことで、対応
のヒントが見つかることもあります（図１）。
　発達障害は、人とのコミュニケーションが苦手な
「自閉スペクトラム症」、注意が持続できなかったり
衝動性が高い注意欠如・多動症「ＡＤＨＤ」、読み書
きや計算などが極端に苦手な限局性学習症「ＬＤ」
の３つのタイプがあり、複数のタイプを併せもつ人
もいます。しつけや本人の努力不足の問題ではなく、
生まれつき脳の働き方が違うことによる特性です。
スペクトラムとは、「連続している」という意味で、
誰もがスペクトラム上に位置づいており、診断はつ
かないものの、その傾向をもつグレーゾーンの人も
います。また、本人の特性と、職場環境や仕事の内
容とのマッチングによっても、仕事場面で生じる困
りごとの大きさやあり様は変わってきます。
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１）職場における発達的な特性を持つ
職員への対応

（１）事例性をあつかう
　職場での対応を考える際には、障害（病気）なの
か否かという点（疾病性）に注目しがちですが、職
員の（特性的な）言動によって、どのような業務内
容や遂行に困りごとが生じているのかを具体的に整
理し、それぞれの特性や状況に応じた工夫を検討す
る視点（事例性）が大切です。

（２）環境を工夫する（環境調整）
　特性があっても、職場環境や指示の出し方等を工
夫することで、困りごとを減らすことは可能です。
例えば、複数のタスクを同時にこなすことや、大き
なタスクを段取りよく進めることが難しい職員の場
合は、指示は一つずつ具体的に伝えること、業務の
目的や、段取り、見通しを丁寧に示すこと、進捗を
確認し合えるツールを活用することなど、少しの工
夫を加えることで、仕事での困りごとが軽減し、取
り組みやすくなることもあります。また、感覚過敏
などの症状により、仕事に集中しにくい、過度に疲
れてしまうなどの困りごとが生じている場合は、席
の配置、耳栓の活用など、本人と話し合いながら、

落ち着いて仕事に取り組める環境づくりを工夫する
ことで、仕事のパフォーマンスが向上したなどの効
果をあげている職場もあります。

（３）長所を伸ばし褒める
　発達的な特性をもつ職員のなかには、周囲と同じ
やり方、働き方ができないことで、自信をなくし仕
事に対して強い不安を感じていたり、失敗を過剰に
引きずることで仕事が止まってしまう人もいます。
職場での対応においては、本人の得意なこと、でき
たことをしっかり評価し褒めること、長所を伸ばす
視点をもつことも、とても大切です。得意なところ、
できたところに注目し評価することで、当該職員は、
自信をもって業務に取り組みやすくなったり、失敗
しても気持ちを切り替え、次の業務や作業に取り掛
かりやすくなることがあります。

（４）サポートを活用する
　特性を持つ職員が、仕事上の困りごとやうまくい
かなさを整理したり相談できる場として、サポート
資源につながることも大切です。職場の身近な資源
として、健康管理室や相談室を利用することも、助
けになる可能性があります。また、当該職員と一緒
に仕事をする上司や同僚へのサポートも大切です。
状況を整理したり、対応の手立てを探す手助けとし

   発達的な特性をもつ当事者 一緒に仕事をする周囲の人
（上司、同僚など）

職場で起こり
やすい困り事

・指示が伝わりにくい
・不注意によるミスが多い
・場の空気が読めず、そぐわない言動をしてしまう
・協調性が乏しい
・本質的でないところへのこだわりが強い
・臨機応変な対応が難しい
・周囲の音や光が気になり、仕事に集中できない
・感情的になりやすい

・指示、指導に時間や手間がかかる
・ミスやトラブルの対応に追われる
・チームで対応する業務を任せにくい
・ こちらの意図と異なる受け止め方をされてし

まうことがあり、コミュニケーションがとり
づらい

こんな気持ちに
なりやすい

・自信が持てない
・強い不安感を感じる
・自分が変だと感じ、孤立する
・理解してもらえない
・状況が分からず、怖い
・生きづらい

・対応の難しさを感じ、悩んでしまう
・疲弊する
・「怠けている」、「努力不足だ」と誤解してしまう

図１　職場で起こりやすい困り事
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て、健康管理室、相談室等のサポート資源を上手に
活用し、専門家のコンサルテーションを受けること
も一助となる可能性があります。しばしば、当該職
員よりも上司や同僚などの周囲の人が困り感を強く
感じていることがあります。このような場合は、困
り感を強く感じている人からサポートにつながるこ
とをお勧めします。当該職員をサポートにつなぐ場
合は、本人もその必要性を理解し、納得してつなが
れるよう丁寧な対応が求められます。こうした対応
も、上司や同僚などの周囲の人が先にサポート資源
につながることで、専門家と相談しながら進めてい
けると安心です。

２）障害をとりまく背景と合理的配慮
の提供

障害のとらえ方の変化（医学モデル→社会モデルへ）
　2021年５月に障害者差別解消法が改正され、公布
から起算して３年を超えない範囲で施行することと
されています。これまで障害は、個人の心身機能の
障害であり、個人の問題としてとらえられてきまし
た（医学モデル）。一方で、近年、これらは、社会と
の接点を通してでてくる問題ととらえ、個人の問題
ではなく、むしろ障害のない人が前提に作られてい
る環境や社会の仕組みに問題があるという考え方（社
会モデル）が広がってきています。この社会モデル
の考え方は、改正障害者差別解消法の基盤となって
おり、障害のある人が、直面している社会的な障壁
をなくし、障害の有無に関わらず、同じ前提に立て
る社会を目指すことを理念としています。

３）障害の定義
　障害者差別解消法では、障害者を「身体障害、知
的障害、精神障害（発達障害を含む）、その他の心身
の機能の障害があるものであって、障害及び社会的
障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な
制限を受ける状態にあるもの」と定義されています。
障害者手帳の有無に関わらず、精神障害等を発症し
治療しながら働いている職員や、難病やＬＧＢＴ等
を背景にもつ職員も対象となり、幅広い概念である
ことを理解しておく必要があります。

４）合理的配慮の提供義務
　改正障害者差別解消法では、これまで民間企業で
は努力義務に留まっていた「合理的配慮の提供」が、
義務化されました。「合理的配慮の提供」とは、「障
害者（身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を
含む）、その他の心身の機能の障害があるものから社
会的障壁の除去の意思表明があった場合、事業場は、
負担が荷重でない限り、社会的障壁の除去の実施に
ついて、必要かつ合理的な配慮を行うこと」とされ
ています。職場での対応においては、「できる／でき
ない」の二元論ではなく、双方の建設的な対話が大
切とされています。
　当該職員が希望する配慮の提供が、どうしても難
しい場合は、その事情も含めて丁寧に説明し、本人
の希望に沿った代替案を提示する必要があります。
「前例がないから…」「あなただけ特別扱いできない
から…」などは、職場が配慮を提供しない合理的な
理由にはなりません。不足していても過剰でも「合
理的である」とは言えません。特別な便宜をはかる
ことや、障害者を優遇する権利を主張するものでは
ないこと、障害の有無に関わらず、誰もが平等に機
会が与えられ、安心して働ける職場環境づくりのた
めの取り組みであることを、しっかりと理解したう
えで、対話を重ねながら進めていくことが大切です
（図２、図３）。
　また、入職後に障害が発覚した場合でも、職場は、
合理的配慮を提供する義務があります。職場は、当
該職員が、前述の障害の定義に該当することを把握
した時点で、職場において支障となっている事情の
有無、合理的配慮の必要性を遅滞なく確認する必要
があるとされています。
　これらの対応は、事業場において、法令遵守の観
点からも重要な課題です。法的な整備が進むなか、
職場に求められる対応の範囲が変化していく可能性
もあるため、最新の情報にアンテナをはり、知識を
アップデートしていくことが求められます。「合理的
配慮指針（厚生労働省）」や、「合理的配慮事例集（厚
生労働省）」「合理的配慮サーチ（内閣府）」「障害者
雇用事例リファレンスサービス（内閣府）」は、基本
的な知識を確認したり、対応の具体的なイメージを
描くのに役立ちます。民間支援施設等から、職場で
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の対応をわかりやすくまとめたガイドブックやツー
ルが公開されているものもあります。このような資
料やツールを上手に活用することも、一助となる可
能性があります。
　また、合理的配慮の提供には、一緒に仕事をする
上司や同僚はもちろんのこと、組織全体の理解や意
識の向上が不可欠です。周囲の人の理解や共感的な
態度は、当該職員にとって、何ものにも代え難い大
きなサポートとなります。当該職員が所属する現場
のみで、判断、対応するのではなく、組織が取り組

むべき大切な課題として、組織全体で議論し、対応
を進めていくことが大切です。
　これらの対応は、人手不足で忙しい日常のなかで
は、手間がかかり、大変な側面もあるかもしれませ
ん。しかしながら、こうした視点は、発達的な特性
や障害の有無に限らず、誰もが安心して働くことが
でき、活躍できる職場づくりにつながります。視力
が悪い職員がメガネをかけ、足を怪我した職員が車
椅子を使うように、職員一人ひとりの状況や背景を
理解し、職場でできる工夫を一緒に考えることは特

困難さ 合理的配慮

精神障害 ・ 久しぶりに仕事復帰するため、通勤時の満員
電車や体力面に不安がある。

・時短勤務や出勤時間調節

発達障害

・ 口頭の指示理解だけでは誤解やミスにつなが
りやすい

・ 周囲の音や人通りが気になり、注意集中が持
たない

・ 業務によっては過集中になり、疲れがたまっ
てしまう

・ 写真や図入りのマニュアルの作成等、視覚的
な補助資料の活用

・人通りの少ない席の配置
・耳栓の使用を認める
・タイマーを使用し、定期的に小休止を入れる

高次脳機能障害 ・見たことや聞いたことをすぐに忘れてしまう ・作業を定式化し、メモリーノートを活用する

難病
・体温調節が難しい関節の痛みがある ・ひざかけやヒーター、扇風機などを用意

・ 立ち作業が必要な仕事や重量物を扱う仕事は
免除

身体障害 ・職場内の段差等、移動に困難がある ・スロープやエレベーターの設置
・業務内容の調整

図３　合理的配慮具体例

相談・確認
本人やご家族・支援者から、配慮を求める意思表明を受ける
職場から本人に対して、働くうえで支障となっている事情を確認する
（相談窓口の設置など）

話し合い 本人と職場とで、どんな配慮ができるか相談・検討する

配慮の実施 どんな配慮を実施するか、本人と職場で合意した上で実施する

見直し・改善 配慮を実施したあとも、定期的に見直しや改善をする

ステップ

1
ステップ

2
ステップ

3
ステップ

4

図２　合理的配慮の進め方

松為信雄（監）職場での合理的配慮ガイドブック（株式会社ＬＩＴＡＲＩＣＯパートナーズ）。図を一部改変
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別なことではありません。こうした職場や組織の姿
勢が、職員一人ひとりの多様性を認める文化や、組
織の力につながります。

参考文献）
「合理的配慮指針」厚生労働省
「合理的配慮指針事例集【第３版】」厚生労働省
　松為信雄（監）「職場での合理的配慮ガイドブック」株式
会社LITARICOパートナーズ

４
 �ガン・透析など治療を受け
ながら働く労働者への配慮
（両立支援）

　2013年の国民生活基礎調査では、労働人口の３人
に１人が何らかの疾病を抱えながら働いていること
が推計されました。以前は「不治の病」とされてい
た疾病（がん等）においても生存率が向上し、「長く
付き合う病気」へと変わりつつあります。疾病や障
害を抱える労働者の中には、仕事上の理由で適切な
治療を受けることができない場合や、疾病に対する
労働者自身の不十分な理解、職場の理解・支援体制
不足により、離職に至ってしまう場合もみられるこ
とが社会的な課題となり、2016年２月に厚生労働省
から「事業場における治療と職業生活の両立支援の
ためのガイドライン」が公表されました。
　ガイドラインのなかでは、①勤務情報を主治医に
提供する際の様式例、②治療の状況や就業継続の可
否等について主治医の意見を求める際の様式例、③
職場復帰の可否等について主治医の意見を求める際
の様式例、④両立支援プラン／職場復帰支援プラン
の作成例が示されています。疾病については、執筆
時点では、がん、脳卒中、肝疾患、難病、心疾患、
糖尿病について留意事項が示されています。ガイド
ラインに示されていない疾病（高血圧、脂質異常症、
慢性腎臓病など）についても積極的に両立支援に取
り組みましょう。
　事業場として、働きながら通院・治療継続できる
ように配慮しましょう。産業医だけでなく、主治医
の意見も聴取することが重要です。労働者が相談し
たい場面で適切に相談できるような環境を作りまし
ょう。自分のまわりに体調不良者がいるとわかった

場合、上司などに相談し、衛生委員会のメンバーや
産業医と連携しましょう。

５　ＬＧＢＴＱ
　渋谷区の同性パートナーシップ証明書発行（2015
年）を皮切りに、パートナーシップ制度＊１を導入す
る自治体は328、人口カバー率は70.9％（2023年５月
現在）と広がっており、2023年東京レインボープラ
イド＊２参加数20万人を超える等、各業界でも様々な
取り組みが進んでいます。その一方で、まだまだＬ
ＧＢＴＱに対する理解が進んだとは言えない無理解
な発言や対応が問題となっており、偏見や誤解の多
い社会と言えます。カミングアウトしている当事者
は4.3％という調査結果＊３もあり、多くのＬＧＢＴＱ
当事者はその人がしたい時にカミングアウトすると
いう選択がとれず、セクシュアリティ＊４は目に見え
ないアイデンティティと言えます。また、パワハラ
関連法案の改正によって、ＳＯＧＩハラスメント＊５

防止対策も企業に義務付けられました。
　ＮＰＯ法人虹色ダイバーシティの調査によると、
ＬＧＢＴＱ当事者は非当事者に比べて求職時の困難
を抱える割合が高く、勤続意欲の低下の割合が高く、
差別的な発言を受ける割合が高いことが報告されて
います。患者のみならず、当事者職員も困難を抱え
ている割合が高く、ＬＧＢＴＱの人々の健康問題に
おいて社会的影響、とくにスティグマによる影響は
大きいと言えます。
　性的マイノリティについて受診環境を整えるのと
同時に、多様なセクシュアリティの人々が働きやす
い職場環境づくりも進めていくことは大変重要です。
　また、セクシュアリティは、個人に属するもので
あり、社会や制度、医療や家族などから、強要され
たり、押しつけられるものではないという認識が世
界的に高まっています。
　セクシュアリティの代表的な構成要素として、身
体的性別、性自認、性的指向、性別表現などがあり
ます。男女に２分されるものではなく、単純な組み
合わせ理論で決まるものではなく、人それぞれ無限
にアイデンティティは存在します。セクシュアリテ
ィを決めるのは、ほかでもない自分自身です。ほか
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の人の性を勝手に決めつけないようにしましょう。

１）SOG I（ソジ・ソギ）とLGBTQに
ついて

　「ＳＯＧＩ」とは、性的指向（Sexual Orientation）・
性自認（Gender Identity）を表す言葉です。ＬＧＢ
ＴＱの人だけでなく、すべての人に関わる概念です。
更に、性表現（Gender Expression）を加えた、ＳＯ
ＧＩＥ（ソジー）という言葉も使われています。
　「ＬＧＢＴＱ」とは、レズビアン、ゲイ、バイセク
シュアル、トランスジェンダー、クエスチョニング
／クイアの頭文字をとった言葉で、性的マイノリテ
ィの総称として使われる言葉です。その他にも、ア
セクシュアル（無性愛者）、パンセクシュアル（全性
愛者）、性自認が男性または女性の一方ではないＸジ
ェンダーの方などもいます。また、性的マジョリテ
ィの人たちにも名前がついており、出生時の性と性
自認が一致しているのは「シスジェンダー」、異性を
性愛の対象とするのは「ヘテロセクシュアル」と言
います。
　大切なのは、言葉をたくさん知っていることより
も、セクシュアリティは多様であり、ＬＧＢＴＱと
そうじゃない人と分けるのはなく、シスジェンダー・
ヘテロセクシュアルの人も多様な性のあり方の一つ
であって、どんなセクシュアリティの人であっても
そのことで不当に扱われず、個人として尊重される
ようにしていくことです。

２）なぜ「ＬＧＢＴＱ」とあえて「集
団を特定して」学ぶ必要があるのでし
ょうか？

　ＬＧＢＴＱの人々は、さまざまな健康格差に直面
しており、一番の原因は社会の偏見、差別と言えま
す。かつては犯罪として扱われ、2018年まで医学的
に疾患＊６とされた歴史はＬＧＢＴＱの人々に対する
大きなスティグマを残しました。スティグマは「ラ
ベリング、ステレオタイプ、分離、社会的ステイタ
スの喪失と差別が、社会的・経済的・政治的権力の
もとで可能となる状態」であり、自己の存在に対す
る否定的な態度につながる当事者本人にも取り込ま

れるセルフスティグマもあります。更に現在日本で
は同性婚が認められず、婚姻すると得られる権利を
享受できないなど、ＬＧＢＴＱの人々は数多の不利
益にさらされています。
　ＬＧＢＴＱは、ＳＤＨ（健康の社会的決定要因）
の健康格差対策の７原則のうち「配慮ある普遍的対
策」の「弱者集団（脆弱な集団）アプローチとして、
とくに手厚く対策を取るべき集団と選定されていま
す。また日本プライマリ・ケア連合学会においても
リスクの前段階である脆弱性に着目し、リスクの集
積しやすい、社会的に不利な立場にあるものへの重
点的な介入の必要性を指摘しています。脆弱性とは、
その人々自身に問題があるのではなく、取り巻く社
会的枠組みがそうさせており、社会が変われば、Ｌ
ＧＢＴＱの人々が置かれている状況に変化が起きる
可能性があります。

＊�１　パートナーシップ制度は、婚姻とは異なり法的効力
はなく、婚姻で得られる権利（扶養者控除、配偶者控
除、相続など）が得られない点には注意が必要です。

＊�２　レインボープライドとはＬＧＢＴＱの人々の人権と
尊厳を訴えるイベントで全国各地で開催されるようにな
ってきている。

＊�３　ＬＧＢＴ総合研究所調べ　2016/5/19－21実施
＊�４　セクシュアリティ（sexuality）とは、性の権利宣言
で下記のように定義されていて、すべての人に関わる非
常に広い概念です。

　�　「セクシュアリティ（性）は、生涯を通じて人間であ
ることの中心的側面をなし、セックス（生物学的性）、
ジェンダー・アイデンティティ（性自認）とジェンダ
ー・ロール（性役割）、性的指向、エロティシズム、喜
び、親密さ、生殖がそこに含まれる」

　�引用：Microsoft Word-DSR_Japanese_FINAL_R1027MI�
KI.docx（worldsexualhealth.net）

＊�５　労働施策総合推進法改正により、ＳＯＧＩハラスメ
ント（相手のＳＯＧＩに関する侮辱的な言動をするこ
と）やアウティングがパワーハラスメントに該当するこ
とが示されました。大企業は2020年６月から、中小企業
は2022年４月から、方針策定、周知・啓発、相談体制整
備などの防止対策が義務化されています。

＊�６　ＷＨＯ（世界保健機関）では、“性同一性障害”が
「国際疾患分類」のICD-10の中で「精神および行動の生
涯」として分類されていました。しかし2018年６月に最
新版ICD-11を公表し「性保険健康関連の病態」に分類
され、Gender incongruence性別不合という名称に代わ
る事になり、精神の障害ではないということが、国際的
に示されました。
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職場での取り組みについて
①性的指向・性自認で差別しない方針を明文化し、
内外に公表する。ＳＯＧＩハラスメント許さな
いという姿勢を示すことが重要です。

②職員教育を行う
　ＬＧＢＴＱについて学ぶことは、異文化感受性
を育み、セクシュアリティに限らず身近に存在
している多様性について気づく１つの大きなき
っかけになり得ます。また、自分自身について
も深く知れるきっかけとなり、これまでの男女
二元論のジェンダー規範から解放され、自分自
身も相手もより大事にできるようになります。

　多様性の享受には「知識」と「意識」が重要で
す。性的少数者を取り巻く状況は変わっていき
ます。言葉が持つ意味やニュアンスも変化して
いきますので、その都度、確認・更新をしてい
きましょう。

③施設がＡｌｌｙだということを可視化する。
　（例：待合室のパンフレットや書籍、掲示物にＬ
ＧＢＴＱ関連のものを置く、レインボーフラッ
グを掲げる、職員の名札にＡｌｌｙバッジをつ
ける、ホームページにその旨を掲載するなど）

④性的指向・性自認を推測せず、ジェンダーに中
立な言葉をつかう。

　（例：「彼氏」「彼女」でなく、「恋人」「パートナ
ー」を使う）

⑤セクシュアリティに関しても守秘義務を守る、
アウティング＊７をしない（患者のその他の診療
情報と同じように守りましょう）。

⑥患者が希望すれば法律上の親族でなくても面会、
病状説明の同席や手術などの同意書にサインで

きるようなルールを定め、ホームページなどで
公表する。
⑦問診票に性別欄が必要な場合には、自由記載に
する。
⑧性交渉歴を聞く必要がある場合には、相手が異
性であることを前提としない聞き方をする。
　（例：「患者さん全員に聞いていることですが、
性交渉の相手は男性ですか？女性ですか？」と
聞く）（にやけないで毅然とした態度で聞くよう
にする）
⑨通称名を使えるようにし、番号での呼び出しも
選択可能にする。
⑩トイレ、入浴施設、院内着、検査着などはジェ
ンダーで色分けしない。
⑪患者からフィードバックができるシステムを整
える。
⑫地域の多様なリソースと繋がり、必要に応じて
患者に紹介する。
⑬大切にしたいこと
・自分の中の思い込みを意識する。
・周囲に当事者がいると意識した言動を心掛け、
肯定的な言葉を使おう。
・差別的用語、存在の否定、性の詮索・噂は避け
よう。
・恋愛・結婚・出産の話題は配慮が必要です。
・差別的な言動をなくすため、勇気をもって行動
する。

＊�７　アウティング：ＳＯＧＩに関して本人の了解を得
ずに暴露すること。ＬＧＢＴＱの人でアウティングさ
れて自死した人がたくさんおり、その人の命に関わる
ことです。cf）一橋大学アウティング事件

●ＳＯＧＩ・ＬＧＢＴＱのとりくみ �
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６　新入職員

　「医療・介護労働者」の新入職員においては、新入
職員に見られやすいストレスの３側面があります。
特に、「医療・介護労働者」としての特有のストレス
として、①医療行為自体に伴う本来的なストレス（避
けられない死に直面する場面が多い・診断、治療に
おいて決してミスを許されない等）、②医療施設にお
ける外的ストレス（仕事の量・質、人間関係、勤務
問題等）等の特有のストレスがあります。また、医
師に限らず、看護職も「ミスを起こした場合、訴え
られる」という事が近年増加傾向にあり、「ミスをし
たらどうしよう」「訴えられたらどうしよう」等の不
安、ストレスも加わります。介護労働者は中途採用
者も多く、医療労働者とは違ったストレスがありま
す。また、近年の新入職員においては、新型コロナ
ウイルス感染症のパンデミックのもと、入職前から
職場体験や、臨地実習に行くことが出来ない等の制
限や、学生生活があり、様々なコミュニケーション
の場面も減少しています。
　入職してからは、新型コロナウイルス感染症に自
身が罹患した場合に、「他者へ移してしまったらどう
しよう」等心理的な不安やストレスが発生します。
加えて③社会人として家族から独立し、生活、経済
的にも自立するというストレスもあります。それぞ
れ個人の状況は異なりますが、経済的状況としては

親からの援助を受けられず、奨学金の返済に不安を
抱えて入職する職員もいます。このように様々な不
安やストレスと同時に、大きな目標と理想を胸に抱
き、「医療・介護現場」に携わる労働者としての生活
をスタートさせるということを念頭に置き、新入職
員を温かく迎えましょう。
　入職後は、民医連の理念（民医連綱領）民医連が
目指す理想と現実のギャップという民医連特有のス
トレスを抱える労働者もいます。近年は、卒後１〜
２年目の看護師のメンタル不調での退職者が増加し
ており、対応強化も必要です。入職後の労働者の健
康管理の責任は事業者にあります。セルフケアに加
えて、ラインによるケア、必要に応じて産業保健ス
タッフによるケアや事業場外資源によるケアが受け
られるよう、一人で悩みを抱え込まないように、相
談窓口の周知、新入職員全員のフォロー面談、新入
職員のオリエンテーション時に学習動画シリーズ⑪
視聴、新人看護師集合研修にピア・サポートの導入
等の実践を参考に、相談しやすい取り組みを広めま
しょう。

（関連資料）
全日本民医連　職員の健康を守る「学習動画シリーズ」 多
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１ �予防接種・結核・H I V

医療関係者が行うべきと推奨される予防接種につい
て
　日本環境感染学会から2020年７月に「医療関係者
のためのワクチンガイドライン第３版」を発刊、無
料で公開されています。また2022年１月には新型コ
ロナワクチンについて追補版を公開されています。
予防接種が必要な対象者の選定の詳細、接種時期、
抗体検査の結果に関する解釈、予防接種に関するア
ルゴリズムなどの判断に悩んだ場合には確認を行っ
てください。
　2009年に公開された「院内感染対策としてのワク
チンガイドライン」（第１版に該当）を基に、日本の
多くの医療機関では雇入れ時や健康診断の際に、医
療の担い手を育てる教育機関では病院施設実習の始
まる前に、各感染症に関する抗体検査を実施し、そ
の結果に応じてワクチン接種が広く行われてきまし
た。
　職域における課題としては、①抗体検査を過剰に
行っている可能性（すでに病院実習前に確認されて
いるのにも関わらず、雇入れ時に再測定を行ってい
るなど）、②抗体検査およびワクチン接種が必要であ
るにも関わらず、これまでに実施されていない労働
者がいる可能性が挙げられます。
　また種々の事情により、ワクチン接種を受けるこ
とができない医療関係者については、個人のプライ
バシーと感染発症予防に十分配慮しなければなりま
せん。

１）Ｂ型肝炎ワクチン
　対象者：患者や患者の血液・体液に接する可能性
のある者

２）麻疹、風疹、流行性耳下腺炎、水
痘ワクチン

　対象者：１歳以上で「２回」の予防接種の記録が
確認されない者
　例外）既罹患で予防接種を受けていないが抗体陽
性を証明できる場合

３）インフルエンザワクチン
　対象者：予防接種実施規則６条による接種不適当
者に該当しない全医療関係者

４）髄膜炎菌ワクチン
　対象者：以下に該当する55歳以下の医療関係者
・検査室や研究室で髄膜炎菌を扱う可能性がある臨
床検査技師や微生物研究者
・無脾症、持続性補体欠損症、ＨＩＶ感染などの疾
患を有する者や脾臓摘出例
・侵襲性髄膜炎菌感染症の発症頻度の高い地域へ訪
れる者

５）百日咳ワクチン
　対象者：医療関係者（特に産科病棟スタッフ、新
生児・乳児をケアするスタッフ、妊娠中の母親や入
院中の新生児・乳児と直接接触する医療関係者）

　米国では、すべての国民に10年ごとにＴｄ（ジフ
テリア、破傷風トキソイド）接種が推奨されていま
す。医療関係者には、最後のＴｄ接種からの期間お
よび年齢に関わらず、過去にＴｄａｐ（Ｔｄに百日
咳ワクチンが加わったもの、2005年承認）接種を受
けていない場合、Ｔｄａｐを接種することが推奨さ

民医連職場におけるその他の課題６

民
医
連
職
場
に
お
け
る 

そ
の
他
の
課
題

６
章



67

れています。ＷＨＯは、国が予防接種プログラムと
してＴｄａｐ接種を導入していく場合には医療関係
者を優先すべきとしてますが、効果に関するエビデ
ンスは現在蓄積、検討中といった段階と考えられて
います。

６）帯状疱疹ワクチン
　対象者：以下の者との接触が想定される50歳以上
の医療関係者
　白血病、悪性腫瘍患者、臓器移植患者、副腎皮質
ステロイド薬や免疫抑制薬による治療中の者、ＨＩ
Ｖ陽性者、ＡＩＤＳ患者、放射線治療患者、原発性
免疫不全症の者、妊婦、新生児

（１）職域（医療機関）における結核対策について
　日本結核・非結核性抗酸菌症学会（2020年１月に
日本結核病学会から改称）から「結核症の基礎知識」
第５版が2021年に公開されています。Ⅵ章で結核の
管理について記載されており、その中で医療従事者
は、入職時にインターフェロンγ有利試験（ＩＧＲ
Ａ）を行い、陰性者では感染源に濃厚に曝露したと
きのＩＧＲＡ、および胸部Ｘ線検査による追跡と、
平常時の定期検診を行い、必要に応じた潜在性結核
感染症の治療を行うことが肝要であるとされていま
す。
　2014年10月には厚生労働省研究事業で「結核院内
（施設内）感染対策の手引き　平成26年版」が公開、
公益財団法人結核予防会からＱ＆Ａを加えたものが
販売されており、採用時のＩＧＲＡの実施を推奨し
ています。結核病棟勤務者などは定期的なＩＧＲＡ
検査が推奨されています。
　ＩＧＲＡ検査としては、T-spotあるいはクォンテ
ィフェロンＴＢゴールドプラスのどちらかを選択し
行います。判定の解釈については日本結核・非結核
性抗酸菌症学会の『インターフェロンγ遊離試験使
用指針2021』を参考にしてください。T-spotを測定
し判定保留となった場合、再検を行うこととなりま
すが、再検結果が判定保留となった場合には医師の
判断のもとで結核感染の状況を総合的に判断するこ
ととなっています。
　結核を発症した労働者が発生した場合、保健所と

連携を行い、接触者健診で他に罹患者がいないか把
握していくことが必要となります。

（２）職域（医療機関）におけるＨＩＶ感染症対策
について
　ＨＩＶ感染症に対しての医療は飛躍的に進歩し、
適切な治療下においてＡＩＤＳ発症は予防され、他
人へＨＩＶを感染させない状況になっています。針
刺し事故による血液曝露が起こった場合には、ＨＩ
Ｖ予防薬の内服によってＨＩＶ感染のリスクをほぼ
ゼロにすることができます。
　治療中のＨＩＶ保有者よりも未診断のＨＩＶ保有
者から感染するリスクは高いといえます。ＨＩＶ保
有者の採血を行うから手袋をするという意識ではな
く、働くものの健康を守るために標準予防策を講じ
ているという意識・衛生教育が重要です。
　職場でスクリーニング的にＨＩＶ感染の有無を調
べる検査を行うことは労働衛生管理上の必要性に乏
しいとされています。（平成７年２月20日　基発75
号）また、ＨＩＶ感染を理由に内定取消を行った病
院は賠償命令を求められた裁判事例もあります。明
らかな差別・偏見であり、このようなことは絶対に
無いようにして下さい。
　病院においては、（安全）衛生委員会の他に感染対
策委員会、医療安全委員会、災害対策委員会などが
開催されています。針刺しという事象については、
安全衛生委員会、医療安全委員会、感染対策委員会
が関係します。各委員会が連携できるように体制を
構築し、働きやすい職場づくりを進めることを意識
しましょう。

２ �抗ガン剤の安全対策
　抗ガン剤はガンの治療に使われる物質です。それ
なのに“なぜ”労働者が曝露されるときに対策が必要
なのでしょうか？
　それは２つの理由の組み合わせにあります。①抗
ガン剤は細胞毒性（がん細胞だけでなく、正常細胞
もダメージを受ける）があるため、②複数人分の調
剤を行うために大量に曝露・蓄積される可能性があ
るためです。
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　2014年改訂版では、安全キャビネットの設置とマ
ニュアルの整備（防護具や汚染対策機材の準備、抗
ガン剤の安全な取り扱い、調製された抗ガン剤の投
与までの管理と取り扱い、排泄物の管理）について
すすめることを記載しました。
　防護具を身に着け安全キャビネット内で作業する
ということが一般化されましたが、さらに安全に無
菌的（異物が混入されない、漏れない）に調剤する
方向に進んでいます。閉鎖式薬物移送システム
（closed system drug transfer device：ＣＳＴＤ）で
の調剤がメジャーになりつつあります。具体的な商
品名を挙げると、ＪＭＳ社のネオシールド、テルモ
社のケモセーフロック、ベクトン・ディッキンソン
社のＢＧファシールなどです。導入未検討の場合は、
速やかに導入を検討しましょう。
　安全キャビネットの中でもクラスⅢの陰圧式アイ
ソレーターや抗ガン剤自動調製ロボットなどを用い
ることにより、防護具の軽装化も可能になります。
　抗ガン剤や免疫チェックポイント阻害剤は高額な
医薬品であり、廃棄を少なくするために薬剤バイア
ルの最適化（Drug Vial Optimization：ＤＶＯ）とい
う考え方（無菌的に調製することができれば、廃棄
せずに余りを他の患者にも投与可能となる。）も普及
していくものと考えられます。
　抗ガン剤を多く投与する病院ほど対策を進める優
先順位は高くなります。薬剤師に現状の対策や課題
の検討を依頼し、日本医薬学会の動向などもみなが
ら、対策を進めましょう。

３ �化学物質による健康被害を防ごう

　医療機関で取り扱われる化学物質のなかで、2000
年以降に健康影響が大きく取り沙汰された化学物質
として①グルタルアルデヒド②エチレンオキサイド
③ホルムアルデヒドが挙げられます。この３つにつ
いて、どのような健康問題があり規制されたのか、
そして現状とどのような対策が実施されているかに
ついて示します。

１）グルタルアルデヒド
　グルタルアルデヒドは内視鏡等の医療器具の殺菌
消毒剤として広く使用されていました。気道や皮膚
への刺激性があり、医療従事者が皮膚炎を起こして
いることが問題となりました。2005年厚生労働省労
働基準局長は、「医療機関におけるグルタルアルデヒ
ドによる労働者の健康障害防止について（基発
0224007号）」を発信しました。内視鏡洗浄は、医療
従事者の手洗いから自動洗浄機を用いることが主流
へと変わっていきました。
　グルタルアルデヒドは非結核性抗酸菌の１種であ
るM.chelonae（水中に存在している場合がある）を
殺菌することができないということも知られ、殺菌
消毒剤として忌避される一因となりました。基発が
発信されたこともあり、殺菌消毒剤としては過酢酸
やフラタールに主役の座を譲ることとなりました。
過酢酸、フラタールも健康影響を起こさない化学物
質ではありません。グルタルアルデヒドと同様に、
気道や皮膚、眼への影響があります。
　「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管
理の改善の促進に関する法律（化管法）」という法律
があり、化学物質を製造する会社や輸入する会社は、
その化学物質についての安全データシート（ＳＤＳ）
を作成し、他の事業者に提供・譲渡する際に渡すこ
ととなっています。特定化学物質とはこれまでの研
究などによって健康影響の分かっている化学物質と
言えます。しかし、新たに開発・改良される化学物
質の誕生数は多く、研究が追いつきません。健康影
響があるということはかなりの年数を要してから判
明することもありえます。
　化学物質に関して、労働者のいのちと健康を守る
ためには、１．使う頻度や時間を可能な限り減らす、
２．使う場合には適切な保護具を着装する、この２
点が肝要となります。適切な保護具が何かというこ
とについては、取扱説明書およびＳＤＳを見て判断
します。
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２）エチレンオキサイド（酸化エチレ
ン）

　エチレンオキサイドは、気体（ガス）です。エチ
レンオキサイドガスを用いた滅菌はＥＯＧ滅菌と呼
ばれます。ＥＯＧ滅菌の対をなす滅菌方法として高
圧蒸気滅菌（オートクレーブ）が挙げられます。水
は１気圧下においては100度で気体になりますが、高
圧下ではさらに温度が高い状態で気体になります。
高圧下での高温蒸気によって滅菌を行うのが高圧蒸
気滅菌となります。滅菌したい素材によっては、高
温に耐えられない素材があります。ＥＯＧを用いる
と低温で滅菌することが可能となります。しかし、
ＥＯＧが様々な健康影響をもたらすことは1970年代
頃から疑われはじめ1990年頃には発がん性も想定さ
れ2001年に特定化学物質に指定、「エチレンオキシド
を用いた滅菌作業における健康障害防止対策につい
て」というリーフレットで法的に対策を行わなけれ
ばならないことが案内されました。
　以前は医療機関内でＥＯＧ滅菌が行われていまし
たが、徐々に再使用禁止タイプの製品が普及しＥＯ
Ｇ滅菌の頻度が減りました。また、ＥＯＧ滅菌につ
いては外注する医療機関が増えていきました。（ＥＯ
Ｇ滅菌機の導入・運用・メンテナンス費用が嵩むた
め、健康影響へ配慮するため）
　現在では、過酸化水素による滅菌や低温プラズマ
を組み合わせたもの、低温蒸気のホルムアルデヒド
による滅菌などが「医療現場における滅菌保証のガ
イドライン2021（日本医療機器学会）」で示されてい
ます。新しい滅菌方法であっても化学物質を取り扱
っていることに変わりありません。曝露される時間
および環境を可能な限り減らす、使う場合には適切
な保護具を着装する、この２点は常に意識してくだ
さい。
　労働者のいのちと健康を守るために、機器の保守
点検や、機器の故障のサイン・違和感に気づくこと
は重要です。

３）ホルムアルデヒド
　ホルムアルデヒドは、内視鏡で回収された生体組
織、手術で摘出された臓器などを顕微鏡で観察する

病理検査の際の防腐・固定に使用される化学物質で
す。健康影響としては、独特の臭いがあり目や鼻へ
の粘膜刺激症状・気分不良（シックハウス症候群）
が有名です。ＩＡＲＣ（国際がん研究機関）が2004
年に鼻咽頭がんの原因となるとの研究結果を受け、
発がん性を２Ａから１へと変更し、日本では2007年
に特定化学物質第３類から第２類へ変更されました。
　それを受け、医療現場ではどのように対応すれば
よいか混乱が生じました。その回答として、留意点
について2008年11月19日の基安発第1119001号およ
び1119002号が示されました。常態としてホルムアル
デヒドが使用されている病理検査室や衛生検査所等
は法令に基づいた作業環境測定および対応を要し、
当該作業が１回５秒程度、１日当たりの取り扱い頻
度が10回程度である等短時間、低頻度であり、気中
濃度が著しく低い場合には作業環境測定の対象とな
らないこと、特定業務従事者健康診断の対象となら
ないことが示されています。
　常態として扱う事業場においては、現状どうすれ
ばよいか悩む場合や施設の改修などのタイミングで
専門家にコンサルトするのがよいと考えます。代替
物質の研究は進んでいますが、執筆時点では代替物
質への切り替えは一般的ではない状況です。
　法令で作業環境測定が不要とされる場合において
も、換気（可能であれば局所換気装置の使用）を行
い、ホルムアルデヒドの入った容器の開閉回数を減
らす、作業時間を短くする、作業ローテーションの
検討などの工夫により曝露量を可能な限り減らし、
体調不良がないかの確認、適切な保護具（手袋、曝
露量が少なくない場合にはホルムアルデヒド用の防
毒マスク）の使用、適切な休憩などを心がけましょ
う。

４ �職域（医療機関）における放射線対策について

　職域における放射線に関する健康影響を防ぐため
に、厚生労働省は電離放射線障害防止規則（電離則）
を定めています。事業者は労働者に対して、被曝量
をできる限り少なくすることが求められています。
直近では2021年４月に改定され、ここでは不均等被
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曝について注目されました。つまり全身被曝ではな
く、眼球や甲状腺など防護エプロンに覆われておら
ず、最も多く被曝する臓器への影響を鑑み、その部
位に近いところでの被曝線量も測定するように改定
されました。透視下で手術や処置を行う医師につい
ては、手への被曝線量測定が求められています。

　多くの医療機関にはレントゲンやＣＴなど放射線
（Ｘ線）を発生する検査機器が設置されています。ま
た、がん治療のために放射性物質を取り扱う場合も
あります。
　放射線に被曝すると、がんのリスクが上昇するこ
とが知られています。広島・長崎での瞬間的な放射
線被曝とがんに関するリスク上昇の研究と国立がん
研究センターの生活習慣によるがんに関するリスク
上昇の研究を対比した図を掲載します。短期間に
1000mSv以上を大きく超えて被曝した場合には、急
性放射線症候群を発症し、発熱・下痢などの急性症
状からはじまり、皮膚潰瘍や骨髄障害などをおこし
えます。その他にも短期間に大量被曝した場合には
水晶体混濁、永久不妊、白内障などの身体影響が知
られています。少量の放射線被曝を長期間受けた場
合の健康影響についての研究は難しい面があります
が、がんのリスクについては上昇すると想定されて
いるのが一般的です。
　職業性被曝では、１年あたり50mSvかつ５年間で
100mSvを下回るように被曝線量を管理するように定

めています。これは50年間働くとして、生涯で20mSv
×50年＝1000mSvまでに抑えようという目安値が根
拠となっています。
　被曝線量管理については、診療放射線技師や産業
医に相談しましょう。労働者も、自身の被曝をでき
る限り少なくするように努力しましょう。
　健康管理については、電離則に基づいて放射線業
務従事者に対して年２回の特殊健康診断を実施し、
医師の意見を確認しましょう。

５ �過重労働による健康障害を防ぐために

　過重労働が健康障害を起こすという研究は、日本
を中心にたくさん行われています。具体的には心筋
梗塞、脳梗塞などの心臓・脳疾患、うつなどの精神
疾患などです。ＩＬＯとＷＨＯが2021年に発表した
研究論文では、世界の多くの国で長時間労働が行わ
れている実態が明らかになっています。アフリカ、
東南アジア、アラビア、南米などにおいては2016年
時点で、週の労働時間が55時間を超えている労働者
が20％以上存在する国が多数存在していることが報
告されています。
　日本では、1980年代から過労死、1990年代から過
労自死が社会問題となりました。1988年には「過労
死110番」がはじめて開催され、過労死弁護団全国連

放射線を受けた場合のがん要因・リスク
1.80倍

1000～2000mSvの放射線を受けた場合

1.60倍
喫煙・飲酒（日本酒換算で毎日3合以上）

1.15～1.19倍
運動不足（身体活動量が非常に少ない）

1.11～1.15倍
塩分の摂り過ぎ
1.06倍
野菜不足（野菜摂取量が非常に少ない）

1.29倍
痩せすぎBMI＜19
1.22倍
肥満BMI≧30

生活習慣によるがん要因・リスク

1.40倍
500～1000mSvの放射線を受けた場合

1.08倍
1.00倍100～200mSvの放射線を受けた場合

1.19倍
200～500mSvの放射線を受けた場合
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絡会議が結成されました。労災認定を求めて国を訴
える裁判や企業の責任を問う裁判などが数多く行わ
れました。このような活動、過労死に対する社会の
風潮から、国が責任をもって過労死の防止対策を進
めていく趣旨の法律、過労死等防止対策推進法とい
う法律が2014年に施行されました。
　2006年の労働安全衛生法改正で、基準を超える長
時間労働者に対して医師の面接指導を実施すること
が義務づけられました。2019年４月に面接対象の基
準が引き下げられ、月80時間超の時間外・休日労働
を行い、疲労の蓄積が認められ、面接指導を申し出
た者などが面接の義務対象となっています。
　2021年に「良質かつ適切な医療を効率的に提供す
る体制の確保を推進するための医療法等の一部を改
正する法律」が公布され、2024年４月から施行され
ます。その中で医師の働き方改革として、医師に対
する時間外労働の上限規制が適用開始され、2035年
度末に一般の労働者と同じ時間外労働の上限規制と
することを目標としています。そのために、勤務す
る医師が長時間労働となる医療機関における医師労
働時間短縮計画の作成、当該医療機関における健康
確保措置（面接指導、連続勤務時間制限、勤務間イ
ンターバル規則等）の実施などが講じられることと
なりました。
　長時間労働医師への面接を行う医師は、オンライ
ン講習（ｅラーニング）を受けなければなりません。
産業医の資格があるからといって、面接を行うこと
はできないので注意してください。医師免許を有す
る者であれば、受講することができ、費用はかかり
ません。https://ishimensetsu.mhlw.go.jp/

　労働者のいのちと健康を守るために、安全衛生委
員会の議題として長時間労働を行っている職員の把
握・面接実施状況および措置、有給休暇の取得状況
を取り扱いましょう。

（１）医療介護従事者の過労死・過労自死を防ぐた
め
　過労死・過労自死問題は、いまだ大きな社会問題
の一つとなっています。高齢化に伴い医療介護の必
要性は増しているにも関わらず、日本は医師数や病
院数を抑制する政策を敷き、低賃金、重労働と担い

手不足の状況を招いています。
　医療介護従事者は、昼夜問わず対応が求められ、
生理的に休息すべき夜間の時間帯に労働を行わざる
をえません。また災害の発生や感染症の流行など突
発的に業務負荷が高くなることがあります。医療従
事者数が少ない、検査機器が十分でないなど医療資
源が乏しい環境下であっても、迅速で正しい判断・
処置が求められ、身体的・精神的に負荷が高くなり
やすい傾向があります。
　職場では、みんなで助け合う環境を意識して作り
ましょう。十分な医療資源がない状況で、特定の個
人が業務を抱え込んでしまうと、すぐに過重労働に
なりえます。困り事がある場合には、誰かに伝えて
解決を図りましょう。

（参考）
過労死等防止対策推進法（2014年６月27日）
「過重労働による健康障害防止のための総合対策」（2020
年４月１日）
「長時間労働者への面接指導マニュアル（医師用）」（2006
年３月）

６ �職場における禁煙対策

　2018年７月に健康増進法の一部を改正する法律が
発布、2020年４月１日より全面施行されました。こ
の法律では、望まない受動喫煙をなくすことが第１
の基本的な考え方で、健康影響が大きい子供・患者
に配慮すること、施設の類型・場所ごとに対策を講
ずることが趣旨です。病院や介護事業所　調剤薬局
等は、敷地内禁煙がルールとなりました。事業所管
理者は、業務従事者の望まない受動喫煙を防止する
ための、適切な措置をとるよう努めることが定めら
れています。違反した場合は、罰則規定が設けられ
ています。
　さらに、ＷＨＯの西太平洋地域事務局では、喫煙
は健康の脅威として、「西太平洋におけるたばこ規制
のための地域行動計画（2020－2030）」を策定し、
2020年から2030年までの10年間に域内の喫煙率を３
割削減する目標を設定しています。
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１）禁煙対策が重要課題の背景
　喫煙者の肺がんのリスクは、4.5倍、虚血性心疾患
のリスクは1.7倍　脳卒中のリスク1.7倍、ＣＯＰＤの
原因の90％が喫煙（2016年厚労省）、受動喫煙による
肺がんのリスクは、1.28倍、虚血性心疾患のリスク
は1.3倍　脳卒中のリスク1.24倍、ＣＯＰＤの原因の
90％（2021年厚労省）との報告があります。
　新型コロナウイルス感染では、喫煙者は非喫煙者
と比較して、重症となる可能性が高いことが明らか
になったと報告されています。（2020年ＷＨＯのステ
ートメント）
　また、喫煙・受動喫煙が、メンタル不調（うつ病・
睡眠障害等）や職場の安全面（労災等）への影響も
考えられるという疫学的調査報告が出されてきてい
ます。そして、受動喫煙に加えて、残留受動喫煙あ
るいは、喫煙者の衣服や髪の毛、喫煙場所に置かれ
ている家具やカーペットなどに付着した残留物が再
度浮遊すること（サードハンドスモーク）によりも
たらされる健康被害によるエビデンスが蓄積されて
きています。
　近年増えてきている加熱式たばこは、紙巻きたば
こと同等のニコチンを含み、タールの総量も減って
はいません。加熱式たばこの喫煙者は、禁煙しにく
くなってきているとの報告もあります。

２）職場における「禁煙対策」をすす
める手

　すべての職員の命と健康を守り、安全で快適な職
場を構築するうえでも、禁煙への取り組みは重要で
す。敷地内禁煙の掲示と、禁煙の徹底が求められて
います。

（１）事業所管理部は「禁煙対策」の方針をもち職
場へ提起する

　職場における禁煙対策は、職員の喫煙状況を把握
した上で、事業所として「禁煙対策ガイドライン」
に沿ってすすめていきます。強い関心をもって適切
な禁煙対策をとり、労働者の健康管理と職場環境の
形成につとめることが大切です。
　ＷＨＯ（世界保健機関）は、医療従事者の役割と

して、たばこの害に関する深い知識を持ち、社会に
向けて、禁煙の推進者となることを求めています。
また、医療機能評価では、職員の喫煙率10％以下が
推奨されています。

（２）衛生委員会での喫煙対策と推進体制
　管理会議、労働者代表の協力を得て、組織的・計
画的にＰＤＣＡサイクルで取り組む事が重要です。
　労働衛生管理の一環として、衛生委員会で、方針
と対策をたてていきます。
　各職場の状況把握、問題の解決、学習啓蒙活動等
の禁煙の推進を継続的に行えるようにすると良いで
しょう。健康診断の場面や健診後の事後指導で健康
被害や禁煙についての相談をしていくことも必要で
す。

（３）学習啓蒙活動
　衛生委員会が中心となり、タバコの健康被害につ
いて、特に受動喫煙、副流煙の健康被害、サードハ
ンドスモーク（三次喫煙・残留受動喫煙）について、
喫煙者・非喫煙者共に学習していきます。
　禁煙教室、禁煙マラソンなど工夫した取り組みも
計画し、仲間で禁煙を応援できる雰囲気づくりも大
切です。

３）在宅分野における「禁煙対策」に
ついて

　事業所の職員が訪問診療、訪問看護、訪問介護な
ど患者の家を訪問した際、受動喫煙する場合があり
ます。訪問時の受動喫煙の対策として、事業所管理
者は各サービス提供者の受動喫煙防止のため、患者・
利用者との契約時に受動喫煙対策に協力を求めるな
どの工夫を行うことが必要です。
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　2011年の未曾有の東日本大震災をはじめ阪神・淡
路大震災などの大災害時には民医連は地協や全国か
ら集中的支援活動を行い、被災者の救命・医療・介
護に重要な役割を発揮してきました。2011年の東日
本大震災のとりくみのなかで、被災地の事業所職員
や支援に駆けつけた職員の健康を守る活動の重要性
が明らかとなりました。
　2014年に改訂した全日本民医連のパンフレット
「健康で働き続けられる職場づくり」では、「大災害
時に職員の健康を守る」という章を新たに加えまし
た。この指針に基づき、16年の熊本地震やその後の
水害などの自然災害で実践が積み重ねられてきまし
た。2024年１月１日に発生した能登半島地震でも、
このパンフレットの内容が生かされました。
　民医連の災害救援活動の経験を継承し、災害時に
機敏に災害救援を行うことを目的に設置された、
MIN-IREN Medical Assistance Team（ＭＭＡＴ）で
も「現地職員と支援者のヘルスケア」の重要性が強
調され「災害対策本部組織機構図」（下図）でも「ヘ
ルスケア部門」が位置付けられています。
　「職員の健康を守り抜く」ことを災害対策の活動の
中心にすることが極めて重要であり、職員の疲弊を
抑え団結力を増すことが。民医連の文化として定着
してきました。
　災害列島といわれる日本では、新たな災害がどこ

で起きるかわかりません。災害時に職員の健康を守
り抜く具体的活動を積み重ね、共有化していく必要
があります。

１ �被災事業所の職員の健康を守る

　災害時には、けが人や病人が被災地や避難所、被
災した医療・介護施設から医療機関へ続々と運ばれ
てきます。
　こうしたなか、医療・介護施設の職員は「なんと
かしなければ」とがんばって働き続けます。これは
医療・介護の専門家としてのミッションとして当然
ともいえます。また多くの災害支援を経験してきた
民医連職員の奮闘は特筆するものがあります。
　しかし、被災地の医療・介護職員は同時に「被災
者」でもあります。従って二重のストレス状態に置
かれているといえます。このような状態が続くと健
康状態が悪化し、心身の病気を発症するリスクが高
まります。したがって、職員の健康を守る「予防的」
対策が重要といえます。このことは、医療の安全性
を確保するうえでも極めて重要です。

（１）職員も被災者
　第一に、被災地の事業所の職員も被災者であるこ
とを忘れてはなりません。家族、友人知人を失った
り怪我をされたりする職員も多く、住居を失った職
員もいます。まずは職員一人ひとりの被害の状況を
確認し、それに基づいた対応を取ることが重要です。
職員の中には家族、友人との連絡が取れず途方に暮
れている方もいます。安否確認が出来る様十分な配
慮が必要です。

（２）メンタルヘルス対策
　災害発生当初には、ＣＰＡ（心肺停止）患者や重

大災害時に職員の健康を守る７
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症の外傷を負った患者が医療機関に運ばれてきます。
　惨事ストレス等でメンタルヘルス不調が出ること
もあります。また、被災者としてメンタルヘルス不
調になることもあります。職場で、災害時のことを
語る場を作ることも大切です。その際、共感的立場
で参加者が自分の想いを吐き出せるように努めまし
ょう。
　災害からの時間の経過に伴って、被災者の心の状
態も変化します。そのステージを理解したうえでメ
ンタルヘルス対策を取ることが重要です。災害発生
後は被災者の心理状況は下図に示すように３相に進
んでいくと考えられています。

積極的、発揚的

時間 日 週 月 年 時間経過
ハネムーン期

消極的、抑うつ的

茫然自失期 幻滅期

（外傷性ストレス関連障害に関する研究会　金　吉晴　
編．心的トラウマの理解とケア　第２版．株式会社じ
ほう.2006：66）

図　時間の経過と被災者の心の状況の変化

①茫然自失期
　被災直後には、恐怖・驚愕から茫然自失となりま
す。抑うつ的、消極的気分が数日間続きます。

②ハネムーン期
　災害から数日たつと、悲惨な災害を潜り抜けてき
た被災者同士で強い連帯感が生まれ、被災地の瓦礫
の片づけなどを共同で行うなど、強い連帯感が出て
きます。

③幻滅期
　被災直後の混乱が収まり、復興が始まるころにな
ると、不十分な支援や、再建への道のりの重さなど
から「幻滅期」と呼ばれる抑うつ的気分や虚脱感、
逆に「怒り」に陥る人が増えてきます。
　管理者はメンタルヘルス不調者を把握し、治療・
休養・カウンセリングなどの対策をとりましょう。

災害発生後も長期間にわたって恐怖、無力感、戦慄
などの強い感情的反応を示すＰＴＳＤ（心的外傷後
ストレス障害）を発症する職員も少なくありません。
災害発生後の職員の精神的状況把握に努めましょ
う。ストレスを解消しようと過度な飲酒に走る人も
出てきます。アルコール対策も重要です。

（３）過重労働対策
　災害時には、急増する患者に対し家族の状況や交
通手段等で勤務できる職員が不足することもありま
す。勤務体制の見直しも一時的には必要となります。
急性期には多くの対応に迫られますが、睡眠時間の
確保を意識的に追求することが重要です。とりわけ
管理者の過重労働対策を重視しましょう。職場でス
トレッチや体操なども積極的に取り入れ心身のスト
レスを出来るだけ解消しましょう。
　緊急時が落ち着いたら、家族・友人との時間を確
保し意識的に休養を取らせることが大切です。

（４）安全衛生体制の確立
　病院長など事業所管理部のもとに、職員の健康を
守りぬく体制を確立することが重要です。事業所産
業医、衛生管理者、産業看護職、カウンセラー等で
チームを作り、少なくとも１人は専任化し、職員の
健康問題に関する相談窓口を設置し、明確化・徹底
を図りましょう。毎日の職場巡視を行い、体調不良
者のチェックと対応（治療、休養など）を行いまし
ょう。その際、全日本民医連の「職員の健康を守る
チーム」との連携を緊密にとりましょう。

（５）ストレス・トリアージ
　大災害時には発生直後に被災地の民医連職員の精
神的な状況や地震の被害状況、要介護者の有無に加
えて、地震発生からの休日の有無などを調査するこ
とが不可欠です。メンタルヘルスのみならず総合的
なストレスを判定することが重要です。
　2016年に発生した熊本地震時には災害医療が実践
されている医療・介護現場での詳細な問診や観察は
困難であるため質問項目を絞り、１）症状、２）悲
惨経験、３）生活上の困難、４）疲労といった、４
つのカテゴリーに大別できる18問で構成された「ス
トレス・トリアージ表」を用いて職員への対応にあ
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たりました。①簡便性、②迅速性、③総合性、④予
防的方針が提供できるという点が強調されています。
メンタルヘルスの症状チェックにとどまらず、死の
恐怖などの悲惨経験、育児・介護の必要性や自宅の
損壊状況、休日の有無など総合的に状況把握し職員
のストレス度を判定し、具体的な対処を行いました。
　職員からは「自分は職場に大事にされている。職
場が自分を守ってくれるという、信頼や安心感につ
ながった」。中間職責者からは「日曜日に休もうと思
っていたが、指導されて気が楽になりホッとした」。
管理職からは「素早い対応で、どうしたらよいか方
向性が示されてよかった」「職員にも声をかけやすか
った」との意見が寄せられました。
　災害の特性（自然災害、原発事故、化学物質事故、
生物学的事故など）に合った適切な対応が求められ
ます。日本産業衛生学会の災害産業保健研究会（準）
からの情報も重要です。
　災害時に使用される質問票には以下のものなどが
あります。
　①�Ｋ６質問票：うつ病や不安障害などの精神疾患
をスクリーニングとして用いられます

　②�出来事インパクト尺度（IES-R）：ＰＴＳＤの評
価尺度として用いられます

２ �支援者の健康を守る

（１）安全で元気に帰任するのが一番の支援活動
　元気で帰任する事を最優先しましょう。そのこと
が一番の支援活動になります。

（２）支援に行く前にすること
　被災地に派遣される前に、災害時のメンタルヘル
ス対応について必ず学習しましょう。
　被災地で家族・友人知人・職場と連絡が取れるよ
うにしましょう。音楽を聴くなど自分自身がリラッ
クスできる準備をして下さい。

（３）支援先では
　被災者のやり場のない感情が支援者に向けられる
こともあるかもしれません。しかし一人で抱え込ま
ないようにしましょう。全てを支援者が解決できま
せん、自分がすべきことを把握し確認しましょう。
日記や日報を付けることをお勧めします。
　支援先で独りぼっちにならないようにしましょう。
その日の支援が終わったら一緒に行った仲間や、全
国から集まった民医連の仲間と１日を振り返りまし
ょう。自分が行ったことの意味を確認しましょう。
家族や友人と電話やメールでやり取りをするなど日
常生活との接点を持つことも重要です。
　睡眠を出来るだけとるように工夫しましょう。好
きな音楽を聞いたり、ストレッチや体操をして体を
ほぐすことも重要です。
　支援先で気分の落ち込み、不眠、興奮するなどの
症状が出た時には、一緒に行った仲間や、現地や全
日本民医連の支援者ブースに早めに相談しましょう。
休養を取るなど早めの対応が必要です。
　「皆が頑張っているのに」とか「被災者のことを考
えると休めない」と考えるのは自然なことですが、
支援者が体調を崩さないことも支援活動の一環です。

（４）支援から帰ってから
　自分の支援活動に自信を持ちましょう。「あなたは
出来ることを精いっぱいやったのです」。最低２日間
は連続した休養を取りましょう。送り出してくれた
職場の仲間は被災者や、支援者の事を心配していま

症状 Ⅰ

極度のパニック
抑うつ状態が続いている
興奮状態、他人に攻撃的になっている
不眠状態が続いており身体症状が出ている
感情失禁

Ⅱ 通常と比べて表情が乏しい

悲惨
経験

Ⅰ
自身や家族が死の恐怖に覆われた
家族で死者や重体のものがいる
行方不明のものがいる

Ⅱ 本人がけがを負った

生活上
の困難

Ⅰ
小児・要介護者がおり、他に介護するもの
がいない
不安定期の妊婦および授乳中

Ⅱ 小児・要介護者がいる
Ⅰ 自宅が全壊・半壊状態
Ⅱ 避難所・車中生活をしている

疲労 Ⅰ 地震以降休日が１日もない
夜勤を含めた連続勤務を複数行った

その他 Ⅱ メンタルヘルスの治療歴がある

ストレス・トリアージ表
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す。支援活動の事を話せるようならば自分の言葉で
語って下さい。形式的な話をする必要はありません。
体調がすぐれなければ無理に話さなくても良いです。
　帰任後のメンタルヘルスの変化に注意しましょう。
一時的な気分の高まりや落ち込みは誰にでもありま
す。眠れない、気分が落ち込んでしまう、些細なこ
とに腹が立ってしまう、人に対して攻撃的になる等
の症状が持続すれば専門医の治療を受けましょう。

（５）クールダウン
　支援者は「もっと支援できたのではないか？すべ
きだったのではなかったか？」「かえって迷惑をかけ
てしまったのではないか？」など支援後の思いは複
雑です。同時に支援に行った仲間とお互いの活動を
共有し、互いに評価し認め合う、リスペクトしあう
ことは心のケアの上からも重要です。また「非日常」
の被災地から「日常」生活への転換を図るためにも
集団的クールダウンは必要となります。

（６）管理者に対して
　支援に送り出す前に、支援活動の概要や心の健康
問題のガイダンスを必ず行って下さい。支援前から
メンタル不調を訴えている職員がストレスの強い被
災地の支援に入ることは病状の悪化につながる可能
性が高く、支援に送りだす側の配慮も必要です。
　帰任後は心身の変化に注意し、支援者からの報告
は共感的な立場で聞いて下さい。とりわけメンタル
ヘルスに注意が必要です。支援者全員にカウンセリ
ングを受けさせましょう。必要な場合には専門医の
治療につなげて下さい。支援者自身が感じている以
上に被災地支援は大きなストレスがあります。帰任
後最低２日間は休養を取らせましょう。報告会の実
施にあたっては、支援者のメンタルヘルスに十分配
慮して下さい。

３ �全日本民医連としての支援
（１）安全衛生体制確立への援助
　さまざまな災害対応に追われる被災現地の事業所
任せでは、これらの機能は十分発揮することはでき
ません。全日本民医連の対策本部の調査に基づき、

必要に応じて産業医、精神科医、カウンセラー等を
派遣するなど、被災地の法人・事業所で職員の健康
を守る体制の確立と、安全衛生活動への支援を初期
段階から開始し、「全日本民医連・ヘルスケアチー
ム」を設置します。
　被災地の事業所の管理部との連携を図りながら、
被災事業所の職員の健康を守るチームの援助を行う
全日本民医連対策チームを一定期間常駐させること
や、法人・事業所の規模・体制など必要に応じては
一部代行する事も必要となる事があります。
　被災地では救命救急など災害時緊急医療体制がと
られ、職員の健康対策が不十分となることがしばし
ば発生します。また自らも被災者である当事者だけ
では、気付かないストレス対策が要となります。
　全日本民医連・ヘルスケアチームは、全国からの
支援職員の「健康相談ブース」を設けるなど積極的
に対応する必要があります。さらに災害派遣精神医
療チーム（ＤＰＡＴ）や災害時健康危機管理支援チ
ーム（ＤＨＥＡＴ）、カウンセラー協会など外部機関
との連携を図ることも重要です。

（２）ＭＭＡＴヘルスケアチームの登録と学習・ト
レーニング
　各地協で産業医・精神科医・保健師・看護師・臨
床心理士からなるＭＭＡＴヘルスケアチームの登録
を行いましょう。災害産業保健に関する知見の共有
や被災地で行う傾聴法の指導プログラムなどの研修
を定期的に実施し、迅速な対応が取れるようにする
必要があります。

（３）被災地の職員の積極的休養確保
　福島原発事故のように災害被害が長期化した場合
には、被災地の職員・家族の休養を積極的に確保す
る観点から各職種の実情に応じて、数週間単位など
中長期の支援派遣を行う必要があります。

【参考資料】医療救援者のメンタルヘルスに重要と考え
られる10個の推奨事項（日本災害医学会ＨＰ　https://
jadm.or.jp/sys/_data/info/pdf/pdf000292_1.pdf）
産業保健スタッフ向け「危機対応マニュアル」産業医科
大学産業生態科学研究所（災害産業保健センターＨＰ　
https://dohcuoeh.com/tool/#index_id0）
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１ �ヘルスケア指針を通じた活動内容

　新型コロナウイルス感染症が広がり始め既に３年
以上が経過し、感染は終息するどころか、第５波で
は、かつてない「災害状態」と言われるほど全国に
急速に感染が拡大しました。各地で入院もできずに
十分な医療を受けられないまま自宅や介護施設など
で命を落とす人が増え、助けられる命が救えない状
況に陥りました。第５波においては検査体制の軽視、
ＧＯＴＯキャンペーン、五輪強行開催など誤った政
策が感染拡大の要因と言われています。また保健所
の削減、感染症病床をはじめとした病床を減らし、
医師や看護師不足を放置してきたこれまでの政策に
も要因があると言われています。
　ギリギリの体制でないと成り立たない構造にまで
日本の医療体制は追い込まれているところに、今回
のようなパンデミックになると容易に破綻してしま
い、そのしわ寄せが働いている職員にくる構造とな
っています。
　第７波では感染者は過去最大、職員の陽性者や濃
厚接触者で医療活動を縮小せざるを得ない所や、か
つてない数の病院や高齢者施設でクラスターが頻発
するも、既に報道すらされなくなっています。2022
年末から2023年初めの第８波では全数把握もされて
いない中で、死者数は過去最多となりました。
　パンデミックが長引くことにより、医療・介護従
事者には、感染しない・させないのリスク、行動制
限、生活制限が長期間に及び、強いストレスが続い
ています。
　労働政策研究・研修機構は、エッセンシャルワー
カーを対象とした「新型コロナウイルス感染症の感
染拡大における労働者の働き方の実態に関する調査」
（2021年２月から３月に調査）結果を2021年７月９
日に発表しました。その結果では、職場で感染リス

クを感じた従事者は医療で８割弱、福祉・介護で７
割強を示し、また精神的負担の増加は、福祉・介護
は７割強、医療７割弱、緊張度増加は、介護・福祉、
医療とも６割強と高い比率になっています。
　健康状態について尋ねた調査では、「寝つきが悪く
なった」「食欲がなくなった」「頭痛、腰痛などの症
状が増えた」といった項目への回答が高めに出た労
働者の割合は福祉・介護事業が26.2％で最も高く、医
療業が24.5％で続いています。福祉・介護事業所で
働く労働者が医療業より健康状態の悪い傾向がみて
とれます。また誹謗・中傷を受けた割合は、エッセ
ンシャルワーカー全体で4.2％ですが、医療7.4％、福
祉・介護5.4％と他の業種より相対的に高い結果が示
されました。感染拡大とその長期化が心身に対して
大きな負荷となっている実態を示しています。この
調査後さらに感染爆発が続いており、一層深刻な実
態が潜在していないか懸念されます。
　44期職員健康管理委員会はCOVID-19のパンデミ
ックのなかで、「職員のいのちと健康を守ることが第
一義的課題」として、「新型コロナウイルス感染症に
関する職員のヘルスケア指針」「職員のみなさんのセ
ルフケアのための10のヒント」（2020年５月25日発
行、12月18日増補改訂版）を発行し全国での活用を
呼びかけました。全国の現場での貴重な取り組みを
交流するため「コロナ禍における職員の健康を守る
ヘルスケア交流集会」（2021年６月５日）をオンライ
ン開催し、日常の職場づくりと健康管理体制の重要
性および大規模災害時の健康管理体制と組織整備の
重要性が改めて確認されました。
　また、第５波後の経験交流やコロナ禍であらため
て明らかになった小規模事業所・介護事業所の健康
管理、事業所管理者の健康管理、産業医・労安委員
会活動、ハラスメント・メンタルヘルスや復職支援
の交流を目的に「第10回職員の健康を守る交流集会」
（2021年11月６日）も開催しました。さらに、学習
動画シリーズや各種集会動画の配信、各地で使用さ

感染症パンデミックなど 
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れている資料の共有など工夫しました。
　2021年６月に実施した「コロナ禍での職員のヘル
スケアの取り組み特別調査」（50人以上の事業所で
108事業所より回答）では、職員の健康を守るための
チームが取り組みの推進のために重要であることが
確認されました。これは大災害における被災事業所
の職員の健康を守る取り組みや支援者の健康を守る
取り組みが発展し、災害時には災害対策本部にヘル
スケア支援部門を位置付けることが生かされた結果
と考えます。同時に、職員の健康を守ることは管理
問題として捉えられるようになっています。集会で
は、「大災害の時こそ職員の健康を守る取り組みが民
医連の文化になってきた」ことが教訓としてあらた
めて確認されました。今後もヘルスケア指針を活用
し、職員の健康を守る取り組みの強化が求められま
す。
　45期もコロナ禍が続いており、引き続き「職員の
いのちと健康を守ることを第一義的課題」として取
り組むことが求められます。「ヘルスケア指針」を基
本にした対策と体制強化に努めることが求められま
す。
　この間の教訓として、日常の職場づくりと健康管
理体制、大規模災害時の健康管理体制と組織整備の
重要性が確認されています。事業所管理者の健康管
理も引き続き重要です。小規模事業所、介護事業所
職員の健康管理には県連・法人の援助や連携が不可
欠です。また経験したことのない未曽有の感染症パ
ンデミックに関しては、様々な知恵と工夫が必要で
す。そのためには全国の知恵と工夫の経験交流は大
きな力になることが明らかになりました。今後も定
期的に情報発信や経験交流が提供できる機会を検討
します。
　入院が必要な人に入院医療が提供できないなど資
源配分の意思決定が医療従事者にmoral distress（道
徳的苦悩）をもたらしています。これへの対処は臨
床倫理的なアプローチを含めて特段の配慮が求めら
れます。併せて、メンタルヘルス対策は不可欠の課
題です。医療介護倫理委員会とも共同して議論を進
めていきます。
　労働安全衛生体制を強化し、職員の健康を守る取
り組みの担当者や責任者を配置することがすべての
スタートです。2021年６月に実施した「第44期労働

安全衛生活動に関する調査」では、在籍数50人以上
の事業所で133事業所から回答がありました。
　労働安全衛生法で定められているのは、①衛生管
理者・衛生推進者、②産業医、③安全衛生委員会の
委員です。産業医は、回答のあった133事業所のう
ち、93.8％の事業所で選任と届出がされていました
が、衛生管理者の選任・届出と掲示ができていたの
は33.9％にとどまっていました。引き続き産業医と
衛生管理者の育成と労働安全衛生委員会の実務の充
実をすすめましょう。その援助のために労働安全衛
生委員の学習と交流を目的としたセミナーの開催も
検討します。
　コロナ禍で問題となった管理職の健康を守る取り
組みは十分に進んでない状況があります。44期の調
査は産業医の選任がされる在籍数50人以上の職場で
調査をしましたが、それ以下の小規模事業所や介護
事業所までは整備されていないのが現状であり、コ
ロナ禍でも大きな困難が見られました。今後、産業
医や労働安全衛生委員会の共同整備など県連・法人
で調整してくことが求められます。
　新型コロナウイルス感染症は、感染時の症状の有
無に関わらず、感染から回復した後にも様々な症状
がみられる場合があります。回復した後も長期療養
を続け復職できない職員もいます。長引く療養者に
は引き続き寄り添った関わりを続け、職務上での感
染の場合は労災対応も含めて行っていく必要があり
ます。

２ �管理者不在時のＢＣＰ対策など

　コロナクラスターを生じた事業所で、管理者自身
も複数感染し、管理部が不在となり、指示命令系統
が麻痺してしまった事業所がありました。支援に入
った職員も対応に困り、県連の組織的な援助で乗り
切ったとの報告がありました。そうした事態では対
処に時間がかかり、クラスターが更に拡大し、職員
の休業も増えるといった悪循環となります。そうい
った管理者不在時のＢＣＰもあらかじめ策定するな
ど、通常とは異なった事態が起こることも想定して
おく必要があります。
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３ �コロナ禍の労災について

　業務によりコロナ感染した場合、労災保険給付の
対象となります。これは、感染経路が業務によるこ
とが明らかな場合だけでなく、感染経路が不明の場
合でも、感染リスクが高い業務に従事し、それによ
り感染した蓋然性が強い場合も対象となります。医
師・看護師や介護の業務に従事している人について
は、業務外で感染したことが明らかな場合を除き、
原則として対象となります。症状が持続する、罹患
後症状の方で療養が必要と認められる場合も対象と
なりますので、留意が必要です。
　精神障害の労災認定は年々増えており、コロナ禍
での心身ともの過重労働で精神障害が増えている可
能性があります。業務との関連がある場合は考慮も
必要と思われます。
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No 項目 内容 A
（優れている）

B
（もう一歩）

C
（要改善）

D
（義務なし）

記入欄

事業所安全衛生体制
労働衛生管理組織図 作成と閲覧 全職員が閲覧容易 作成されたが閲覧不可 未作成

衛生管理者 選任・届出と事業
所での掲示

届けた衛生管理者名を
掲示

監督署に届け出たが
未掲示 未届け 50人未満

産業医 選任と届出 監督署に届出 選任したが未届け 未選任 50人未満
衛生推進者 選任と掲示 衛生推進者名を掲示 選任したが未掲示 未選任 10人未満

作業主任者 エチレンオキサイ
ド等作業主任者

部署に作業主任者を掲
示 選任したが未掲示 未選任 義務はない

緊急時対応 連絡体制と訓練 訓練実施記録を保存 体制表はあるが未訓
練 未作成

事業所安全衛生宣言 宣言と掲示 目に付くところに掲示
済み 宣言はあるが未掲示 未作成

法人（県連）の体制
総括衛生管理者 選任と業務保障 定期業務として確立 業務は不定期 未選任 県連に委託

法人担当産業医 選任と業務保障 定期業務として確立 選任したが業務は不
定期 未選任 県連に委託

法人（県連）委員会 設置と開催 定期に開催 不定期開催 未設置 県連に委託
衛生委員会 設置状況 全委員が確定 一部の委員が未定 未設置 50人未満

開催状況 ほぼ毎月開催 不定期開催 未開催 50人未満
議事録の保管と報告 事業所長に報告し保管 委員が保管 未作成 50人未満

事故等報告制度 業務上災害報告 報告を集団的に分析・
対応 報告制度はある 未整備

針刺し等事故報告 報告を集団的に分析・
対応 報告制度はある 未整備 対象業務なし

業務上疾病報告 報告を集団的に分析・
対応 報告制度はある 未整備

職場巡視等の対策
職場巡視 衛生管理者巡視 毎週実施し事業所長に

報告 不定期実施 未実施

産業医巡視 毎月実施し事業所長に
報告 不定期実施 未実施

応急対応 応急機器・器材の
点検

定期点検を実施し記録
保管 不定期に点検を実施 未実施

有害作業対策 職場の有害物の特
定

一覧が作成され把握が
容易

個別に有害物の表示
あり 未整備 対象業務なし

有害物安全データ
シートの閲覧

１箇所でまとめて閲覧
可能

あちこちで別々に閲
覧可能 未整備 対象業務なし

作業環境測定 有機溶剤年２回 結果と対応を事業所長
に報告 測定されている 未測定 対象業務なし

作業環境測定 ホルマリン年２回 結果と対応を事業所長
に報告 測定されている 未測定 対象業務なし

エチレンオキサイ
ド（EO）年２回

結果と対応を事業所長
に報告 測定されている 未測定 対象業務なし

安全・健康　　民医連・チェックリスト

資料編９ No 項目 内容 A
（優れている）

B
（もう一歩）

C
（要改善）

D
（義務なし）

記入欄

保護具 保護具毎の
使用作業一覧

一覧が作成され閲覧が
容易

使用規定は個別に作
成 未作成 対象業務なし

有機溶剤・EO等
の防御マスク

規定に従い全員が使用
している 職場に配備されている 全く未使用 対象業務なし

汚染・感染防止用
マスク

規定に従い全員が使用
している 職場に配備されている 全く未使用 対象業務なし

汚染・感染防止用
ゴーグル

規定に従い全員が使用
している 職場に配備されている 全く未使用 対象業務なし

汚染・感染防止用
手袋

規定に従い全員が使用
している 職場に配備されている 全く未使用 対象業務なし

針捨てボックス 規定に従い全員が使用
している 職場に配備されている 全く未使用 対象業務なし

有害作業の予防指針 有害作業規定（標
準）一覧

一覧が作成され閲覧が
容易 作業指針は個別に作成 未作成

介護介助作業規定 作成され閲覧が容易 作成されている 未作成 対象業務なし
VDT作業規定 作成され閲覧が容易 作成されている 未作成 対象業務なし
針刺し・汚染防止
作業規定 作成され閲覧が容易 作成されている 未作成 対象業務なし

健康診断
特殊健診 特殊健診対象者一覧 一覧が作成され作業者

に通知 健診担当者が把握 未整備 対象作業なし

電離放射線 年２回全員実施し結果
を通知

実施しているが結果
は未通知 未実施 対象作業なし

有機溶剤 年２回全員実施し結果
を通知

実施しているが結果
は未通知 未実施 対象作業なし

特定化学物質 年２回全員実施し結果
を通知

実施しているが結果
は未通知 未実施 対象作業なし

深夜業 年２回全員実施し結果
を通知

実施しているが結果
は未通知 未実施 対象作業なし

雇い入れ時 雇い入れ時健康診
断実施 業務開始前に実施 業務開始後に実施 未実施 採用者なし

中途採用者の健康
診断 業務開始前に実施 業務開始後に実施 未実施 採用者なし

定期健康診断 年１回の受診率 95％以上実施し本人に
結果通知 受診率 80％以上 80％未満

産業医等の意見 業務制限の要否 結果を表示し事業所長
にも通知

制限の必要者のみを
通知 意見はなし

保健指導（支援） 指導（支援）必要
者の一覧作成 一覧表を事業所長に通知 一覧表は事業所長に

未通知 未作成

保健指導（支援）の
実施

一覧表に基づき保健師
等が実施 気になる者だけ実施 未実施

指導（支援）記録の
保管 個人別健診記録に保管 指導記録として別保

管 保管せず

要指導（支援）者の
追跡 一覧表に基づき全員実施 気になる者だけ実施 未実施

健診情報の保護 保護規定の作成と
取り扱い制限 規定に基づき扱いを制限 規定はないが扱いは

制限 未対応

事業所での検診結
果の保管

在職中と退職後５年間
は保管 ５年間は保管 個人任せ 他に委託

健診情報の保護 健診結果保管室
（棚）の施錠

保管室（棚）は施錠して
いる 施錠できるが使用せず 未施錠 他に委託

異動に伴う過去の
結果の移動

県連内では本人ととも
に移動

必要な時だけ取り寄
せ可能 移動せず 他に委託
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No 項目 内容 A
（優れている）

B
（もう一歩）

C
（要改善）

D
（義務なし）

記入欄

事業所安全衛生体制
労働衛生管理組織図 作成と閲覧 全職員が閲覧容易 作成されたが閲覧不可 未作成

衛生管理者 選任・届出と事業
所での掲示

届けた衛生管理者名を
掲示

監督署に届け出たが
未掲示 未届け 50人未満

産業医 選任と届出 監督署に届出 選任したが未届け 未選任 50人未満
衛生推進者 選任と掲示 衛生推進者名を掲示 選任したが未掲示 未選任 10人未満

作業主任者 エチレンオキサイ
ド等作業主任者

部署に作業主任者を掲
示 選任したが未掲示 未選任 義務はない

緊急時対応 連絡体制と訓練 訓練実施記録を保存 体制表はあるが未訓
練 未作成

事業所安全衛生宣言 宣言と掲示 目に付くところに掲示
済み 宣言はあるが未掲示 未作成

法人（県連）の体制
総括衛生管理者 選任と業務保障 定期業務として確立 業務は不定期 未選任 県連に委託

法人担当産業医 選任と業務保障 定期業務として確立 選任したが業務は不
定期 未選任 県連に委託

法人（県連）委員会 設置と開催 定期に開催 不定期開催 未設置 県連に委託
衛生委員会 設置状況 全委員が確定 一部の委員が未定 未設置 50人未満

開催状況 ほぼ毎月開催 不定期開催 未開催 50人未満
議事録の保管と報告 事業所長に報告し保管 委員が保管 未作成 50人未満

事故等報告制度 業務上災害報告 報告を集団的に分析・
対応 報告制度はある 未整備

針刺し等事故報告 報告を集団的に分析・
対応 報告制度はある 未整備 対象業務なし

業務上疾病報告 報告を集団的に分析・
対応 報告制度はある 未整備

職場巡視等の対策
職場巡視 衛生管理者巡視 毎週実施し事業所長に

報告 不定期実施 未実施

産業医巡視 毎月実施し事業所長に
報告 不定期実施 未実施

応急対応 応急機器・器材の
点検

定期点検を実施し記録
保管 不定期に点検を実施 未実施

有害作業対策 職場の有害物の特
定

一覧が作成され把握が
容易

個別に有害物の表示
あり 未整備 対象業務なし

有害物安全データ
シートの閲覧

１箇所でまとめて閲覧
可能

あちこちで別々に閲
覧可能 未整備 対象業務なし

作業環境測定 有機溶剤年２回 結果と対応を事業所長
に報告 測定されている 未測定 対象業務なし

作業環境測定 ホルマリン年２回 結果と対応を事業所長
に報告 測定されている 未測定 対象業務なし

エチレンオキサイ
ド（EO）年２回

結果と対応を事業所長
に報告 測定されている 未測定 対象業務なし

安全・健康　　民医連・チェックリスト

資料編９ No 項目 内容 A
（優れている）

B
（もう一歩）

C
（要改善）

D
（義務なし）

記入欄

保護具 保護具毎の
使用作業一覧

一覧が作成され閲覧が
容易

使用規定は個別に作
成 未作成 対象業務なし

有機溶剤・EO等
の防御マスク

規定に従い全員が使用
している 職場に配備されている 全く未使用 対象業務なし

汚染・感染防止用
マスク

規定に従い全員が使用
している 職場に配備されている 全く未使用 対象業務なし

汚染・感染防止用
ゴーグル

規定に従い全員が使用
している 職場に配備されている 全く未使用 対象業務なし

汚染・感染防止用
手袋

規定に従い全員が使用
している 職場に配備されている 全く未使用 対象業務なし

針捨てボックス 規定に従い全員が使用
している 職場に配備されている 全く未使用 対象業務なし

有害作業の予防指針 有害作業規定（標
準）一覧

一覧が作成され閲覧が
容易 作業指針は個別に作成 未作成

介護介助作業規定 作成され閲覧が容易 作成されている 未作成 対象業務なし
VDT作業規定 作成され閲覧が容易 作成されている 未作成 対象業務なし
針刺し・汚染防止
作業規定 作成され閲覧が容易 作成されている 未作成 対象業務なし

健康診断
特殊健診 特殊健診対象者一覧 一覧が作成され作業者

に通知 健診担当者が把握 未整備 対象作業なし

電離放射線 年２回全員実施し結果
を通知

実施しているが結果
は未通知 未実施 対象作業なし

有機溶剤 年２回全員実施し結果
を通知

実施しているが結果
は未通知 未実施 対象作業なし

特定化学物質 年２回全員実施し結果
を通知

実施しているが結果
は未通知 未実施 対象作業なし

深夜業 年２回全員実施し結果
を通知

実施しているが結果
は未通知 未実施 対象作業なし

雇い入れ時 雇い入れ時健康診
断実施 業務開始前に実施 業務開始後に実施 未実施 採用者なし

中途採用者の健康
診断 業務開始前に実施 業務開始後に実施 未実施 採用者なし

定期健康診断 年１回の受診率 95％以上実施し本人に
結果通知 受診率 80％以上 80％未満

産業医等の意見 業務制限の要否 結果を表示し事業所長
にも通知

制限の必要者のみを
通知 意見はなし

保健指導（支援） 指導（支援）必要
者の一覧作成 一覧表を事業所長に通知 一覧表は事業所長に

未通知 未作成

保健指導（支援）の
実施

一覧表に基づき保健師
等が実施 気になる者だけ実施 未実施

指導（支援）記録の
保管 個人別健診記録に保管 指導記録として別保

管 保管せず

要指導（支援）者の
追跡 一覧表に基づき全員実施 気になる者だけ実施 未実施

健診情報の保護 保護規定の作成と
取り扱い制限 規定に基づき扱いを制限 規定はないが扱いは

制限 未対応

事業所での検診結
果の保管

在職中と退職後５年間
は保管 ５年間は保管 個人任せ 他に委託

健診情報の保護 健診結果保管室
（棚）の施錠

保管室（棚）は施錠して
いる 施錠できるが使用せず 未施錠 他に委託

異動に伴う過去の
結果の移動

県連内では本人ととも
に移動

必要な時だけ取り寄
せ可能 移動せず 他に委託
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No 項目 内容 A
（優れている）

B
（もう一歩）

C
（要改善）

D
（義務なし）

記入欄

健康診断の改善 介助・重量物取り
扱い作業者

年２回全員実施・作業
者に通知 年１回は実施 未実施 対象作業なし

VDT作業者 指針に沿って実施 独自の基準で実施 未実施 対象作業なし
労働関連生活習慣
の把握 定期健診の際に調査 不定期に調査 未調査

疲労や睡眠の状況
調査 定期健診の際に調査 不定期に調査 未調査

健診結果の事業所
全体の分析 毎回分析している 不定期に分析している 未対応

部署毎の健診結果
の比較 毎回分析している 不定期に分析している 未対応 小規模事業所

安全教育
安全衛生教育 雇い入れ（配置転

換）時教育 業務開始前に実施 業務開始後に実施 未実施 対象者なし

有害業務の特別教育 業務開始前に実施 業務開始後に実施 未実施 対象者なし

安全衛生教育 教育計画 毎年見直され改定され
ている 以前に作られている 未作成

職場管理者対象の
衛生教育 要綱に従って実施 随時実施 未実施 対象者なし

介護・介助作業者
の衛生教育 要綱に従って実施 随時実施 未実施 対象者なし

VDT作業者の衛生
教育 要綱に従って実施 随時実施 未実施 対象者なし

女性対象の衛生教育 要綱に従って実施 随時実施 未実施 対象者なし
50歳以上の衛生教育 要綱に従って実施 随時実施 未実施 対象者なし
全職員対象の衛生
教育 要綱に従って実施 随時実施 未実施

休職者や過重労働対策
休職者診断書の分
析

診断書の様式を指
定

業務上疑いや業務配置
を記入 業務配慮を記入 指定なし

診断書の収集 休職者全員の診断書を
収集

長期休職者の診断書
を収集 未収集

診断書の分析 定期的に休職者の分析
を実施 不定期に分析を実施 未実施

過重労働対策 月45時間以上の時
間外労働者 健診結果から医師が勧告 該当者の一覧は作成 未対応

月80時間以上の時
間外労働の把握 十分になされている 医師・管理者以外な

されている 不十分

医師・管理者の時
間外労働 定期に調査している 不定期に調査している 未対応

職場のストレス調査 定期に調査している 不定期に調査している 未対応
有給取得 ほぼ取得されている 取得率は 50％以下 未把握

休日出勤の代休取得 ほぼ代休が取得されて
いる 代休より手当てで対応 未把握

休職者の職場復帰 復職支援会議 実際に開催され支援し
ている

仕組みはあるが開催
なし 未対応

復職用診断書の記
載事項

復職支援の要否と時期
を記載 復職の時期は記載 提出不徹底

環境や整備の改善 職員の健康のため
の環境改善

毎年計画的に予算化し
実施 随時実施 未実施

快適職場のための
環境改善

毎年計画的に予算化し
実施 随時実施 未実施

No 項目 内容 A
（優れている）

B
（もう一歩）

C
（要改善）

D
（義務なし）

記入欄

メンタルヘルス対策
メンタルヘルス 心の健康作り計画

の策定
労使の合意で策定して
いる 策定している 未作成

衛生委員会の議題
に取り上げられて
いる

毎回取り上げている 発生時に取り上げて
いる 未実施

セルフケアのため
の学習 計画に従い実施 随時実施 未実施

職場管理者の研修 計画に従い実施 随時実施 未実施
条件や環境の改善
方針

方針があり実施されて
いる 方針はあるが未実施 未作成

産業医や保健師の
役割 計画で明記されている 実質的に関与している 関与せず

カウンセラーなど
による面接

精神科医やカウン
セラーの関与 計画で明記され実施 実質的に関与している 関与せず

新入職員に面接を
実施している 全員に実施 一部職域で実施 未実施

研修医に面接が実
施されている 全員に実施 一部職域で実施 未実施

心とからだの相談
窓口

事務所内外の相談
窓口の周知

内外の窓口を具体的に
周知 内部の相談窓口を設置 未対応

秘密遵守と不利益
の排除

規定にあり周知されて
いる 規定はある 規定なし

マネジメント
マネジメントシス
テム 事業所長の構築宣言 期限を明記して作成を

宣言 作成着手を宣言 未対応

危険因子の洗い出し 部署ごとに一覧表を作成 事業所で一覧表を作成 未対応
リスク評価と優先
順位の決定

リスクを点数化し優先
順位決定

点数化せず優先順位
決定 未決定

各職場に即した
チェックリスト

全職場で作成し使用し
ている

一部の職場で作成・
使用 未作成

対策の立案 目標が具体化されている 抽象的な対策作成 未作成
対策効果の評価方法 具体的な評価方法を指定 抽象的な対策作成 未作成

システム評価の実施 外部評価を実施している 内部評価を実施して
いる 未実施

労災・予防接種
労災について 昨年度の労災発生件数は何件でしたか 件
労災内訳 注射事故 件

筋骨格系 件
メンタル系 件
その他 件

時間外労働について 時間外100時間以上の労働者に対する面接実施率 ％
予防接種の実施状況 B型肝炎ワクチン なし

インフルエンザ あり（職種名） なし
麻疹 あり（職種名） なし
風疹 あり（職種名） なし
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No 項目 内容 A
（優れている）

B
（もう一歩）

C
（要改善）

D
（義務なし）

記入欄

健康診断の改善 介助・重量物取り
扱い作業者

年２回全員実施・作業
者に通知 年１回は実施 未実施 対象作業なし

VDT作業者 指針に沿って実施 独自の基準で実施 未実施 対象作業なし
労働関連生活習慣
の把握 定期健診の際に調査 不定期に調査 未調査

疲労や睡眠の状況
調査 定期健診の際に調査 不定期に調査 未調査

健診結果の事業所
全体の分析 毎回分析している 不定期に分析している 未対応

部署毎の健診結果
の比較 毎回分析している 不定期に分析している 未対応 小規模事業所

安全教育
安全衛生教育 雇い入れ（配置転

換）時教育 業務開始前に実施 業務開始後に実施 未実施 対象者なし

有害業務の特別教育 業務開始前に実施 業務開始後に実施 未実施 対象者なし

安全衛生教育 教育計画 毎年見直され改定され
ている 以前に作られている 未作成

職場管理者対象の
衛生教育 要綱に従って実施 随時実施 未実施 対象者なし

介護・介助作業者
の衛生教育 要綱に従って実施 随時実施 未実施 対象者なし

VDT作業者の衛生
教育 要綱に従って実施 随時実施 未実施 対象者なし

女性対象の衛生教育 要綱に従って実施 随時実施 未実施 対象者なし
50歳以上の衛生教育 要綱に従って実施 随時実施 未実施 対象者なし
全職員対象の衛生
教育 要綱に従って実施 随時実施 未実施

休職者や過重労働対策
休職者診断書の分
析

診断書の様式を指
定

業務上疑いや業務配置
を記入 業務配慮を記入 指定なし

診断書の収集 休職者全員の診断書を
収集

長期休職者の診断書
を収集 未収集

診断書の分析 定期的に休職者の分析
を実施 不定期に分析を実施 未実施

過重労働対策 月45時間以上の時
間外労働者 健診結果から医師が勧告 該当者の一覧は作成 未対応

月80時間以上の時
間外労働の把握 十分になされている 医師・管理者以外な

されている 不十分

医師・管理者の時
間外労働 定期に調査している 不定期に調査している 未対応

職場のストレス調査 定期に調査している 不定期に調査している 未対応
有給取得 ほぼ取得されている 取得率は 50％以下 未把握

休日出勤の代休取得 ほぼ代休が取得されて
いる 代休より手当てで対応 未把握

休職者の職場復帰 復職支援会議 実際に開催され支援し
ている

仕組みはあるが開催
なし 未対応

復職用診断書の記
載事項

復職支援の要否と時期
を記載 復職の時期は記載 提出不徹底

環境や整備の改善 職員の健康のため
の環境改善

毎年計画的に予算化し
実施 随時実施 未実施

快適職場のための
環境改善

毎年計画的に予算化し
実施 随時実施 未実施

No 項目 内容 A
（優れている）

B
（もう一歩）

C
（要改善）

D
（義務なし）

記入欄

メンタルヘルス対策
メンタルヘルス 心の健康作り計画

の策定
労使の合意で策定して
いる 策定している 未作成

衛生委員会の議題
に取り上げられて
いる

毎回取り上げている 発生時に取り上げて
いる 未実施

セルフケアのため
の学習 計画に従い実施 随時実施 未実施

職場管理者の研修 計画に従い実施 随時実施 未実施
条件や環境の改善
方針

方針があり実施されて
いる 方針はあるが未実施 未作成

産業医や保健師の
役割 計画で明記されている 実質的に関与している 関与せず

カウンセラーなど
による面接

精神科医やカウン
セラーの関与 計画で明記され実施 実質的に関与している 関与せず

新入職員に面接を
実施している 全員に実施 一部職域で実施 未実施

研修医に面接が実
施されている 全員に実施 一部職域で実施 未実施

心とからだの相談
窓口

事務所内外の相談
窓口の周知

内外の窓口を具体的に
周知 内部の相談窓口を設置 未対応

秘密遵守と不利益
の排除

規定にあり周知されて
いる 規定はある 規定なし

マネジメント
マネジメントシス
テム 事業所長の構築宣言 期限を明記して作成を

宣言 作成着手を宣言 未対応

危険因子の洗い出し 部署ごとに一覧表を作成 事業所で一覧表を作成 未対応
リスク評価と優先
順位の決定

リスクを点数化し優先
順位決定

点数化せず優先順位
決定 未決定

各職場に即した
チェックリスト

全職場で作成し使用し
ている

一部の職場で作成・
使用 未作成

対策の立案 目標が具体化されている 抽象的な対策作成 未作成
対策効果の評価方法 具体的な評価方法を指定 抽象的な対策作成 未作成

システム評価の実施 外部評価を実施している 内部評価を実施して
いる 未実施

労災・予防接種
労災について 昨年度の労災発生件数は何件でしたか 件
労災内訳 注射事故 件

筋骨格系 件
メンタル系 件
その他 件

時間外労働について 時間外100時間以上の労働者に対する面接実施率 ％
予防接種の実施状況 B型肝炎ワクチン なし

インフルエンザ あり（職種名） なし
麻疹 あり（職種名） なし
風疹 あり（職種名） なし
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外部 EAP（従業員援助プログラムなど）
外部EAPの契約 契約がありますか あり なし

ありの場合の契約先に
ついて 民間企業

産業保健推進センター関連

労働衛生コンサルタント

その他であればご記入下さい

契約内容について 対面相談

ネット相談

教育研修

ストレス調査・職場診断

体制作り支援
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外部 EAP（従業員援助プログラムなど）
外部EAPの契約 契約がありますか あり なし

ありの場合の契約先に
ついて 民間企業

産業保健推進センター関連

労働衛生コンサルタント

その他であればご記入下さい

契約内容について 対面相談

ネット相談

教育研修

ストレス調査・職場診断

体制作り支援

「出典」厚生労働省　生活習慣病予防のための健康情報サイト
https://www.e-healthnet.mhlw.go.jp/information/dictionary/alcohol/ya-021.html

　1990年代初めに、世界保健機関（ＷＨＯ）がスポ
ンサーになり作成されたスクリーニングテスト。

　ＷＨＯはアルコール関連問題の低減を主導してお
り、その重要な手法のひとつが簡易介入です。この
テストは、簡易介入の対象者をスクリーニングする
目的で作成されました。その対象者とは、アルコー
ル依存症までには至っていない「危険な飲酒」や「有
害な使用」レベルにある人です。
　テストは自記式で10項目からなり、各項目の回答
にしたがって０点から４点の点数が付与されていま
す。すなわち、テスト全体では最低が０点、最高が

40点です。このテストの特徴のひとつは、世界共通
のカットオフ値を設定していないことです。このテ
ストが使用される場所の飲酒文化に従い、カットオ
フ値を自由に変えることができます。危険な飲酒の
カットオフ値は世界的には８点です。またアルコー
ル依存症の場合には13点にしているところが多いよ
うです。わが国では15点あたりが妥当だと考えられ
ています。
　ＡＵＤＩＴは多くの国で使用されていますが、地
域・年齢・性の違いを超えて高い妥当性が報告され
ています。ＡＵＤＩＴは邦訳されていますので、日
本語版を次ページに記します。

ＡＵＤＩＴ オーディット / Alcohol Use Disorders Identification Test /

アルコール使用障害同定テスト
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１ あなたはアルコール含有飲料をどのくらいの頻度で飲みますか？

０. 飲まない
１. １ヵ月に１度以下
２. １ヵ月に２〜４度
３. １週に２〜３度
４. １週に４度以上

２
飲酒するときには通常どのくらいの量を飲みますか？�
ただし「日本酒１合＝２ドリンク」「ビール大瓶１本＝2.5ドリンク」「ウィスキー水割り
ダブル１杯＝２ドリンク」「焼酎お湯割り１杯＝１ドリンク」「ワイングラス１杯＝1.5ド
リンク」「梅酒小コップ１杯＝１ドリンク」（１ドリンク＝純アルコール９～12g）

０. １〜２ドリンク
１. ３〜４ドリンク
２. ５〜６ドリンク
３. ７〜９ドリンク
４. 10ドリンク以上

３ １度に６ドリンク以上飲酒することがどのくらいの頻度でありますか？

０. ない
１. １ヵ月に１度未満
２. １ヵ月に１度
３. １週に１度
４. 毎日あるいはほとんど毎日

４ 過去１年間に、飲み始めると止められなかった事が、どのくらいの頻度でありましたか？

０. ない
１. １ヵ月に１度未満
２. １ヵ月に１度
３. １週に１度
４. 毎日あるいはほとんど毎日

５ 過去１年間に、普通だと行えることを飲酒していたためにできなかったことが、どのく
らいの頻度でありましたか？

０. ない
１. １ヵ月に１度未満
２. １ヵ月に１度
３. １週に１度
４. 毎日あるいはほとんど毎日

６ 過去１年間に、深酒の後体調を整えるために、朝迎え酒をせねばならなかったことが、ど
のくらいの頻度でありましたか？

０. ない
１. １ヵ月に１度未満
２. １ヵ月に１度
３. １週に１度
４. 毎日あるいはほとんど毎日

７ 過去１年間に、飲酒後、罪悪感や自責の念にかられたことが、どのくらいの頻度であり
ましたか？

０. ない
１. １ヵ月に１度未満
２. １ヵ月に１度
３. １週に１度
４. 毎日あるいはほとんど毎日

８ 過去１年間に、飲酒のため前夜の出来事を思い出せなかったことが、どのくらいの頻度
でありましたか？

０. ない
１. １ヵ月に１度未満
２. １ヵ月に１度
３. １週に１度
４. 毎日あるいはほとんど毎日

９ あなたの飲酒のために、あなた自身か他の誰かがけがをしたことがありますか？
０. ない
２. あるが、過去１年にはなし
４. 過去１年間にあり

10 肉親や親戚・友人・医師あるいは他の健康管理にたずさわる人が、あなたの飲酒について心配したり、飲酒量を減らすように勧めたりしたことがありますか？

０. ない
２. あるが、過去１年にはなし
４. 過去１年間にあり

※回数の数字は点数です

ＡＵＤＩＴ（Alcohol Use Disorders Identification Test、アルコール使用障害同定テスト、オーディット）
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　「健康で働きつづけられる職場づくり」パンフレット第４版を最後までお読みいただきありがとうご

ざいます。本パンフは2004年に初版が発行されて20年が経ち、改訂も４回を重ねることができました。

前回第３版より10年ぶりの改訂ということで、第45期の職員健康管理委員会では、隔月で委員会を開

催し、活発な議論を行いながら、完成に結び付けました。

　この10年を振り返ると、2015年にはストレスチェック制度が始まり、2016年には熊本地震があり、

「大災害時に職員の健康を守る」重要性が認識されました。また「ハラスメント」への対応は待った

なしの状況となり、医療・介護・福祉労働を「感情労働」としてとらえる視点が再確認され、職場づ

くりの観点として、「心理的安全性」も重視されるようになりました。2020年からはコロナ禍の取り組

みとして、「職員のいのちと健康を守ることを第一義的課題」に旺盛な活動を行い、各種セミナーや集

会にて全国からの経験や英知を集め、それが今パンフレット改訂の議論に活かされました。

　この２年間においても様々な出来事があり、その状況に応じて原稿の書きかえなどを行いました。

2024年４月から「医師の働き方改革」が本格的に始動し、現場の状況がどのように変化していくか注

視していく必要があります。また、くしくも2024年１月１日には能登半島大地震が起こりました。災

害が起こる場所や状況によって支援の仕方は変わってきます。

　本パンフでは積み残している課題や、今後の状況の変化で書き換えが必要になる部分も多々あると

思います。何年か後には改訂が必要となると思いますが、現時点での到達点として本パンフを活用し

ていただき、それぞれの地域や実情に合わせて現場で融通を利かせながら使用していただければ、本

委員会としては望外の喜びです。

　最後に、本パンフ完成に向けて執筆、議論をしていただいた第45期職員健康管理委員会と事務局の

皆さんに感謝を申し上げたいと思います。

� 2024年２月22日

� 全日本民医連　第45期職員健康管理委員長　今村高暢

おわりに



委員長 今村高暢（理事・医師）

担当四役 平田理（副会長・医師）西村峰子（事務局次長・事務）

担当理事 井田智（理事・介護福祉士）寺島由美（理事・看護師）江浦貴洋（常駐理事・厚生事業協）

宮川喜与美（常駐理事・看護師）

委員 畠由架利（看護師・北海道）稲村まゆみ（保健師・埼玉）池田佳祐／三浦文華（公認心理

師、臨床心理士・東京・代々木病院ＥＡＰケアシステムズ・ＹＥＳ）松浦健伸（医師・石

川）東昌子（医師・滋賀）中村賢治（医師・大阪）岡田崇顧（医師・高知）田村昭彦（医

師・福岡）湯村命子（看護師・福岡）岡村やよい（事務・働くもののいのちと健康を守る

全国センター）

担当事務局　野口昭彦・杉山基樹

第45期全日本民医連職員健康管理委員会
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